
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

－ 調 査 編 －
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第３章 現地調査報告書 

 

岩手県 
①宮古市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  50 

②陸前高田市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  66 

③釜石市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  89 

④大槌町・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  105 

 

宮城県 
⑤仙台市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  121 

⑥石巻市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  143 

⑦気仙沼市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  158 

⑧東松島市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  172 

⑨南三陸町・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  184 

 

福島県 
⑩いわき市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  198 

⑪南相馬市・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  211 

⑫双葉町・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  223 

⑬浪江町・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  237 

 

 

 

 

 

※報告書を読む際の注意事項 

 本調査は、ヒアリング形式で行われており、本報告書に記載の意見は、すべて調査団体

の視点による。また、今後のあり方に関する意見については、必ずしも各団体の公式見解

ではない。 
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【現地調査報告書①――岩手県宮古市】 

訪問日時：平成 23 年 12 月 16 日（金） 

訪問先：宮古市総務企画部企画課情報化推進室  

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災では、震度 5 強（茂市）または震度 5 弱（五月町、鍬ヶ崎、

長沢、田老、川井、門馬田代）を観測した。津波の襲来により、建物用地・幹線交通用地

の 21％が浸水した。重茂姉吉地区では、津波遡上高が観測史上国内最大となる 40.5m を

記録した。死亡者 526 名・行方不明者 114 名の人的被害8があった（市人口の 0.9％）。 

市役所の本庁舎、分庁舎、各総合事務所及び各出張所は、地震の揺れによる被害はほと

んどなかったが、津波により本庁舎及び津軽石出張所が被災した。本庁舎は、総合窓口の

あった 1 階が完全に水没したものの、サーバ室は被災を免れた。 

 ICT 部門概要 

総務企画部企画課情報化推進室は、室長を含めて 5 名（震災当時 1 名が長期休養中）。

基幹システム及びネットワーク等は、情報化推進室で契約・管理している。 

住民情報システム及び戸籍システムのデータバックアップは毎日実施していた。テープ

は毎日交換し、本庁舎 1 階の金庫室に収めていた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生直後、市内全域で停電が生じた。本庁舎には、小型の非常用発電装置（2 台）

があり、照明等に給電していた。情報化推進室の職員は全員無事であった。津波が引き始

めてから、サーバ室の状況を確認してサーバ類を停止させたあと、ほかの部門の職員と一

緒に食糧確保などの活動を行った。 

田老総合事務所と新里総合事務所には、大型の非常用発電装置があった。本庁舎の庁内

ネットワークは使用できなかった。庁舎間を結ぶ専用回線（地域イントラネット）は、地

震後もつながっていたが、停電のため実際には使用しなかった。固定電話は不通になり、

衛星携帯電話は配備していなかった。携帯電話は、つながりにくい状況が続いた。 

本庁舎の復電は、本庁舎周辺が津波で被災して電柱が倒れるなどしていた上に、部材調

達などで遅れが生じたため、3 月 26 日だった。商用電源の復旧とともに、庁内 LAN が復

旧し、地域イントラネットが使用できることも確認された。 

内部情報系のネットワークは、フレッツ網の復旧が遅れたため、復旧は 4 月までずれ込

んだ。本庁舎の固定電話（IP 電話）の復旧は、4 月に入ってしばらく経ったころだった。

また、衛星携帯電話が数台調達され、市災害対策本部で利用された。 

 窓口業務再開時期等 

本庁舎 1 階の総合窓口が津波により水没、住民情報システムのサーバが置かれていた本

庁舎も停電したため、サーバ類を大型の非常用発電装置がある新里総合事務所へ移設、3

                                                  
8 平成 23 年 12 月 22 日現在、ただし、死亡者数と行方不明者数には、ともに認定死亡者 108 名が含まれ

ている。平成 22 年 10 月現在の国調人口は 59,430 名。 
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月 14 日から窓口業務を再開した。新里総合事務所以外の窓口では、通信回線が復旧する

までの間は、申請・届出の受け付けのみを行い、紙を新里総合事務所に送って処理をして

いた。3 月 28 日からは、各窓口でオンラインによる異動処理が再開された。 

罹災証明書の発行は、3 月 20 日ころから行われた。義援金と被災者生活再建支援制度の

申請受付は、4 月 27 日からだった。 

 

１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

岩手県東部に位置し、西は盛岡市、北は岩泉町、南は、花巻市、遠野市、大槌町、山田

町に接しており、東は太平洋に面する。県庁所在地の盛岡市からは車で約 2 時間程度。平

成 17 年に旧宮古市、田老町、新里村が合併して現宮古市となり、平成 22 年に川井村を編

入した。これにより宮古市は、岩手県最大の面積を有する市町村になり、全国でも 8 番目

の広大な面積を有する市となった。 

 

面積9 1,259.89 ㎢ 

人口10 59,430 人（22,509 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

                                                  
9 宮古市市勢要覧（http://www.city.miyako.iwate.jp/cb/hpc/Article-1346-454.html）、平成 23 年 12 月閲

覧 
10 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
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職員数11 671 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況12 平成 22 年度当初予算：448 億円（一般会計 305 億円、特別会計 143

億円、公営企業会計を除く。） 

平成 22 年度決算（一般会計及び特別会計の合計）：歳入 454 億円、歳

出 441 億円 

組織体制13 6 部、3 総合事務所、行政委員会等からなる。※平成 23 年 12 月現在

 

内訳：総務企画部、市民生活部、保健福祉部、産業振興部、都市整備

部、危機管理監、会計管理者、上下水道部、市議会、教育委員

会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会 

 

総合事務所：田老総合事務所、新里総合事務所、川井総合事務所 

  

（参考）市役所、総合事務所、出張所の位置 

 

（google map から）

                                                  
11 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
12 宮古市ホームページ、財政状況（http://www.city.miyako.iwate.jp/cb/hpc/Category-1241.html）及び

広報みやこ平成 23 年 11 月 1 日号 
13 宮古市総務企画部総務課より聞き取り、平成 23 年 12 月 

本庁舎・分庁舎 

田老総合事務所 

新里総合事務所 

川井総合事務所 

崎山出張所 

小国出張所 

重茂出張所

花輪出張所 

津軽石出張所 

門馬出張所 

川内出張所 
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１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）14 

 

震度 震度 5 強（茂市）、震度 5 弱（五月町、鍬ヶ崎、長沢、田老、川

井、門馬田代）（M9） 

死亡者数 526 人（うち認定死亡者 108 人） ※平成 23 年 12 月 22 日現在

行方不明者数 114 人（うち認定死亡者 108 人） ※平成 23 年 12 月 22 日現在

倒壊家屋数 全壊 3,669 戸、半壊 1,006 戸、一部破損 176 戸、床上浸水 1760

戸、床下浸水 323 戸 ※平成 23 年 12 月 22 日現在 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況15  

 

宮古市には、本庁舎・分庁舎のほかに、田老総合事

務所、新里総合事務所、川井総合事務所の 3 つの総合

事務所がある。これらは合併前に旧町村の役場庁舎だ

ったもの。また、出張所が 7 か所あり（崎山、花輪、

重茂、津軽石、小国、門馬、川内）、それぞれ職員数名

を配置し、本庁舎と同様の総合窓口サービスを行って

いる。 

主な庁舎の構造は以下のとおり。 

 

建物 構造 

本庁舎 7 階建、1～2 階は SRC 造、 

3～7 階は RC 造 

分庁舎 RC 造 3 階建 

田老総合事務所 RC 造 3 階建 

新里総合事務所 RC 造 3 階建 

川井総合事務所 RC 造 2 階建 

 

本庁舎は、耐震強度診断を実施済みで、耐震指標を表す Is 値は 0.21（要耐震補強）と

診断されていた。補強工事を行うため、基本設計と費用算出を行っていた中で、本庁舎が

津波被害に遭い、1 階部分が全損した。このため、補強工事の扱いを再検討している。 

国道を挟んで本庁舎の向かいに位置する分庁舎（昭和 37 年に建築）は、耐震強度の診

断は行っていないが、建て替えまたは廃止の方向で検討している。 

旧役場庁舎である各総合事務所は、（市町村合併後も）引き続き業務を行う拠点として扱

ってきたが、総合事務所そのものの扱いを検討中であり、耐震強度の診断は行っていない。 

出張所では、津軽石出張所だけが津波の被害に遭った。津軽石出張所は、鉄筋コンクリ

                                                  
14 宮古市ホームページ、震災の経過（http://www.city.miyako.iwate.jp/cb/hpc/Category-1493.html）よ

り、平成 23 年 12 月閲覧 
15 宮古市総務企画部財政課管財係より聞き取り、平成 23 年 12 月 

（宮古市役所本庁舎、訪問時撮影）
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ート（RC）造 2 階建の公民館の 1 室に置かれており、職員 2 名が配置されていたが、建

物が津波で全壊。現在は、仮設事務所に移転し、業務を再開している。 

今回の震災では、すべての建物について、地震の揺れによる被害はなかった。 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

市内は、地震発生直後に全域が停電。本庁舎は、その後津波に襲われ、総合窓口が置か

れていた 1 階部分が、完全に水没した。サーバ室は、ぎりぎりで被災を免れ、床が海水で

ぬれた程度で済み、機器やデータは守られた。津軽石出張所は、津波で壊滅的な被害に遭

った。ほかに学校、保育所、診療所等が津波で被災した。 

 

 

（津波が引いた後の本庁舎 1 階の様子。庁舎外ではまだ水が完全に引いていない。 

3 月 11 日 16:30 撮影、宮古市提供写真） 

 

 

（津波が引いた後の本庁舎外観。3 月 12 日 12:00 撮影、宮古市提供写真） 
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２．ICT 部門の業務把握 

 

２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 総務企画部企画課情報化推進室 

人数 5 名（震災当時は 5 名のうち 1 名が長期休養中） 

場所 市役所本庁舎 4 階 

管理システム 基幹システム及びネットワーク等は、情報化推進室で契約・管理して

いる。住基、税の賦課・収納、福祉等は、「住民情報システム」と呼ぶ

単一のシステムになっている。平成 11 年 1 月から運用開始。平成 16

年 4 月に機器更新、平成 17 年及び平成 22 年には、市町村合併に伴い

総合事務所にシステムを導入。本庁、各総合事務所及び各出張所では、

窓口業務にかかる申請・届出の手続きを一つの窓口で完結できる「総

合窓口」サービスを実施している。16 

ほかに、庁内 LAN システムや図書館システム等がある。 

 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる情報化推進室は、総務企画部に属する（危機管理課は危機管理監に

属する）。 

「災害対応に必要なデータの提供」は、情報化推進室が属する総務企画部企画課の役割

の一つである。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

平常時には、地域情報化、住民情報システム及びネットワークの管理等を行い、非常時

には、市地域防災計画に基づき、与えられた役割を果たすために必要な業務を行う。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

情報システム委託事業者には、システム保守等を委託しているが、契約内容には、災害

時の対応（災害時の参集や復旧担当者の確保等）に関する条項はなかった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

                                                  
16 宮古市ホームページ（http://www.city.miyako.iwate.jp/cb/hpc/Article-363-427.html） 
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住民情報システムと戸籍システムのバックアップは、毎日実施している。バックアップ

テープの交換は、庁内 LAN 系のシステムでは週に 1 度、住民情報システムと戸籍システ

ムでは毎日実施している。 

バックアップテープは、前日分が本庁舎 1 階金庫室内の耐震・耐火金庫に、1 週間前の

分がサーバ室内に保管されており、それ以前のバックアップテープも、庁舎内の別の場所

に保管されている。このため、すべて失われることは考えにくい。 

 

２－６．「被災者支援システム」17等、類似システムの導入、活用状況 

 

罹災証明書の発行業務は、早急に対応する必要があったため、「被災者支援システム」等

の特殊な情報システムは利用していない。税務課では、発災翌日（3 月 12 日）から住家被

害認定調査を始め、その 1 週間後から罹災証明書の発行を始めた。申請書の様式は、非常

用発電装置につないだスタンドアロンのパソコンで作成し、同じく非常用発電装置につな

いだ小型のコピー機で必要部数をコピーした。申請書について所要の確認を行い、押印し

て証明書として交付する際は、コピー機で控えを取った。 

西宮市開発の「被災者支援システム」は、義援金の交付業務で使用している。システム

の存在は、情報システム委託事業者からの情報提供により、3 月末ごろに知った。システ

ムの概要は、インターネットを使用して情報収集した。この時点では、すでに発災から 2

週間ほど経っており、今から導入してもかえって混乱を招くとの議論があって、いったん

は白紙となった。その後、義援金の申請受付を 4 月下旬から開始することになり、課長か

らの指示でシステムの導入が決まった。住民情報システムの委託事業者と協力関係にある

民間事業者へ、導入をお願いした。 

テストサーバでシステムを試用してみたところ、義援金の振込データ作成機能が無い18

ことが、明らかになった。データの書き出し機能はあったが、書き出されたデータには金

額が含まれておらず、義援金の振込データとしては利用できないことが分かった。このた

め、「被災者支援システム全国サポートセンター」へ相談し、金額の書き出しに対応しても

らった。市では、作成した振込データを全銀協フォーマットに変換する仕組みを保有して

いたため、「被災者支援システム」から書き出したデータについて読み合わせを行い、問題

がないことを確認したうえで、銀行へ渡すフロッピィディスクを作成した。 

「被災者支援システム」の構築は 4 月中に完了したが、「被災者支援システム」を使用

した事務処理手順が確立されたのは、5 月中旬だった。そのころには、すでに義援金の交

付（財務会計システムを使用、銀行振込）は 3 回行われており、それまでの振込データを

使用して「被災者支援システム」に問題がないことを検証したうえで、4 回目の交付から

「被災者支援システム」を利用した。 

5 月～6 月ごろに岩手県から「被災者台帳システム」の斡旋があった。このシステムは、

京都大学防災研究所の林春男教授を中心とする産官学連携チームなどが作成・提供してい

                                                  
17 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
18 阪神・淡路大震災の際、西宮市では、現金で義援金を交付していたため。 



57 
 

るものであり、被災により行政機能が低下した市町村に代わり、岩手県が主体となりシス

テム構築を行うとともに、運用支援を実施しているものである。市では、9 月から試験運

用を開始、12 月 22 日から本格稼働している。 

このほかに、貸付業務をシステム化できないか、という話が出ているが、検討中である。

システムが利用されるのは貸付金の回収業務であるため、仮にシステム化する場合でも、

稼働開始は少し先の時期になる見込みである。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

地震発生当時、情報化推進室の職員は、全員、本庁舎 4 階にある執務室におり、けが等

はしておらず、安全も確認されていた。地震発生直後から津波到達直前までは、総合窓口

やサーバ室で、所要の対応を行った。 

地震発生直後、情報システム委託事業者に携帯電話で連絡を取った。続いて、サーバ室

へ行き、地震の揺れでは問題が起きていないことを確認した。 

その後、1 階の総合窓口から、住民情報システムが正常に動作しないという連絡があっ

た。状況の確認に行ったが、その場では問題は解決しなかった（停電によりネットワーク

機器が停止し、サーバとの通信ができなくなっていたが、端末には UPS 装置（無停電電

源装置）がが接続してあり、端末そのものはまだ動作していたため）。 

そのころ、本庁舎内にいる全員（職員だけでなく、住民や事業者を含む。）に対して、6

階へ上がるようにとの指示が出た。総合窓口の端末は、電源を切ってそのままにし、再び

サーバ室へ向かった。サーバ室では、停電により空調が停止し、室温が上昇していたため、

窓を開けた。本庁舎裏手を流れる閉伊川（河口）では、底が見えるぐらい潮が引いていた

ため、身の危険を感じた。巨大津波が来るのではないかと考え、サーバ室の窓を閉めて 6

階へ避難した。閉伊川の川幅は 250m ほどで、津波が川の対岸に浸水し始めてから、本庁

舎側に浸水を始めるまでの時間は、おそらく 1 分ほどだった。 

30 分ほど経って水面が下がったところで、サーバ室を確認しに行ったところ、1m 四方

ほど水が入っていたため、水を除去した。その時点では、サーバは UPS 装置からの給電

で稼働していた。すぐに商用電源が復旧することはないと判断して、サーバの停止処理を

行った。再度津波が来る可能性を考慮して、機器の電源ケーブルを抜き、端子を壁にテー

プで貼り付けた。 

その後も停電は続き、津波も完全には引いていなかったことから、ほかの職員と一緒に

食糧確保などの活動を行った。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 
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【発災直後】 

発災直後、情報システム委託事業者へ携帯電話で連絡を取った。電話中に本庁舎周辺で

停電が発生したため、電気が復旧したら対応することとし、直ちに来庁することは求めな

かった。 

情報化推進室の職員は、津波到達前に 1 階の金庫室にあったバックアップテープを持ち

出す機会があったものの、金庫室は元々収入役が使用していた頑丈なものであったことを

考慮し、持ち出すよりも金庫室に収めておく方が安全であると判断して、そのままにした。

本庁舎 1 階は天井まで浸水したが、金庫室内は床が濡れる程度で済み、金庫内のバックア

ップテープは無事だった。 

サーバ室は、少し水が入る程度で済んだ。住基／戸籍／税／福祉システムの機器は無事

で、データの損失もなかった。ただし、1 階総合窓口の端末が流出・全壊した。 

 

【復旧プロセス】 

翌 3 月 12 日には、総合窓口課長から「住民情報システムを動かして欲しい」という要

請があった。商用電源復旧の見通しは立たず、非常用発電装置では出力が弱くてサーバは

起動せず、委託先事業者と連絡が取れない状況なので、断念した。当初、田老地区で 1,000

人の死亡者が出たとの情報があり（後に誤報と判明、1,000 人は避難者の概数）、総合窓口

課では、死亡届及び埋火葬許可の処理に住民情報システムが必要になると判断したのでは

ないかと思われる。 

3 月 13 日に、偶然、情報システム委託事業者と連絡が取れ、システム再稼働に向けた相

談をすることができた。大型の非常用発電装置を備えた新里総合事務所へ、最小限のサー

バを移設して稼働させることを決めた19。同日のうちに、情報システム委託事業者が来庁

して移設作業を行い、23 時ごろには新里総合事務所でシステムを稼働できる状態になった。

月曜日である 3 月 14 日、新里総合事務所では、朝から通常どおり総合窓口業務を実施し

ている。 

本庁舎には、大型の非常用発電装置が無く、大規模災害の発生により停電が続いた場合

には、システムを稼働させることができなくなることは認識しており、その場合には、サ

ーバを移設して稼働させることも、議論していた。これがスムーズな対応につながった。 

新里総合事務所以外では、通信回線等が復旧するまでの間、申請・届出の受付のみを行

い、紙を新里総合事務所へ送って事務処理をした。受付に際しては、閉庁日に日直が戸籍

に関する届出を受け付ける際に使用していた、スタンドアロンで動くシステムを活用した。

このシステムを 3 台のパソコンに設定し、本庁舎、田老総合事務所及び川井総合事務所に

配置、3 月 11 日時点の情報で受付時の確認を行った。 

3 月 14 日、震災後初めて窓口業務を開始したときに一番多かった手続きは、金融機関に

提出する本人確認書類として、住民票か保険証が欲しいというものだった。この時点では、

直ちに交付できるのは新里総合事務所のみであった。他の窓口では、新里総合事務所に行

ける住民にはそちらに行くよう案内し、行けない場合は予約という形で受け付け、翌日交

                                                  
19 実際には新里事務所周辺は 3 月 14 日ころに復電したため、情報システムの稼働に非常用発電装置を利

用することはなかった。 
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付する等の対応を取った。死亡届の提出は、遺体の身元確認が進むにつれ増えてくるとい

う状況だった。例年 3 月は、転出入手続きが多くなる時期であり、窓口業務の負荷はかな

り高くなった。 

宮古市では、仮システムでの受け付けや紙ベースでの事務処理は行わず、すべて本来の

情報システムを使用して事務処理を行ったため、本格復旧時にデータの整合性などの問題

が生じず、スムーズに復旧作業を行うことができた。 

本庁舎へのサーバ再移設及び本庁舎における総合窓口の復旧作業は、3 月 26 日の商用電

源復旧に合わせて行われた。総合窓口のあった本庁舎 1 階は、津波被害で使用できなくな

っていたため、25 日の業務終了後に 2 階の会計課を 3 階の会議室へ移動させ、空いた場所

に総合窓口を設置することとした。週末の 26 日、27 日に総合窓口課で準備を行い、住民

情報システムの正常稼働を確認して、27 日の午後には本庁舎での窓口業務が再開した。 

事業者の協力もあって、システムは早期に再稼働することができたが、安全上の理由に

より担当者が宮古市役所へ行くことを禁止する事業者もあったと聞いている。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

市内全域で停電した。本庁舎は、小型の非常用発電装置（2 台）で一部に給電していた。

本庁舎には、大規模な非常用発電装置はなかった。田老総合事務所と新里総合事務所には、

非常用発電装置があり、電源は確保できていた。 

本庁舎の庁内ネットワークは停電で使用できなかった。庁舎間を結ぶ地域イントラネッ

ト（住民情報システムで使用）は地震後も回線はつながっていたが、停電のため実際には

使用しなかった。ただし、田老総合事務所との間は、応急復旧工事（がれき除去等）の際、

誤って回線が切断され、別経路から再接続された。学校などを接続していた内部情報系の

ネットワークは、NTT 東日本のフレッツ網を使用して構築していたが、こちらは発災後に

不通となった。 

固定電話（宮古市役所では、ビジネスイーサネット上に構築された IP 電話を使用して

おり、一般加入電話とは異なる。）は、不通となった。 

衛星携帯電話は、配備していなかった。 

携帯電話は、つながりにくい状況が続いたが、同一の携帯電話会社同士の通話は、つな

がりやすい傾向があった。場所によってもつながりやすい場所とつながりにくい場所があ

り、宮古駅方面はつながりやすかった。つながらないと思いながら持ち運んでいると、沿

岸の被災地域から少し離れた場所や、移動基地局が設置された場所付近では、突然メール

を大量に受信し始めるという現象が起こった。 

 

【復旧プロセス】 

新里総合事務所では、サーバ設置（本庁舎からのサーバ移設）を決定した時点（3 月 13

日）で、燃料不足が問題になり始めていた。燃料の調達について検討しようとしたところ、
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新里総合事務所近辺では復電したため、問題にはならなかった。 

田老地区は、津波の被害が大きく、平地では電柱などが倒れて、停電が長引く状況だっ

た。田老総合事務所は、被害の大きい地域にあったが、非常用発電装置により電源を確保

しており、発災直後からスタンドアロンでパソコンやプリンタなどを使用し、掲示物等を

作成していた。田老総合事務所では、非常用発電装置が 1 日フル稼働すると、燃料タンク

の残量が半分ほどに減っていた。燃料の調達については不安が続き、安定して燃料が確保

できるようになるまでに、1 週間かかった。 

本庁舎周辺では、津波により電柱が倒れる等していたため、電気の復旧が遅れていた。

庁舎へのつなぎ込みのための部材調達などで、復旧まではさらに時間がかかった。3 月 25

日までに、本庁舎の外部までの工事が終わり、26 日に本庁舎内の工事を終えて、商用電源

が回復した。 

電気の復旧に合わせて、ネットワーク機器の動作確認を行った。庁内 LAN 及び地域イ

ントラ（住民情報システムで使用）は、正常に使用できた。内部情報系のネットワークは、

フレッツ網の復旧が一部地域は 4 月までずれ込んだため、それまで復旧が遅れた。 

固定電話（ビジネスイーサネット上に構築された IP 電話）の復旧は遅く、4 月に入って

しばらく経ってからだった。携帯電話は、4 月に入ったころに、衛星回線を使った基地局

が設置されたが、回線数が少なく、市役所全体で使うと使えないことが多かった。また衛

星携帯電話が数台調達され、市災害対策本部で利用された。ファクシミリの復旧も、固定

電話と同時期だった。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

パソコンについては、本庁舎 1 階にあった端末は、津波によりすべて流出（後にすべて

回収）した。また、宮古保健センターでも、一部端末が流出（その後も行方不明）した。

パソコンを寄付していただけるというお話を多く頂いたが、実際に寄付を受けたのは数団

体。本庁舎では、緊急対応として、情報システム委託事業者からパソコン 50 台（流出し

た 1 階端末の補填）の提供を受けた。また、田老総合事務所でも、この事業者からパソコ

ン 50 台の提供を受けた。ボランティア団体から寄付された端末は、各避難所に配置して

使用した。 

市では、あらかじめ定めた仕様（セキュリティソフトや設定など含む。）に合わせて、情

報化推進室で調達したパソコンのみ、庁内 LAN に接続できることになっている。ボラン

ティア団体から寄付された端末は、そのままの状態では庁内 LAN に接続して使用するこ

とはできない。庁内 LAN に接続して使用するには、設定変更等に費用が掛かり、新たに

調達する場合とあまり変わらなくなってしまう。情報システム委託事業者から緊急対応の

ために提供されたパソコンは、以前使っていたものと同じ仕様に合わせてあったため、貸

出期間が終わった後は、そのまま使用する形でリース契約を結んだ。 

津波で流出したパソコンは、リースのものが多かった。リース物件の津波による損害は、

動産保険が適用されないため、物件の修繕費は市の負担となる。リース残債を一括で支払
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って、契約を終了することもできたが、市では契約を継続した。ただし、リース期間満了

後、物件の返還は必要ないという申し合わせをした。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

本庁舎サーバ室の空調設備は特に被害はなく、商用電源の復旧後は問題なく使用できた。

情報化推進室の執務室も、津波による被害はなかった。 

 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

宮古市では、合併前の旧役場庁舎を総合事務所として運用しており、各総合事務所及び

各出張所において、本庁と同様の総合窓口サービスを実施している。今回、本庁舎の総合

窓口が津波で大きな被害に遭った。サーバは無事だったものの、停電によりシステムが稼

働できなくなったが、サーバを新里総合事務所へ移設することで、住民情報システムが稼

働し、窓口業務を再開することができた。 

発災当日は、サーバが置かれていた本庁舎が停電し、総合窓口のあった 1 階部分が被災

したため、窓口業務が停止した。続く土日に速やかにサーバを移設することで、週明け月

曜日（3 月 14 日）の朝から、通常どおり窓口業務を再開することができた。地震があった

3 月 11 日は金曜日であり、通常では、週末に総合窓口業務は行わないため、実質的には約

2 時間しか、住民情報システムは止まっていないことになる。 

 

＜必要であった支援策＞ 

電源喪失による支障が大きかったため、電源の回復に対する支援があれば良かった。ま

た、早期に衛星携帯電話の提供を受けたかったが、衛星携帯電話の提供を受けるためには

どこに連絡すれば良いのかもわからず、誰かに相談しようにも固定電話や携帯電話が通じ

なかった。 

 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

本庁舎には、大型の非常用発電装置は備えられていなかったが、市では津波の襲来は想

定していた。このため、津波により本庁舎が停電すれば、情報システムが使用できない状

況になることは、あらかじめわかっていた。 

非常用発電装置は、価格が高く、置き場所もかなりの広さが必要となる。非常用発電装

置を本庁舎に設置する検討はしているが、庁舎自体を建て替える可能性もあり、総合的に

検討されている。 
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サーバは、新里総合事務所等の非常用発電装置を備える総合事務所に設置する選択肢も

あり得るが、内陸では雷などによる停電の頻度が高く、インフラの多重度も低いため、別

のリスクがある。このため現時点では、非常用発電装置が無いことを考慮に入れても、総

合的には、本庁舎にサーバを置く方が良いと考えている。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

通信回線は、以前から、住民情報系と庁内 LAN 系で別の回線を使い、事実上の二重化

状態で運用していた。何か問題が起こって、一方が切れてしまった場合は、もう一方に切

り替えるということは、想定にあった。今回の震災を教訓に、新たな対応を取ることは考

えていない。 

また、震災とは無関係に、平成 23 年 4 月から本稼働する予定で準備をしていた、FOMA

網を使って VLAN を構築するシステムがある。震災の影響で、稼働開始が少し遅れたが、

被災により仮設事務所へ移転した施設については、このシステムを運んで通信回線を確保

した。 

 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

バックアップについては、地域イントラネットを使って本庁舎外にバックアップを取る

ための予算措置をしている。川井総合事務所は、サーバ室の設備が整っているので、安価

なネットワークストレージ（外部記憶装置）を配置して、バックアップを取ることを考え

ている。 

市外の遠隔地へのバックアップは、必要ないだろうと考えている。本庁舎と川井総合事

務所の間には、かなりの距離があり、これが両方とも被災するようであれば、事態の深刻

さはバックアップのことを気にするような次元を超えている。宮古市は、全国でも 8 番目

の広大な面積を有する市であり、本庁舎から川井総合事務所までは、直線距離で約 25km

ある。 

今回のようにネットワークが切れてしまえば、市外の遠隔地にバックアップがあっても

結局は使えない。ノートパソコンに環境を構築しておき、ネットワークストレージに接続

すればデータが引き出せるという方が、有用だと考えている。 

今回の震災では、サーバ機器が流失した市町があるために、クラウドの利用や遠隔地バ

ックアップが注目されていると思われるが、被災後にそれらを使えるようにするまでの手

順も含めて検討することが重要。遠隔地バックアップをするのであれば、そのバックアッ

プデータをシステムに載せて、すぐに使える状態にして届けるようなサービスがあってし

かるべきで、例えば、そこに仮想化の技術を活用することなども考えられるが、現状では、

そこまで考えられたサービスがないのが問題。 

市町村同士のデータの持ち合いについては、十分考えられると思うが、宮古市は最近合

併したこともあって、実質的に内部に複数の市町村があるのと同じ状態になっている。 
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総合行政ネットワーク（LGWAN）20を使用した遠隔地バックアップの提案もあったが、

LGWAN は回線容量が小さい21ため、バックアップデータの転送に時間がかかる。大容量

の回線を用意することが望ましい。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

災害発生等非常時を想定した BCP は存在しない。今後も ICT 部門に関しては作成する

予定はない。 

情報システムが被災したときに、その状況で何ができるかは、そのときでなければ判断

できないのではないかと考えている。BCP を作るよりも、自分たちが持っている環境を十

分に把握しておき、どのような選択肢があるかを理解しておくことが一番の対策である。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

クラウドの議論は、データのバックアップ、サーバの運用を切り離せる、共同利用によ

る費用低減など、いくつかの側面があるが、これらがないまぜになって議論されてしまう

傾向がある。個別に検討していくことが大切だと思われる。 

データのバックアップの観点からクラウドを利用するのであれば、震災でネットワーク

が切れれば、クラウドは利用できなくなることも考慮する必要がある。宮古市の場合は、

現時点ではあまりクラウド化の必要性を感じていない。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

通信の確保を責任持ってやって頂きたい。通信の確保を各市町村で行うのは手に余ると

考えている。 

 

  

                                                  
20 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
21 岩手県内市町村における LGWAN のアクセス回線は、県が構築した「いわて情報ハイウェイ」である。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住民情報システム（住基・

税・福祉） 

停電と窓口被

災により利用

不可 

有 なし 3 月 14 日（サ

ーバ類移設に

よる）  
本庁舎での業

務開始は 3 月

27 日 
―データ喪失 喪失なし 無 なし ―※2 

 
 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

テープに毎日実施、本庁舎

内金庫室に保管 

利用可能だが

利用せず  
無 なし ― 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 市内全域が停

電、本庁舎で

は小型非常用

発電装置で一

部給電、田老

総合事務所・

新里総合事務

所では大型非

常用発電装置

で給電 

無 電源供給の

早期復旧に

対する支援  

本庁舎では 3
月 26 日、新里

総合事務所で

は3月14日ご

ろ 
 

庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

本庁舎の停電

により切断 
無 なし 3 月 26 日（本

庁舎商用電源

復旧による） 
地域イントラ 

（本庁舎―支所間） 

田老総合事務

所、津軽石出

張所、重茂出

張所が停電に

より不通 

有 なし 田老：5 月 20
日、津軽石：6
月1日(運用は

6 月 20 日)、
重茂：5 月 25
日 

電話（固定） 利用不可 無 なし 4 月以降  
 
 

電話（携帯） つながりにく

かった 
無 なし ― 

電話（衛星） 配備なし 無 衛星携帯電

話の早期補

充 

発災後支援の

ものを利用 

ファクシミリ 利用不可 無 なし 4 月以降 
 
 

インターネット 停電により利

用不可 
無  本庁舎では 3

月 26 日（本庁

舎商用電源復

旧による）  
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ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 本庁舎 1 階、

宮古保健セン

ターで流失 

有 なし ― 

ホストマシン・サーバ ハードウェア

は無事だった

が停電で利用

不可 

有 なし 3 月 13 日（サ

ーバ移設によ

る） 

設
備
・
人
員 

空調設備 被害なし 無 なし 3 月 26 日（本

庁舎の商用電

源 復 旧 に よ

る） 

作業部屋 被害なし 無 なし ― 
ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

情報システム委託事業者の支援により

導入。義援金交付業務に利用（4 回目の

交付から） 

4 月中に構築完了、

事務処理手順の確立

は 5 月中旬 
その他のシステム 「岩手県被災者台帳システム」 

※宮古市は開発に協力 
試験稼動 9 月 1 日 
本格稼動 12 月 22 日

 窓口業務再開時期 

通常窓口業務 3 月 14 日 
災害時窓口業務 罹災証明書の発行開始は 3 月 20 日前後

 

 

  



66 
 

【現地調査報告書②――岩手県陸前高田市】 

訪問日時：平成 23 年 11 月 29 日（火） 

訪問先：企画部協働推進室及び総務部総務課 

 

＜要約＞ 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災では、陸前高田市は震度 6 弱を観測した。大津波の襲来が

あり、建物用地の 43％が浸水22した。広範多岐にわたる地域の社会的機能が、壊滅状態と

なった。死亡者 1,881 人・行方不明者 72 人の人的被害23があった（市人口の 8.4％）。 

市庁舎は鉄筋コンクリート 3 階建（一部 4 階建）であったが、津波は市庁舎屋上にまで

及んだ。 

 ICT 部門概要 

陸前高田市では、総務部総務課で行政情報化を、企画部協働推進室で地域情報化を、そ

れぞれ担当していた。3 月 11 日以前、総務課は課長含め 4 名、協働推進室は室長含め 4

名の体制であった。総務課では、住民基本台帳システム（福祉含む）、税システム及びサー

バ管理を行っていた。 

データバックアップについては、原則としてすべてのデータをテープへ保存し、サーバ

室内で保管していた。各業務部門の管理データについては、それぞれの運用方針に基づき、

バックアップを取っていた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生直後、市内全域は停電した。外部との連絡手段は、衛星携帯電話を除いて利用

不可となった。総務課で情報システムを担当していた職員が亡くなり、総務課の課員は 3

名となった。翌 12 日、高台にあり津波による被害を免れた、学校給食センターに市災害

対策本部へ移動。学校給食センター周辺は 14 日に復電した。19 日には、学校給食センタ

ーから約 100m 離れた場所に、仮設庁舎（ユニットハウス）1 基目を設置した。4 階部分

まで水没した市庁舎は、建物自体は残ったものの、壊滅的な被害（全壊状態）であり、市

庁舎での業務再開は不可能だった。5 月 16 日には、国道 340 号沿い氷上橋近くにプレハ

ブの仮庁舎（第 1 仮庁舎）が完成。以後、仮庁舎は順次増設され、平成 23 年 11 月時点で

は、3 棟の仮庁舎（第 1～第 3 仮庁舎）において、復旧業務及び行政事務を行っていた。 

情報システムの復旧にあたっては、市庁舎のサーバ室から、サーバのハードディスクを

回収した。バックアップ用の DAT テープなどロッカーに入れていたものは、流失せずに

回収できた。ハードディスクから住民基本台帳システム（福祉含む。）及び税システムのデ

ータを復旧させた。まずは、仮サーバ（1 システム毎に 1 台）により、システムを仮復旧

させた。庁舎（ユニットハウスによる仮設庁舎、プレハブによる仮庁舎）の増設に合わせ

て、少しずつネットワーク環境（LAN 及びインターネット接続）も整備・再構築していっ

た。7 月下旬になって、サーバ、通信機器及びパソコン等のハード面では、震災前とほぼ

同等の水準になった。 

                                                  
22 「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水範囲の土地利用別面積」（国土地理院、平成

23 年 4 月）。 
23 平成 23 年 11 月 21 日現在、平成 23 年 3 月 11 日現在の住基人口は 24,246 人。 
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 総務課の情報システム担当者が被災したため、4 月 22 日に名古屋市から 2 名、5 月 1 日

に岩手県八幡平市から 1 名の派遣を受け入れた。また、被災後から情報システムの復旧に

携わっていた前々任の担当職員が、5 月 1 日付で正式に着任した。名古屋市からの応援職

員は、ネットワークやパソコン、サーバといった基盤関係を主に担当し、岩手県八幡平市

からの応援職員は、同じ事業者のシステムを使っているということもあり、主に業務シス

テム関係を担当している。 

 窓口業務再開時期等 

窓口業務は 3 月 20 日から順次再開した。り災証明書は、3 月下旬からの発行を予定して

いたが、事情により、4 月 27 日からの発行となった。災害義援金、災害弔慰金及び被災者

生活再建支援金の申請受付は、5 月 16 日から開始した。 

 

１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

岩手県南東部に位置し、東北新幹線一ノ関駅から車で約 1 時間半程度。 

 

面積24 232.29 ㎢ 

人口25 23,300 人（7,785 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

                                                  
24「平成 22 年全国都道府県市区町村別面積調

(http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/201010/shikuchouson/iwate.pdf)」(国土地理院)、平成

23 年 12 月閲覧 
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職員数26 293 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況27 平成 23 年度一般会計の予算総額：約 474 億円（当初予算額約 108 億

円、補正予算額約 365 億円、平成 22 年度繰越明許繰越額約 1 億円、

事故繰越し繰越額約 757 万円） ※平成 23 年 9 月 30 日現在 

 

参考）平成 22 年度決算（一般会計及び特別会計の合計）： 

歳入 178 億円、歳出 173 億円 

組織体制28 6 部局、教育委員会等からなる。※平成 23 年 12 月現在 

（支所・出張所は無い） 

 

内訳：企画部、総務部、民生部、農林水産部、建設部、復興対策局、

出納機関、水道事業所、教育委員会事務局、議会事務局、農業

委員会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、消防

本部 

 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）29 

 

震度 震度 6 弱（M9） 

浸水地域 建物用地・幹線交通用地の 39% (建物用地の 43%30) 

※平成 23 年 4 月 18 日現在 

死亡者数 1,881 人 ※平成 23 年 11 月 21 日現在 

行方不明者数 72 人 ※平成 23 年 11 月 21 日現在 

被災戸数 全壊 3,159 戸、大規模半壊 97 戸、半壊 85 戸、一部損壊 27 戸 

※平成 23 年 6 月 30 日現在 

市職員被災状況31 死者・行方不明者 68 名 ※平成 23 年 12 月 21 日現在 

 

 

                                                                                                                                                  
25 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
26 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
27 陸前高田市公式ホームページ（http://www.city.rikuzentakata.iwate.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
28 陸前高田市公式ホームページ（http://www.city.rikuzentakata.iwate.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
29 「陸前高田市震災復興計画

（http://www.city.rikuzentakata.iwate.jp/kategorie/fukkou/fukkou-keikaku/fukkou-keikaku.html）」
（陸前高田市、平成 23 年 12 月）P1 
30 「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水域の土地利用別面積

（http://www.gsi.go.jp/common/000060371.pdf）」（国土地理院、平成 23 年 4 月）、平成 23 年 12 月閲覧 
31「地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討会報告書」（総務省消防庁、平成 23
年 12 月）P15 
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１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

市庁舎は、鉄筋コンクリート 3 階建て（一部 4 階建て）。一番古い部分は、昭和 33 年に

建設。平成 14 年に耐震補強工事を行っている。3 月 11 日の地震では、市庁舎の倒壊はな

かった。 

揺れによる被害だけであれば、行政機能に壊滅的な影響はなかったと考えられるが、10m

もの大津波が市庁舎 4 階部分にまで及び、行政機能が一時的にすべて失われる事態となっ

た。 

 

（参考）市庁舎及び仮庁舎等の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被災した市庁舎、名古屋市提供写真） 
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１－４．発災時の全体的な状況 

 

地震発生後、市内全域で停電となったが、市庁舎の非常用発電機が稼動し、必要な電力

は確保できていた。市災害対策本部は、地震発生と同時に設置された。市庁舎内は、机や

ロッカーなどが散乱、ガラスの破損、壁にひび割れなどが認められるとともに、余震もあ

り危険な状態であったため、建物内にいた市職員は、速やかに市庁舎の前にある公園へ避

難した。内外を点検し、安全を確認しながら徐々に建物内に戻り、対応を取ろうとした矢

先、海岸の津波防波堤を津波が越え始めたため、防災行政無線により、その旨の放送を行

った。ワンセグ放送で津波警報（大津波）の情報を得た市職員もいた。情報源は、携帯電

話のワンセグ放送とラジオ（いずれもバッテリが切れるまで）だけであった。 

市庁舎の前にある公園に避難していた住民、市長、市職員は、市庁舎とその向かいにあ

る市民会館の中へ避難したが、巨大な津波は市庁舎の 4 階まで到達し、市民会館も 3 階ま

で水没した。市庁舎屋上に避難できた方々は、およそ 120 人。そのうち市職員は約 70 人

（市長、幹部職員を含む。）であった。また、市民会館も十数名を除く多くの方々が亡くな

った。市消防本部は、辛うじて望楼が水没を免れ、そこへ避難した者は、後にヘリコプタ

ーで救助され、学校給食センターへ移動した。 

市庁舎周辺は、その後も津波が来ていたため、避難した住民と市職員は、市庁舎屋上で

そのまま一晩を過ごした。市災害対策本部は、高台にあり津波による被害を免れた学校給

食センターへ移り、生き残った職員が、配給活動などの支援活動や安否確認などの作業を

始めた。しかし、市災害対策本部の通信手段は、消防救急無線など、非常に限られたもの

しかなかった。被災していない地区の消防団員は、独自に救助活動を始めていた。市内数

か所に定められた地区本部同士の連絡は無線により行われたが、地区本部と市災害対策本

部との間は連絡手段が無い状況であり、被害状況の把握は、大変困難であった。自衛隊の

先遣隊は、11 日の夜に到着した。 

外部への情報発信手段がなかったため、市職員は、ラジオで流れる「陸前高田は壊滅状

態」という放送を、ただ聞いているしかなかった。 

被災翌日から数日間の主な活動は、道路の応急復旧、食料・毛布等の調達・配布活動で

あった。道路の寸断等により、行くことができない避難所もあった。 

 電気は 14 日夜には市災害対策本部を置いていた学校給食センター周辺で復旧した。4

階部分まで水没した市庁舎は、建物自体は残ったものの、壊滅的な被害（全壊状態）であ

り、市庁舎での業務再開は不可能だった。また、市災害対策本部を置いていた学校給食セ

ンターだけで、今後の復旧業務や行政事務を担うことには無理があったため、学校給食セ

ンターから約 100m 離れた場所に、仮設庁舎としてユニットハウスを設置し、仮庁舎（プ

レハブ）完成までの間、業務を行うこととなった。1 基目のユニットハウスは 19 日に設置

が完了し、最終的には 17 基のユニットハウスが設置された。 
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（ユニットハウス、名古屋市提供写真） 

 

5 月 16 日には、国道 340 号沿い氷上橋近くにプレハブの仮庁舎（第 1 仮庁舎）が完成

した。以後、仮庁舎は順次増設され、平成 23 年 11 月時点では、3 棟の仮庁舎（第 1～第

3 仮庁舎）において、復旧業務及び行政事務を行っていた32。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  （陸前高田市仮庁舎、陸前高田市提供写真） 

 

 

２．ICT 部門の業務把握 

 

２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

人数 企画部協働推進室 3 名（室長含む。震災後、室員は複数部門を兼務。）

総務部総務課行政係 3 名（課長含む。） 

※これらは、名古屋市から 2 名、岩手県八幡平市から 1 名の応援職員

を含む人数である。 

場所 第 1 仮庁舎 2 階（協働推進室、総務課とも） 

※震災前、サーバ室は市庁舎 1 階にあった。 

管理システム 全庁的に使用するデータ及びシステムの管理を担当。具体的には、住

                                                  
32 平成 24 年 2 月現在、第 4 仮庁舎建設中。 

 



72 
 

民基本台帳システム（福祉システムが組み込まれたパッケージシステ

ム）及び税システム（申告、課税などで分けて運用）。 

なお、戸籍システム及びその他の業務システムは、アプリケーション

部分は各業務部門が、ハード部分は総務部総務課が、それぞれ管理し

ている。 

 

ICT 関連の業務は、震災前から 4 つの部署に分かれていた。企画部協働推進室では、地

域情報化、地上デジタル放送及びインフラ関係（光回線の整備など）を担当し、総務部総

務課では、行政情報システム、情報システム委託事業者との調整及びセキュリティ関係を

担当している。総務部防災対策室では、防災行政無線を担当し、教育委員会では、学校と

教育委員会をつなぐネットワークを担当している。 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる協働推進室は、企画部に属する（総務課及び防災対策室は総務部に

属する）。 

非常時のマニュアルは、震災前から存在している。市庁舎内には、非常用発電装置、無

線、衛星携帯電話が常備されており、1960 年のチリ地震津波の経験から、毎年 5 月 24 日

前後の日曜日に、災害対応についての訓練を行っていた。非常時には、市災害対策本部が

市庁舎に設置され、市内の 11 コミュニティに置かれている地区本部へ、無線や衛星携帯

電話で指示を送り、地区本部の担当者は張り付きで、市災害対策本部との連絡にあたるこ

とになっていた。ただし、ICT 部門に特化したマニュアルは、特になかった。 

今回の震災では、市庁舎が津波に襲われたため、市災害対策本部を学校給食センターへ

移したが、あまりにも多くの住民と職員を失ったことにより、本部から地区本部への指示

系統は、必ずしも十分に機能しなかった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

２－１及び２－２のとおり、平常時は協働推進室及び総務課等において業務を行い、非

常時はマニュアルに従って対応し、市災害対策本部の指示に従って動くことになっていた。 

 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

情報システム委託事業者との契約において、災害時の対応（災害時の参集や復旧担当者

の確保等）に関する条項はなかった。契約書は、津波で流されてしまったため、契約内容

の詳細は、すぐには確認できない状態であった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 
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各システムのデータのバックアップは、原則として、すべてのデータを毎晩テープに保

存し、市庁舎内のサーバ室で保管していた。ただし、システム毎に（業務部門毎に）運用

方針が異なり、全庁的な統一ルールは存在しなかった。 

 

２－６．「被災者支援システム」33等、類似システムの導入、活用状況 

 

発災直後から停電が続き、市庁舎のパソコンは、津波の襲来によって水没または流失し

た。 

発災翌日（12 日）の午後から、市災害対策本部を置いていた学校給食センターで安否確

認の準備を始めた。学校給食センターにあったコピー用紙に定規で線を引き、住民に名前

を書いてもらう表を作成した。コピー機も停電で使えなかったため、一枚ずつ手書きの作

業であった。発災直後から、安否情報を求める住民で学校給食センターは、込み合ってい

た。住民が書き込んだ表を学校給食センターの壁に張り出すということを、12 日から 14

日まで続けた。 

14 日夜に、市災害対策本部周辺が復電し、学校給食センターにあったノートパソコンで、

住民が書き込んだ情報の入力を始めた。紙の表は順不同に書かれており、すべての表を確

認しなければ安否が分からなかったが、パソコンで入力を始めると、あいうえお順等での

確認が可能となった。壁一面に張り出されていた表を、2～3 名の職員が徹夜で手分けして

入力した。 

15 日には、情報システム委託事業者が、2 月末時点の住基台帳を紙に打ち出したものと

データの入った CD を持参してくれた。そのため、入力作業と平行して、住基データとの

突き合わせ作業を行うことができた。これらのデータに必要な情報を加え、安否情報を提

供できるシステムを、フリーのデータベースソフトを利用して、市職員が作成した。この

システムは、のちに、災害義援金などの申請受付及び支給管理業務でも使用した。 

入力作業は、発災 1 週間後に概ね終了し、18 日にデータベースが稼働、住民安否につい

て、職員がデータベースを参照しながら問い合わせを受けることが可能となった。当時、

安否確認や避難所案内といった総合窓口業務は、ボランティアや保育士などからの応援を

含め、10 名ほどで対応にあたっていた。り災証明書は、（独）防災科学技術研究所の支援

により、税務課において「罹災証明発行支援システム」を構築し、4 月 27 日から発行を開

始した34。 

災害義援金、災害弔慰金及び被災者生活再建支援金の申請受付は、5 月 16 日から開始し

た。 

 

 

                                                  
33 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
34 当初 3 月 28 日から受付と発行を予定していたが、岩手県からの指導や、県内の被災自治体との調整な

どから、4 月 27 日からの発行となった。ただし、り災証明書の提出先が明確な場合は 3 月 28 日から申請

のみを受け付け、被災証明書（被災者である証明）は提出先が明確な場合に限り、随時発行していた。 
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３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

協働推進室の分掌事務には広報も含まれているため、記録のため津波襲来の写真を撮ろ

うと市内の高台に上がっていた。想像以上の大津波が押し寄せ、水が中々引かずに庁舎に

戻ることができなかったので、近くの地区本部へ移動した。無線で地区本部及び市災害対

策本部との連絡を試みたが、地区本部とは連絡がとれたものの、本部との通信はできず、

更にはバッテリが無くなり、無線自体を使うことすらできなくなった。3 月 11 日の晩は寝

ずに過ごし、翌 12 日の朝に偶然出会った市職員から、市災害対策本部は学校給食センタ

ーへ移ったと聞き、学校給食センターに向かった。 

学校給食センター到着後、12 日の午後から、住民の安否確認に使用するための用紙（住

民に名前を書いてもらう紙）の作成を行った。復電した 14 日から 3 日間ほどは、住民が

用紙に記入した情報をパソコンへ入力した。その後は、広報紙の発行業務を担当した。1

枚紙（両面）による『広報りくぜんたかた臨時号』は、被災から１週間後の 3 月 18 日か

ら 5 月 7 日までは日刊、その後は、毎週日曜日と月曜日は休刊とし、6 月からは毎週火曜、

木曜、土曜日の週 3 回、発行した。8 月第 2 週からは毎週水曜日（週 1 回）発行に減らす

代わりに、紙面を A3 版両面刷り（従来の 2 倍）に増やし、10 月まで発行を続けた。35。 

総務課の情報システム担当者が被災したため、4 月 22 日には名古屋市から、5 月 1 日に

は岩手県八幡平市から、職員の派遣を受け入れた。名古屋市36からの応援職員は、9 月 30

日まではほぼ 2 名が常駐、10 月以降は随時出張という形で、岩手県八幡平市からの応援職

員 1 名とともに、ネットワークやパソコンの復旧及び運用の支援にあたっている。名古屋

市からの応援職員は、ネットワークやパソコン、サーバといった基盤関係を主に担当し、

岩手県八幡平市からの応援職員は、同じ事業者のシステムを使っているということもあり、

主に業務システム関係を担当している。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

住民基本台帳システム（福祉システムが組み込まれたパッケージシステム）、税システム、

戸籍システム及び財務会計システムなどの複数のサーバが設置されていたサーバ室は、市

庁舎の 1 階にあったため、津波によって水没した。 

バックアップテープもサーバ室内のロッカーに保管していたため、サーバと共に水没し

た。 

                                                  
35 11 月からは通常号として月 2 回の発行に戻った。 
36 名古屋市は、10 月末までに 23 業務で延べ約 110 名を派遣し、11 月現在でも約 30 名を派遣しており、

うち約半数は 3 か月以上の長期派遣である。 
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（被災したサーバ室、陸前高田市提供写真） 

 

【復旧プロセス】 

震災直後に、津波被害に遭った市庁舎に入り、サーバのハードディスク、サーバ室のロ

ッカーに保管していたバックアップ用の DAT テープ、DAT ドライブなどを回収した。直

ちにハードディスクからのデータ復旧作業を事業者に依頼、4 月下旬以降、復旧が完了し

たデータを順次受け取った。結果として、住民基本台帳システム、福祉システムのデータ

及び税申告データは復旧できたが、それ以外のデータは復旧できなかった。DAT テープは、

水に浸かり泥まみれとなっていたため、使えなかった。戸籍情報については、管轄法務局

において保存していた戸籍の副本等に基づき、再製データが作成37された38。 

3 月 14 日夜に市災害対策本部（学校給食センター）周辺では電力供給が再開、17 日に

は住基及び財務会計システムほか、すべての情報システムの復旧方針について、情報シス

テム委託事業者と打ち合わせを行った。情報システム担当者が津波で犠牲になっているた

め、前々任だった職員（その後、5 月 1 日付で正式に総務課へ異動、情報システムの担当

となる。）が、これらの作業を行った。当時は非常に混乱しており、必要なハードウェア性

能の割り出し、数量の確認、導入スケジュールの整備など、手が回らない部分は、情報シ

ステム委託事業者へ無理を承知で依頼した。 

3 月 19 日には、学校給食センター（市災害対策本部）そばに、最初のユニットハウス（仮

設庁舎）が設置された。そこに仮サーバ（情報システム委託事業者から借り受けたもの）

を置き、23 日から住基システムと財務会計システムの仮運用を始めた。その際、住基デー

タは、この事業者が持参した 2 月末時点のデータを使用、財務会計データは、1 月 23 日時

点のデータを使用した。4 月 4 日には、ユニットハウスが増設されたため、LAN の拡張作

業を行い、翌 5 日には、財務会計システムの端末を増設した。水没したサーバのハードデ

                                                  
37 通常、戸籍正本が滅失したときは、法務局に保存されている戸籍副本等により、市町村が再製作業を

行う。東日本大震災の被災市町村においては、震災関係の様々な事務があり、戸籍の再製作業を迅速に行

えるような状況ではなかったことから、仙台法務局民事行政部戸籍課及び盛岡地方法務局戸籍課において、

津波により損壊した法務局に赴き、庁舎内を探索し、市町村から送付された戸籍副本データ等の回収を行

うとともに、当該データの送付後に届出された情報の入力作業を行い、入力が完了したデータを、戸籍再

製用データとして戸籍正本が滅失した市町に提供した。 
38 「東日本大震災により滅失した戸籍の再製データの作成完了について

（http://www.moj.go.jp/MINJI/minji04_00024.html）」（法務省）、平成 24 年 1 月閲覧 
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ィスクから復旧した住基データは、4 月下旬に仮サーバへセットアップした39。 

プレハブ仮庁舎（国道 340 号沿い氷上橋近く）の建築工事に付随して、サーバ室の建築

も行った。5 月 16 日の第 1 仮庁舎（約 300 坪）の完成に合わせて、ユニットハウス（学

校給食センターそばの仮設庁舎）内に設置されていた住基システム、財務会計システムを

プレハブの仮庁舎へ移転した。電気の供給を待たず、サーバ用に発電機を調達して業務を

開始した。7 月 3 日には、第 2 仮庁舎とサーバ室が完成、翌 4 日には、本サーバ、通信機

器、サーバラックなどの搬入、サーバ室内の配線を行った。予定より遅れたが、7 日から

サーバ室の受電が始まり、UPS 装置（無停電電源装置）などの設置作業、11 日からは、

ブレードサーバの筺体（エンクロージャ）への取り付け作業を行った。そして、完了した

ものから順次 OS などのインストール作業、システム設定作業などを行い、ネットワーク

の切り替え作業が完了した 25 日に、各種システムが稼働を開始した。この一連の作業は、

主に応援職員が担当した。 

 データに関しては、サーバのハードディスクからの復旧や、他の場所に残っていたデー

タからの復旧を試みたが、復旧できないデータもあった。復旧不可能なデータをいかに埋

めるかが、重要な課題となっている。今回の震災で、テープからはデータの復旧ができな

かったこと、テープだと定期的な交換作業が必要なこと等により、現在では、データのバ

ックアップにテープは使っていない。 

震災前、市の情報システムは、業務部門毎にシステムの仕様が決められ、ストレージ（外

部記憶装置）や UPS 装置（無停電電源装置）は、サーバ毎に設置していた。設置スペー

スも限られていたため、新しいシステムを導入する際は、セキュリティや、機器の重量等

の問題で、その都度既存の機器の配置替えを行う必要があり、手間と費用がかかっていた。

今後はそうしたことを避けたいと考え、仮庁舎への移転後は、サーバ室全体を担う UPS

装置を導入し、ストレージも共有化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：仮庁舎で稼働する住民情報システムの仮サーバ等、右：サーバ室へのラックの搬入、 

左奥は 7 月 18 日引き渡しとなった第 3 仮庁舎、名古屋市提供写真） 

                                                  
39 その他の復旧したデータは、仮サーバの容量が不足していたため、すぐにセットアップはせず、7 月

の本サーバ稼働時まで使用しなかった。 
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３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】  

地震発生後、市内全域で停電となったが、市庁舎の非常用発電装置が稼働し、必要な電

力は確保できていた。携帯電話は、通話はつながりにくいが、メールは送受信できる状態

であった。 

津波襲来後、固定電話及びファクシミリは、市庁舎の裏手にあった NTT 東日本の陸前

高田ビルが水没したため、不通となった。市庁舎内のネットワークは、津波被害のために

不通、市庁舎と学校、保育所や公民館をつなぐ地域公共ネットワークも、NTT の回線を利

用していたため、不通となった。 

市災害対策本部において、外部との連絡に手段としていち早く確保できたものは、衛星

携帯電話であった。市庁舎内に準備していた衛星携帯電話（1 台）は、津波で流失したが、

災害対応用としてあらかじめ山側の地域に配置していた 2 台は利用可能であった。この 2

台の衛星携帯電話は、1 台は 3 月 11 日の夜遅く、もう 1 台は翌 12 日の早朝に、それぞれ

の地域の責任者によって届けられた。電話到着後は、この電話が市役所として唯一、独自

に使用できる通信手段だったので、この電話に職員 2 名が 24 時間張り付き、外部との連

絡に当たった。 

 

【復旧プロセス】 

市災害対策本部を置いていた学校給食センターでは、3 月 14 日の夜に通電し、それに伴

い、様々な事務関連機器が使用可能となった。18 日には、携帯電話が応急復旧し、以降、

通信可能なエリアも徐々に拡大していった。19 日には、学校給食センターそばに最初のユ

ニットハウス（仮設庁舎）を設置、その日のうちに電気を引き込んだが、住宅地を通る供

給ルートの末端での受電であったため、電気をたくさん使用するとブレーカーが落ちる状

態であり、パソコンなどの機器類の設置は極力控えた。電力会社に相談し、変圧器のタッ

プ切り替えなども行ったが、被災者への支援が本格化してくると電気が足らなくなり、非

常用発電装置を作動させて対応した。 

ユニットハウス内は、3 月 20 日に市職員が LAN ケーブルの仮敷設を行った。プリンタ

接続、住基・財務システム用のネットワークとして、最低限の用途での利用だった。必要

なケーブルやハブなどは、閉校予定の学校や、市庁舎内で水没を免れた 4 階部分から取り

外して利用した。3 月 29 日には、総務省の支援による衛星携帯電話により、インターネッ

ト接続が可能となった。ユニットハウス内に設置したが、通信速度が遅く、利用はメール

の閲覧に限られた。31 日には、通信衛星によるインターネット接続機器を借り入れ、市災

害対策本部（学校給食センター）に設置した。市災害対策本部以外で、市職員が利用する

インターネット接続は、携帯電話等を使って個別に接続していた。4 月 4 日には、ユニッ

トハウスの増設に伴い、ネットワークの拡張作業を行った。 



78 
 

市では、住民に対して必要な情報を提供するために、市広報の臨時号を 3 月 18 日から

ほぼ毎日 1 枚紙（両面）で発行しており、毎朝、自衛隊員が各避難所に配布していた。高

齢化が進んでいる地域では紙による情報発信は非常に有効であった。ホームページの再開

も考えていたが、回線やサーバなどの問題に加えて、誰が情報を更新するのかという問題

もあり、先送りになっていた。4 月 15 日に、隣接する一関市の協力でホームページを開設

した。 

5 月 16 日には、プレハブの第 1 仮庁舎が完成し、仮庁舎内で住基・財務システムの仮運

用を始めた。ユニットハウス（仮設庁舎）に仮置きしていた住基・財務システムの仮サー

バを第 1 仮庁舎へ移設、システムがスムーズに立ち上がるようにと、仮庁舎内にはサーバ

用に発電機を設置した。5 月 29 日には、高圧受電が開始され、電気が通常どおり利用でき

るようになった。6 月 15 日には、無線 LAN（屋外遠距離通信用指向性アンテナとアクセ

スポイント）により、ネットワークを充実させた。これにより、市災害対策本部（学校給

食センター）、ユニットハウス（仮設庁舎）、仮設消防本部がネットワークでつながれ、市

災害対策本部（学校給食センター）だけでなく、ユニットハウス（仮設庁舎）や仮設消防

本部からも、衛星通信回線によるインターネット接続が可能となった。この対応は、パソ

コン周辺機器メーカーによる支援を受けたものであった。7 月に入ってからは、庁内ネッ

トワークの本格的な復旧までのつなぎ用として、仮庁舎（プレハブ）にも、無線 LAN を

設置（不要になったユニットハウスの無線設備を移設）した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：市災害策本部のある学校給食センター裏に設置された衛星通信回線用アンテナ、 

中央：仮設消防本部に設置された指向性アンテナ、右：ユニットハウスに設置された指向性アンテナ 

名古屋市提供資料） 

 

7 月 3 日には、第 2 仮庁舎とサーバ室の引き渡しが行われ、それに合わせて、机、椅子、

書庫等の搬入、据え付けを行った。4 日にはサーバ、通信機器、サーバラックなどの搬入、

サーバ室内の配線を行った。予定よりも遅れたが、7 日にはサーバ室の受電を開始した。

インターネット、総合行政ネットワーク（LGWAN）40、庁内 LAN 用回線など通信回線の

                                                  
40 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との
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引き込みも並行して行った。23 日～24 日の 2 日間で、すべてのネットワークの切り替え

及びシステムの動作確認を行い、25 日には各種システムの運用が始まった。25 日以降、

業務に大きなトラブルは発生していない。 

その後 LGWAN との再接続、8 月には住民基本台帳ネットワークとの再接続を行った。

このほか、学校給食センター、仮設消防本部、仮庁舎の間のネットワークを再構築した。

また、9 月以降は、保育所や学校との間のネットワークについて、再構築を行った。 

なお、LGWAN との再接続まで、市職員が利用していたメールは、Gmail 等を用いたも

のであった。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

市庁舎 1 階のサーバ室が津波の被害に遭ったため、室内のサーバ類はすべて水没した。

コピー機、パソコン端末についても、ほとんどが流出した。 

5 月には、日本マイクロソフトとの間で、オフィスソフトライセンスについて、一時使

用許諾の調整を行った。パソコンは、ISN41から 7 月に 90 台の支援を受けたのを始め、最

終的には、必要とする 300 台を確保できた。こうした支援は大変ありがたいものであった

が、庁内で使用するには、ネットワークへの接続や OS の設定変更等を行う必要があり、

また、機器の性能や OS・オフィスソフトのバージョンが合わないなど、そのままでは利

用できないものもあった。 

仮庁舎では、7 月になって無線 LAN による仮ネットワークが敷かれるまでは、3G 回線

を使って個別にインターネットに接続していた。この 3G 端末は、支援により多くの台数

が提供されたが、貸出期間が 3 か月などと決まっていることが多かった。 

7 月 25 日からは、第 3 仮庁舎での業務が開始、この時点で、仮庁舎内のサーバ、通信機

器、職員用パソコンなどのハード面は、3 月 11 日以前に限りなく近い状態となった。 

新たなサーバ機器の選択に関しては、サーバ室の広さなどの条件が確定しない中で選定

しなければならなかったこともあり、できるだけ省スペースのものとし、また、電力事情

にも不安があったため、消費電力が少ないことを重視した。 

  

                                                                                                                                                  
相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
41 平成 23 年 5 月に、宮城県と仙台市が発起人となり、被災地自治体の ICT 担当者の情報共有を目的と

して設置した「東日本大震災被災地自治体 ICT 担当連絡会」の略称。被災地には様々な企業・団体によ

る支援情報の提供を、支援側には被災地の ICT ニーズを提供し、効率的な支援体制の構築及び ICT を用

いた災害に強い都市づくりを目指している。 
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（左：仮庁舎サーバ室の無停電電源装置、右：同室内サーバラック、名古屋市提供写真） 

 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

市庁舎が水没したため、学校給食センターに市災害対策本部を移設した。3 月 19 日にユ

ニットハウス（仮設庁舎）が設置された。椅子や机は、学校や地区の公民館から借用した。

5 月 16 日にプレハブの第 1 仮庁舎が完成した。7 月 3 日には第 2 仮庁舎及びサーバ室が引

き渡しとなった。それに合わせて、机、椅子、書庫等の搬入や据え付けも行った。第 3 仮

庁舎は、7 月 18 日に引き渡しがあり、7 月 25 日に業務を開始した。 

ユニットハウス（仮設庁舎）内では、一度に複数台のパソコンをセットアップできるス

ペースはなく、効率が悪い環境で作業をせざるを得なかった。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

復旧には、他団体からの応援が不可欠であった。震災後は情報システム担当者が不在と

いう状況の中、名古屋市から 2 名、岩手県八幡平市から 1 名の職員がほぼ常駐し、支援に

あたった。名古屋市の 2 名は、主にネットワークやパソコン、サーバなどの基盤関係の復

旧を担当し、八幡平市は、同じ事業者のシステムを使っているということもあり、主に業

務システムの復旧を担当した。 

人、場所、電気、機器、通信回線がない中で、仮サーバ（1 システム毎に 1 台）により、

システムを復旧させた。支所や出張所が無いため、庁内ネットワークが復旧していない環

境でも、スタンドアロンによる仮稼働が可能であった。 

証明書発行等の窓口業務は、3 月 20 日から、ユニットハウス（仮設庁舎）で住民票の発

行と死亡届の受理を開始した。29 日からは、税務関係諸証明（所得課税証明、所得証明、

課税証明、納税証明、資産証明、公課証明、評価証明）の発行を、4 月 5 日からは、戸籍

謄抄本の発行42を、5 月 10 日から印鑑登録（新規、改印、登録証の再発行）、24 日から住

民異動届の手続き（転入、転出、転居などの住所異動と、国民健康保険への加入・喪失手

                                                  
42 平成 22 年 9 月 11 日現在の証明。最新の戸籍に関する証明については、データ再製等の都合、5 月以

降に順次対応した。 
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続き）を開始した。 

なお、り災証明書は 4 月 27 日から発行を開始した。 

 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

電源、通信インフラとも、いざというときに頼りにしていたものが使えなくなったこと

が、想定外であった。今後は、停電の際のバックアップとして、ソーラーシステムや蓄電

システムなどの整備を考えたい。 

庁舎内には非常用発電装置や衛星携帯電話なども備えていたが、想定以上の津波に襲わ

れ水没し、使用不可能になった。災害に備えて山側の地域に配置していた衛星携帯電話が

外部との市役所として唯一、独自に使用できる通信手段となったことから、リスクを鑑み

複数の場所に配置するという日ごろの備えが、絶大な効果を発揮した形となった。平時か

ら災害用の連絡手段を準備し、利活用しておくことは、大変重要なことだと考えている。

新たな連絡手段として、震災後に岩手県が事業者からの支援により導入した Web 会議シス

テムを連絡手段として利用していくなどの対応を考えたい。ボタン一つで誰でも使える会

議システムを、都市型災害への対策として全国の市区町村で整備しようという動きがあっ

ても良いと考えている。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

ネットワークに関しては、市内全域に光ファイバ網を整備したいと考えている。平成 23

年 11 月現在、光ファイバ網は市内一部地域のみに敷設されている。市では、携帯電話の

不感地域解消や地デジの難視聴対策を目的として、市庁舎近辺から一関に向かう地域へ光

ファイバ網を敷設する事業（総務省の補助金を活用した事業）に取り組み、平成 23 年 3

月 2 日に工事完了となったが、11 日の津波によって破壊された。わずか 9 日間の稼働であ

った。 

今後、復興の過程でネットワーク整備を考えることになるが、光ファイバ網だけでなく、

無線をバックアップとして整備する、ソーラー電源を整備する等、停電に強いシステムを

構築するのが望ましいと考えている。災害時でも、確実に本部と地区本部が連絡を取り合

えることが重要であり、二重三重にネットワークを重層化したいと考えている。3 月 11 日

以降、情報の収集・発信で大変な苦労をしたため、ネットワークに関しては、何重にも準

備する必要性を強く感じている。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 
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 今回の震災の教訓の一つは、サーバ等の機器等は、時間と資金を投入すれば新たに購入

することが可能であるが、データについては、一度喪失すると復元不可能なものが生じる

ということである。そのため、データのバックアップについては、十分な対策を取る必要

がある。しかし、バックアップデータを庁舎外へ持ち出すことは、個人情報保護の観点か

ら、住民の理解が必要であり、クラウドもまだ検討段階で、「導入するのは時期尚早」と考

えている。 

バックアップについては、震災前は全庁的なルールを決めていなかった。震災後は一定

の水準を満たしたルールの必要性を強く感じたため、ルールを策定した。被災直後にバッ

クアップテープからデータの復旧ができなかったこと、テープは定期的な交換が必要にな

ること、バックアップテープの世代管理が必要であること等、運用に手間がかかることを

踏まえ、「原則としてハードディスクへバックアップする」ことにしたが、個々のシステム

の構成上、独自のバックアップ方法を取らざるを得ないものもある。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

BCP（業務継続計画）策定よりも、復旧業務が優先されている状況である。 

 今後、防災・減災対策を考えるのであれば、被害想定やハザードマップ、これまでの経

験などにとらわれないで、備えることが何よりも重要だと考えている。災害時は、想定外

の事態がどうしても発生することを前提として、対応にあたる必要がある。 

 外部との通信手段について、被災地以外では Web サイトやツイッターなどが有効であっ

たと言われているが、通信の際には、情報を送る側と受け取る側の双方で、同一の条件が

整っている必要がある。被災していない地域が素晴らしい通信手段を持っていても、通信

インフラが破壊された被災地では、何も使うことができなかった。使えて当たり前と思っ

ているものが、突然すべて使えなくなった場合にどうすれば良いのかを、あらかじめ検討

する必要があると考えている。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

国がクラウド導入に予算を付ける理由は、クラウドシステムを市町村レベルで個別導入

するには費用が高く、導入が進まないからだと理解している。初期費用を国の助成金で賄

っても、毎年の運用経費は市町村が負担するため、導入に向けたハードルは高い。しかし

ながら、データを喪失、あるいは泥の中からサーバを拾い出して復元した岩手県沿岸部の

市町村は、クラウドの必要性を実感しており、毎年の運用経費まで含めた経費の縮減を共

同利用により実現できれば、導入の可能性は広がると考えている。 

共同利用の場合は、データ移行が課題となる。外字の問題、略字、作り字についても、

市町村ごとに独自の解釈で運用を行っているのが現状であるため、ハードルの高い住民情

報システムではなく、財務会計や生活保護など、比較的取組みが容易であると考えられる

ものからクラウド化していく方が、検討しやすいのではないか。 
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クラウド活用の場合は、信頼性の高い回線を使うのは当然のことであるが、LGWAN を

活用する案は、現状では線が細いと考えている。市町村で実際にクラウドシステムを導入

し、セキュリティの問題が起こっていない例などがあれば、導入しやすくなるかもしれな

い。一方で、各市町村がお金を出し合いバックアップデータを物理的に収納する強固な建

物を立てれば、解決する問題であるとも、認識している。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

被災後は、補助金の申請書作成が大変な業務になる。市職員は必ずしも申請内容につい

て専門ではない場合もある。膨大な申請書類を市職員の手で作成するのは、非現実的であ

り、何らかの支援の必要性を感じている。 

今回の震災では、支援物資に関する電話対応や支援物資の管理に、多くの職員が対応し

たことから、支援物資の効率的な管理体制の構築を求めたい。物資支援には、置く場所の

問題や数の管理が必ず発生する。利用場所と集積場所を分けるアマゾン形式のシステムが

理想と考えている。支援者は支援物資を集積場所に運んでおき、被災地からのニーズは ICT

を利用して集計し、必要な時に必要なだけ、集積所から被災地へ物資を供給できれば、市

職員は復旧・復興業務に専念することが可能となり、復旧・復興のスピードが変わってく

るはずである。 
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【参考資料：陸前高田市情報システム復旧に向けた取組み一覧表】43 

 

 

 

  

                                                  
43 平成 23 年 11 月 24 日開催の ISN 公開セミナー「東日本大震災と自治体 ICT」における陸前高田市

講演資料より抜粋。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基・税・福祉システム 

（戸籍システムは別管理） 

 

サーバ水没 有（ハード

ディスクを

回収） 

データ復旧 3月 23日から

ユニットハウ

ス（仮設庁舎）

で仮サーバに

よる運用、5
月 16日に第1
仮 庁 舎 へ 移

転、7 月 25 日

にサーバ室で

本サーバによ

る運用開始 
―データ喪失 喪失 

 
無（復旧は

情報システ

ム委託事業

者に依頼、

一部欠落あ

り） 

データ復旧 4 月下旬まで

は情報システ

ム委託事業者

が持参したデ

ータを使用。4
月下旬以降、

サーバのハー

ドディスクか

ら復旧させた

データ使用 
 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

毎日テープで市庁舎サーバ

室内保管 

利用不可 有（サーバ

室 の DAT
テ ー プ 回

収） 

データ復旧 DAT テープ

からのデータ

復旧はできな

かった 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電により非

常用発電装置

が稼働 
※その後の津

波により、市

庁舎自体が使

用不能 

無  3 月 14 日  
※学校給食セ

ンター（市災

害対策本部）

周辺  

庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

喪失 有 ICT 担当の

人的支援  
3月 20日ユニ

ットハウス内

に仮設 LAN
設置、6 月 15
日無線 LAN
による災対本

部・ユニット

ハウス（仮設

庁舎）・仮設消

防本部間のネ

ットワーク構

築、7 月 23 日

ネットワーク

切り替え、運

用開始 
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地域イントラ 

（市庁舎―関連施設） 

一部流失 有 ICT 担当の

人的支援 
9 月以降 

電話（固定） 利用不可 無 衛星携帯電

話の台数補

充  
 

詳細不明  

電話（携帯） 利用不可 無 同上 3月 18日以降

順次 
電話（衛星） 利用可能 無 同上 ― 
ファクシミリ 利用不可 無 なし 詳細不明 
インターネット 利用不可 有（アンテ

ナ設置作業

等） 

臨時衛星回

線、3G 端末

等の支援  

3月 29日衛星

携帯電話によ

る通信、31 日

衛星通信回線

に よ る 通 信

（市災害対策

本部のみ）、6
月 15 日無線

LAN 設置（市

災 害 対 策 本

部・ユニット

ハウス・仮設

消防本部間）、

7 月下旬から

通常の回線に

よる接続 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 流失 有 パソコン端

末支援とそ

のセットア

ップをする

要員 

施設の移転と

ともに随時支

援や新規購入

により調達 

ホストマシン・サーバ 水没 有 サーバ機器

支援とその

セットアッ

プをする要

員 

3月 19日ユニ

ットハウス 1
基目に仮サー

バ設置、5 月

16日第 1仮庁

舎にサーバ移

設、7 月 3 日

サ ー バ 室 完

成、25 日から

各種システム

運用開始 

設
備
・
人
員

空調設備 水没 無 なし 7 月 7 日サー

バ室の受電開

始 
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作業部屋 水没 無 なし 3月 19日ユニ

ットハウス設

置、5 月 16 日

第 1 仮庁舎、7
月 3 日第 2 仮

庁舎及びサー

バ室、7 月 18
日第 3 仮庁舎

完成※3 

ICT 担当職員 被災 ― 他部署にい

た情報シス

テム担当経

験者の応援、

他団体から

の応援 

名古屋市（4
月 22 日）及び

岩手県八幡平

市（5 月 1 日）

から応援職員

受け入れ。 5
月 1 日付で、

他部署にいた

前々任の情報

システム担当

者が正式復帰

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。名古屋市及び岩手県八幡平市からの応援職員

による作業含む。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

※3 平成 23 年 11 月現在業務を行っている各仮庁舎での業務開始日は、以下のとおり。 

第 1 仮庁舎＝5 月 16 日、第 2 仮庁舎＝7 月 14 日、第 3 仮庁舎＝7 月 25 日 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

導入せず ― 

その他システム 安否確認並びに災害支援金などの申請

受付及び支給管理システムを市職員が

構築。り災証明書発行業務は、（独）防

災科研の支援を受けてシステムを構築。

「罹災証明発行支援

システム」は 4 月下

旬 

 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

安否確認は発災翌日から実施（3 月 18
日からデータベース稼働）、死亡届の受

理は 3 月 20 日から、り災証明書発行は

4 月 27 日から 
通常窓口業務 3 月 20 日住民票発行、3 月 29 日税務関

係諸証明発行、4月5日戸籍謄抄本発行、

5 月 10 日印鑑登録開始、5 月 24 日住民

異動届の手続き開始 
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【現地調査報告書③――岩手県釜石市】 

訪問日時：平成 23 年 12 月 15 日（木） 

訪問先：総務企画部広聴広報課情報推進係 

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災では、釜石市は中妻町で震度 6 弱、只越町で震度 5 強を観

測した。世界最大級の地震と大津波により、死亡者 885 名・行方不明者 176 名の人的被害

44があった（市人口の 2.7％）。 

地震の揺れにより、市庁舎（第 1 庁舎～第 5 庁舎）の設備は一部損壊した。津波により、

第 1、第 2、第 3 及び第 4 庁舎が一部浸水した。第 1 庁舎地階にあった機器室は、天井ま

で水没した。第 1～第 5 庁舎付近は、がれきが山積して、人の往来が困難となった。発災

から 4 日目の 3 月 14 日に、市災害対策本部をシープラザ釜石へ移設した。 

 ICT 部門概要 

総務企画部広聴広報課は、課長以下 8 名で、そのうち ICT 関連の業務を行う情報推進係

は 4 名だった。庁内ネットワーク、各サーバ、グループウェア等のインフラ部分を情報推

進係で管理しており、戸籍、税、福祉の各システムは、各業務部門が個別に調達・管理し

ている。住基システムについては、全庁的に利用するため、情報推進係で管理していた。 

住基システムは、情報推進係でバックアップを取っていた。バックアップ媒体は、原則

としてサーバ室で保管していた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生後、市内全域が停電し、第 1 庁舎地階の機器室に浸水した影響で、庁舎内ネッ

トワーク、各庁舎間のネットワーク、対外インターネット接続が切断された。固定電話、

携帯電話が使用不能となり、衛星携帯電話のみ使用できる状態だった。発災時には、第 1

庁舎に非常用発電装置はなかった。市内公共施設（市所有）の上層階に置かれていたため、

サーバ室は浸水しなかったが、サーバ室の機器は停電後に自動停止した。 

市内の津波被害がなかった地域は、1 週間以内に復電した。サーバ室も 3 月 20 日に復電

した。サーバ室のインターネット接続は 3 月末には復旧した。第 1 庁舎での電源復旧は 7

月末までかかり、復電とともに第 1 庁舎の上層階に新たな機器室を設置して、庁内 LAN

及び庁舎間ネットワークも復旧した。 

被災しなかった NTT 東日本の上中島ビル内に部屋、電話機及びファクシミリを借り、

県や県政記者クラブ等との連絡に利用した。被災してから 1 週間ほど経過したころ、被災

していない NTT 通信ビル（上中島ビル）から第 1 庁舎まで、本来の収容地域を越えて仮

設電話回線を設置、第 1 庁舎内で固定電話が利用できるようになった。 

 窓口業務再開時期等 

市民課のある第 1 庁舎での窓口業務の再開は難しかった。市災害対策本部の移設先であ

                                                  
44 平成 23 年 11 月 17 日現在。死亡者数については、釜石市で収容された御遺体の数であり、行方不明

者数については、住民から情報提供のあった数である。平成 22 年 10 月現在の人口は 39,574 名。 
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るシープラザ釜石において、避難者名簿の確認、行方不明者氏名の掲示、死亡届の受付と

火葬許可証の発行等を行った。4 月 1 日から教育センター5 階で住民票などの発行を再開。

り災証明書及び被災証明書の発行業務等は、4 月 11 日から教育センター1 階で、生活再建

支援相談窓口（災害弔慰金の案内、被災者生活再建支援金の申請等）は、同じく 4 月 11

日からシープラザ釜石 1 階で開始。4 月 18 日、教育センターで実施していた窓口業務は、

シープラザ釜石へ移設した（平成 24 年 1 月現在継続中）。 

 

 

１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

釜石市は、岩手県の南東部、陸中海岸国立公園のほぼ中央に位置し、東は太平洋に、

西は遠野市と住田町に、南は大船渡市に、北は大槌町にそれぞれ接している。盛岡から

は、車で約 1 時間 45 分、東北新幹線新花巻駅からは、釜石線快速で約 1 時間 30 分。 

 

面積45 441.42 ㎢ 

人口46 39,574 人（16,094 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

                                                  
45 釜石市の概要〔平成 23 年 1 月版〕（http://www.city.kamaishi.iwate.jp/index.cfm/10,0,76,300,html）、
平成 24 年 3 月閲覧 
46 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
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職員数47 422 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況48 平成 22 年度当初予算：274 億円（一般会計 162 億円、特別会計 111

億円）平成 22 年度決算（一般会計及び特別会計の合計）：歳入 292 億

円、歳出 274 億円 

組織体制49 5 部、行政委員会等からなる。※平成 23 年 10 月 1 日現在 

 

内訳：総務企画部、市民生活部、保健福祉部、産業振興部、建設部、

会計管理者、復興推進本部、企業立地推進本部、新町地区まち

づくり推進室、かまいしにぎわい再生プロジェクト推進本部、

水道事業所、議会、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、

農業委員会、固定資産評価審査委員会 

 

 

 

（参考）市庁舎等の位置50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

  

                                                  
47 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
48 釜石市ホームページ「釜石市の財政状況【平成 22 年 5 月公表】」

（http://www.city.kamaishi.iwate.jp/index.cfm/10,13450,79,323,html)、「広報かまいし」平成 23 年 11
月 16 日号。四捨五入の関係から、一般会計予算と特別会計予算の合計は予算総額と一致しない。 
49 釜石市ホームページ（http://www.city.kamaishi.iwate.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
50 シープラザ釜石は、物産センターであり支所等ではなかったが、建物内に市災害対策本部と各種相談

窓口が置かれた。 

保健福祉センター 

シープラザ釜石 

教育センター 

釜石市役所 

第 1 庁舎～第 5 庁舎 

NTT 大町ビル 
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（シープラザ釜石、訪問時撮影） 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）51 

 

震度 震度 6 弱（釜石市中妻町）、震度 5 強（釜石市只越町）（M9） 

死亡者数 885 人 ※平成 23 年 11 月 17 日現在 

行方不明者数 176 人 ※平成 23 年 11 月 17 日現在 

被災建物数 被災住家数 4,548 戸（全住家数の約 3 割）、そのうち全壊 2,954

戸、大規模半壊 396 戸、半壊 291 戸、一部損壊 907 戸 

被災非住家（専用の事務所・店舗等）数 795 戸、そのうち全壊

433 戸、大規模半壊 151 戸、半壊 142 戸、一部損壊 69 戸 

※平成 23 年 11 月 7 日現在 

 

  

                                                  
51 釜石市復興まちづくり基本計画「スクラムかまいし復興プラン」

（http://www.city.kamaishi.iwate.jp/index.cfm/10,18690,78,447,html） 
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１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

本庁機能は、第 1 庁舎～第 5 庁舎、保健福

祉センター、教育センターの 7 か所に分散し

ている（第 1 庁舎～第 5 庁舎は隣接）。 

各建物の構造は、以下のとおり。 

 

建物 構造 

第 1 庁舎 RC 造地上 4 階地下 1階建

第 2 庁舎 RC 造 3 階建 

第 3 庁舎 RC 造 3 階建 

第 4 庁舎 RC 造 3 階建 

第 5 庁舎 RC 造 2 階建 

保健福祉センター SRC 造地上 10 階 

地下 1 階建 

教育センター RC 造 5 階建 

 

昭和 29 年に建設された第 1 庁舎は、市内

でもっとも古い建物の 1 つとなっている。平成 22 年に第 1 庁舎の耐震強度診断を行った

ところ、耐震指標である Is 値は 0.3 から 0.7 の間で、耐震補強で対応可能な強度であると

診断されている。第 2 庁舎～第 5 庁舎及び保健福祉センターについては、耐震強度の診断

は行われていない。教育センターは、平成 2 年に建築されたもので、耐震基準を満たして

いる。 

現庁舎に耐震補強等を施すという案の他に、本庁舎を新築することにより、各庁舎の機

能を集約することも選択肢として検討されている。全庁舎を集約する案、教育センターと

保健福祉センターを除く各庁舎を集約する案の 2 案があるが、決定はされていない。 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

直ちに第 1 庁舎内に市災害対策本部が設置された。地震の揺れにより、市庁舎（第 1 庁

舎～第 5 庁舎）の設備は一部損壊した。市庁舎は、釜石湾岸に近いところにあるため、そ

の後に襲ってきた津波により、第 1 庁舎の地階、第 2 庁舎～第 4 庁舎の 1 階、保健福祉セ

ンターの 1 階が、それぞれ浸水した。市内全域が停電し、通信も途絶した。市庁舎付近は、

流れ着いたがれきが山積して、人の往来が困難になった。 

第 1 庁舎は、電源及び通信が早期に回復する見込みがなかったため、市災害対策本部は、

発災から 4 日目の 3 月 14 日に釜石駅前の物産センター「シープラザ釜石」へ移設された。 

本部へのアクセスが容易になると、家族の安否確認など情報を求める人たちで長蛇の列

（釜石市役所第 1 庁舎、訪問時撮影）
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ができた。52 

 

２．ICT 部門の業務把握 

 

２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 総務企画部広聴広報課 

人数 8 名（課長、広聴係 1 名、広報係 2 名、情報推進係 4 名） 

場所 第 1 庁舎 3 階 

管理システム 庁内ネットワーク、サーバ、グループウェア等のインフラ部分を情報

推進係で管理しており、戸籍、税、福祉の各システムは、各業務部門

が個別に調達・管理している。住基システムについては、全庁的に利

用するため、情報推進係で管理している。 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる広聴広報課は、総務企画部に属する（防災課は市民生活部に属する）。 

広聴広報課は、市地域防災計画では広報班として、広報資料の収集、住民に対する広報

及び報道機関への発表などを担当することとされていた。市では、平成 19 年に大規模な

山火事があった際にも災害対策本部を設置しており、本部の運用経験はあった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

広聴広報課情報推進係は、平常時には、地域情報化、ホームページ、住基システム、グ

ループウェア、サーバ室及び庁内ネットワークの管理等を行っている。市地域防災計画で

は、広聴広報課職員は広報班として、広報資料の収集、市民に対する広報及び報道機関へ

の発表などを担当することととされている。非常時における庁内情報システムの機能確保

については、特に規定されていなかった。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

広聴広報課が管理する情報システムや機器等は、情報システム委託事業者との間で運用

保守契約を結んでいた。契約事項には、自然災害によってやむを得ず契約期間内に委託さ

れた業務が履行できない場合、情報システム委託事業者は直ちに申し出を行い、市と協議

の上で納入期間を延長できるという内容が含まれていた。 

各業務部門が管理する個別システムは、各業務部門で独自に委託事業者の選定及び契約

の締結をしていたため、詳細について広聴広報課では把握していない。 

                                                  
52 広報かまいし 平成 23 年 8 月臨時号 
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２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

外部記録媒体にバックアップを取っていた。庁舎外で保管しているバックアップデータ

もあった。データの性質によって庁舎外へ持ち出すことが難しいシステムもあるため、庁

舎外にバックアップ媒体を保管するかどうかは、システムによって異なる。バックアップ

頻度は、システムによって毎日から毎月まで様々であった。 

 

２－６．「被災者支援システム」53等、類似システムの導入、活用状況 

 

り災証明書等は、4 月 11 日から発行を開始した。家屋損壊調査は税務課で行い、市民課

で証明書を発行している。市民課では、住基システム上で居住関係の確認を行い、家屋損

壊調査の結果と突き合わせて、り災証明書を発行している。り災証明書等の発行業務は、

特別なシステムを用意することなく、実施できた。 

兵庫県西宮市において開発された「被災者支援システム」の存在は、広聴広報課で把握

しており、防災課へ案内していた。4 月 25 日にインストールキーを入手し、市が所有する

サーバにインストールしようとしたが、うまくできなかった。また、システムに取り込む

データの加工が必要となるなど、システムの利用開始までにかかる手間が大きいことも明

らかになった。当時は、データ整備を各業務部門に依頼できる状況にはなく、「被災者支援

システム」の利用は断念した。 

5 月から 6 月にかけて、岩手県から「被災者台帳システム」の斡旋があった。当時、市

では、被災者を支援するための情報システムの選定を行っている余裕がなかったため、県

が斡旋する「被災者台帳システム」を利用することとした。このシステムは、京都大学防

災研究所の林春男教授を中心とする産官学連携チームなどが作成・提供しているものであ

り、被災により行政機能が低下した市町村に代わり、岩手県が主体となりシステム構築を

行うとともに運用支援を実施しているものである。現在、システムの利用に向けてデータ

を調製中であり、今後、各業務部門での被災者支援業務に役立てる予定でいる。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

地震発生時、広聴広報課の職員のうち広報係の 2 名は、市広報の最終校正日のため、印

刷屋に出向いていた。他の 6 名は、庁舎内におり無事だった。広報係 2 名とは、電話がつ

ながらず、なかなか安否が掴めなかった。1 名は地震発生当日の夜に庁舎に帰還、もう 1

名は後日安全を確認した。 

                                                  
53 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
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地震発生直後、津波の襲来に備えるため、公用車を使って住民に避難を促す呼び掛けを

行うよう、市災害対策本部から指示された。情報推進係 4 名のうち、2 名は公用車での呼

び掛けに出ることになり54、1 名は出払っていた広報係の代わりとして記録写真の撮影に

向かった。残りの 1 名は、課長の指示により、情報システム担当として電気が復旧するま

で待機することとなった。 

通信の確保については、電話が固定・携帯ともに不通で、電気も止まっていたことから、

打つ手がなかった。外部との連絡がつかず、応援を呼ぶこともできない状況だった。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

住基／戸籍／税／福祉システムが置かれていたサーバ室は、市内公共施設（市所有）の

上層階に配置されていた。以前は第 1 庁舎の地階にあったが、平成 14 年の台風による水

害の経験から、地階に置くのは危険との議論があり、移設したものである。このサーバ室

は、地震・津波による直接の被害はなかったが、停電となり、建物には非常用発電装置も

配置されていなかったことから、UPS（無停電電源装置）のバッテリが低下した時点で、

自動シャットダウンしたものと思われる。第 1 庁舎周辺は、津波の襲来により、がれきが

山積し、人の出入りが困難な状態となった。通信の途絶により、職員がサーバ室の状態を

把握できる状況にもなかった。 

住民の重要なデータは、すべてこのサーバ室に置かれていた。機器類はすべて無事で、

データの損失はなかったが、各システムを利用する全庁舎において、停電及び通信回線の

切断が発生したため、発災直後から各システムは利用できなくなった。 

 

【復旧プロセス】 

サーバ室近辺の被災状況を確認できたのは、発災から 3 日目（13 日）だった。実際にサ

ーバ室の中を確認できたのは、施設が復電55した 3 月 20 日だった。その際、初めてサーバ

類に被害がないことを確認できた。 

サーバは無事であったが、窓口業務を行う端末の電源と、端末からサーバ室までの回線

が不通であることにより、情報システムを使用した各種窓口業務が再開できない状況であ

った。このため、電気が復旧した地域にある施設に窓口を開設（端末を置き、その施設か

らサーバ室への回線を敷設）するという方針で、再開準備が進められた。この時点では、

市災害対策本部のあるシープラザ釜石において、避難者名簿の確認、行方不明者氏名の掲

示、死亡届の受付と火葬許可証の発行等を行っていた。 

第 1 段階として、津波による被災を免れた地区にあり、サーバ室への接続回線があった

教育センター5 階に、第 1 庁舎から運び出した端末を置き、4 月 1 日から、住民票・印鑑

                                                  
54 実際には公用車が出払っており、呼び掛けの実施を行うことはできなかった。 
55 サーバ室は電気錠のため、通電しないと解錠できない状態だった。非常時に使用する物理鍵は、震災

後に行方がわからなくなっていた。 
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証明の発行、転入・転出届、出生・死亡・婚姻届など（受付のみ）、国民健康保険業務、国

民年金業務、税証明などを再開した。また、り災証明書及び被災証明書の発行業務等は、

4 月 11 日から教育センター1 階で、生活再建支援相談窓口（災害弔慰金の案内、被災者生

活再建支援金の申請等）は、同じく 4 月 11 日からシープラザ釜石 1 階で開始した。 

第 2 段階として、より広い場所で窓口業務を行うため、教育センター（1 階、5 階）で

実施していた窓口業務の端末をシープラザ釜石2階に移設、4月18日から業務を開始した。

シープラザ釜石は、市が業務に利用するための施設ではなかったため、サーバ室との間の

通信回線はなく、新たに敷設することとなった。電気が復旧していなかったため、外に非

常用発電装置を 4 台置いた。 

平成 23 年 12 月現在、シープラザ釜石で窓口業務を継続している。震災前に窓口業務を

行っていた第 1 庁舎の電源及び通信回線は復旧しているが、周囲にはまだ被災した建物が

多く残っている、地盤沈下の影響で冠水する場所がある、街灯も点灯しないなど、住民が

日常的に往来するのは避けた方が良い状況であることから、当面は第 1 庁舎へ窓口業務を

戻す予定はない、とのことであった。 

第 1 庁舎～第 5 庁舎での業務については、7 月半ばに商用電源と通信が復旧するまでの

間は、発災後新たに整備した非常用発電装置（小型）を使用して、スタンドアロンのパソ

コンや、プリンタ、ファクシミリなど、最小限の機器を使用して行われていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：シープラザ釜石の窓口、右：第 1 庁舎に整備された非常用発電装置、訪問時撮影） 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

市内全域で停電した。第 1 庁舎最寄りの NTT 東日本局舎（大町ビル）も、津波で被災

して壊滅状態となっていた。 

第 1 庁舎地階の機器室は、津波で天井まで浸水し、全機器が損壊した。各庁舎間をつな

ぐ地域イントラネット及び庁内ネットワークのハブとなっていたため、庁舎間の通信が断
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絶した。また、日常業務で使用するファイルを置くサーバも、同時に被災して、利用でき

なくなった。 

市では、もともと「ほかに場所がない」との理由で、第 1 庁舎地階に全電算関連機器を

置いていた。平成 14 年の台風による水害の後、住民サービス系のサーバは、市内公共施

設（市所有）の上層階に設けたサーバ室へ移転し、ネットワーク機器やファイルサーバは、

そのまま第 1 庁舎地階に置かれていた。 

固定電話及び携帯電話は、使用できなかった。事前に購入してあった衛星携帯電話 3 本

は、使用できる状態にあったが、普段利用していなかったため、電話番号が分からない、

電話番号を周知していなかった、などの問題が生じ、当初は使用に当たってまごつきがあ

った。 

電源及び通信回線が途絶えていることから、インターネット（サーバ室経由で接続）、フ

ァクシミリも使用できず、発災直後は、県等と連絡を取ることができなかった。 

 

【復旧プロセス】 

津波で被災しなかった地域は、一週間以内に電気が復旧した。サーバ室、教育センター

及び保健福祉センターも、3 月 20 日に復電した。第 1 庁舎の周辺では、津波で電柱がすべ

て倒れてしまったため、商用電源が復旧したのは 7 月半ばだった。 

庁内ネットワーク及び地域イントラネットの復旧プロセスは、第 1 庁舎～第 5 庁舎とそ

れ以外の施設で異なる。第 1 庁舎～第 5 庁舎の機能回復には、ネットワークの拠点となっ

ていた第 1 庁舎地階にあった機器の復旧が必要だった。7 月半ばの商用電源の復旧に合わ

せて、第 1 庁舎の上層階に機器室を移し、機器類をすべて新しいものに更新して、ネット

ワーク接続を再開した。ただし、第 1 庁舎最寄りの NTT 大町ビルの被災状況がひどく、

通電が 10 月までずれこむほどであったことから、サーバ室－第 1 庁舎間の専用回線は、

市内にある別の局舎（第 1 庁舎から約 5km 内陸にある NTT 上中島ビル）からの仮設回線

となった。本来の局舎（NTT 大町ビル）からの回線敷設は 12 月に入ってからで、12 月

14 日になってようやく仮設回線が撤去された。 

サーバ室－教育センター間、保健福祉センター－サーバ室間のネットワーク接続につい

ては、3 月中に復旧している。また、第 1 庁舎地階の機器室で水没したファイルサーバの

データは、情報システム委託事業者へ復元を依頼し、大部分復元した。同機器室内の機器

は、すべて交換された。 

被災後、他団体から衛星携帯電話の提供を受け、利用できる回線が増えた。衛星携帯電

話は、市災害対策本部で使用したほか、シープラザ釜石で業務を行っている部署の電話と

しても使用した。また、NTT 東日本の上中島ビルは被災しておらず、通信が確保できてい

たため、3 月 13 日ころに、ビル内の部屋、電話機及びファクシミリを NTT 東日本から借

り受け、県や県政記者クラブなどとの連絡に利用した。3 月 13 日にこのファクシミリを利

用して県政記者クラブと連絡を取り、市の被災状況を初めて知らせることができた。市災

害対策本部のあるシープラザ釜石に仮設回線が設置されるまで、広聴広報課の職員（1 名）

が交代で、NTT 東日本の上中島ビル内の部屋に常駐した。シープラザ釜石から同ビルまで

の間は、職員が自転車で行き来し、紙資料を運んだ。 

被災してから 1 週間ほど経過したころ、NTT 東日本が、上中島ビルからシープラザ釜石
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まで、本来の収容地域を越えて仮設電話回線を設置する便宜を図ってくれたことにより、

第 1 庁舎内で固定電話が利用できるようになった。4 月に入って、民間事業者から支援と

して複合機（ファクシミリ機兼コピー機）の提供があった。 

衛星携帯電話は、回線数が少なく、また、一度番号を広報してしまうと取り消すわけに

いかないため、扱いが難しかった。市災害対策本部では、県等との連絡用に確保しておく

方針だったが、どこから番号が漏れるのか、一般の人から知人の安否確認を求める電話が

掛かってくることなども、よくあった。 

携帯電話は、地震発生直後からまったくつながらなかった。NTT ドコモの携帯電話が最

初につながったのは、発災から 1 週間経った 3 月 18 日だった。基地局等が復旧すると、

それまで受信できなかったメールが一度に（大量に）受信され始めたため、復旧に気付い

た。携帯電話は、全域が同時に復旧したわけではなく、場所によって接続できるところと

そうでないところがあった。 

サーバ室では、3 月末にインターネットとの接続が可能となった。市の公式ホームペー

ジは、4 月 8 日に更新を再開した。当時、市のコンテンツ管理システム（CMS）は、震災

とは無関係に不具合が生じており、更新の再開が若干遅れた。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

第 2 庁舎～第 4 庁舎の 1 階は、津波で浸水し、パソコン端末等の機器が流出したり、使

用不能となったりした。流出・損傷した機器は、全庁舎の合計で、パソコン端末約 80 台、

コピー機 8 台（リース）、プリンタ 5 台だった。 

ホストマシンは保有していなかった。住基システムのサーバは、サーバ室に置いており、

物理的な被害はなかったが、第 1 庁舎地階に置いていたファイルサーバ等の機器は、すべ

て水没して使用不能となった。 

パソコン端末は、ICT 支援応援隊56などの支援団体から寄付を受けた。それらの端末は、

流出・損傷した端末の代わりとして、しばらくの間、スタンドアロンで利用していたもの

の、庁内ネットワークに接続するには、市のセキュリティ要件を満たしていないため、庁

内ネットワークの復旧に合わせて、パソコン端末を新たに調達し、置き換えた。 

発災直後の、情報システムが十全に利用できない状況では、コピー機とファクシミリが

非常に重要な役割を果たした。電源が十分に確保できなかったため、消費電力が少ない家

庭用コピー機が活躍した。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

第 1 庁舎～第 5 庁舎は、長期間にわたって停電と通信断が続いたため、窓口業務につい

ては他施設へ移動し、それに伴い、関係する職員も 40～50 名が移動した。広聴広報課で

                                                  
56 平成 23 年 4 月に設立された、経団連及び ICT 関連企業による「東日本大震災 ICT 支援応援隊」。ネ

ットワーク、ハードウェア、ソフトウェアという ICT の各業態の力を結集して、被災者・被災地の救援、

復旧の支援を行った。 
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は、第 1 庁舎復電までは、発災後に整備した小型の非常用発電装置を利用して、できる範

囲で業務を行っていた。第 1 庁舎には、冷房装置はもともとなかった。 

サーバ室は、空調設備を含めて物理的な損傷はなく、復電後は、通常の状況に戻った。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

釜石市では、物産センターであり、発災前まで支所等ではなかったシープラザ釜石に、

市災害対策本部や各種相談窓口を移設した。発災後、通信事業者へは、通信回線の復旧に

当たっての優先順位の希望（①サーバ室－インターネット②サーバ室－シープラザ釜石③

サーバ室－各庁舎）を伝えていた。電気や通信回線等のインフラの復旧状況や、時間の経

過に伴う業務量の増大に合わせて、適宜、市災害対策本部や各種手続き用窓口を置く施設

を変えていた。 

住民情報系システムのサーバやデータは無事であったが、津波により市庁舎周辺地区の

商用電源と通信回線（第 1 庁舎地階のネットワーク機器等を含む。）は大きな損害を受け、

事実上、情報システムが利用できない状態となっていた。市庁舎は、がれきに囲まれ、ま

た、街灯が点灯しないなど、住民の往来に危険があったことから、サーバが再稼働しても、

第 1 庁舎での窓口業務は、そのままでは再開できない状態となっていた。 

 

＜必要であった支援策＞ 

 

全般的に人手不足の問題が大きかったため、応援職員の派遣が増えれば、より有り難か

った。ただし、応援職員にどのような業務をお願いすることが最も望ましいのかは難しい。 

また、今回の震災では携帯電話の基地局が被災しなかったケースが多く、携帯電話の基

地局の電源が確保されていれば通信の確保に役立ち、市役所への安否情報の問い合わせも

減って、混乱が避けられるのではないか。実際は、携帯電話が使用できないために、市に

安否情報を求める問い合わせが多くあり、相当な混乱が生じた。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

非常時に電源が確保できない問題が大きかったことから、非常用発電装置の追加購入を

検討している。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

無線や衛星回線など様々な引き合いが来ているが、保守・管理するための維持費をどの

ように工面するかという問題がある。データセンター（市外）にサーバを置いて、市庁舎

との間を無線化するのであれば、有線の回線が切断された場合でも、電源さえ確保できれ
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ば通信できるので、意味があると思う。しかし、釜石市の現在のネットワーク構成で、サ

ーバ室と各庁舎の間を無線化しても、業務継続の観点からはあまり意味がないと考えてい

る。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

現在は、原則としてサーバ室内でバックアップ媒体を保管しているが、遠隔地でのバッ

クアップ保管は必要だと考えている。 

 

４－４．BCP 策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の運用について） 

 

現時点では策定しておらず、今後策定の予定もない。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

 11 月 15 日には、総務省主催の自治体クラウドのセミナーが、釜石市内で開催された。

総務省では自治体クラウドを推進していることは承知している。しかし、一気にクラウド

化というよりは、まずは地方公共団体が共同で利用できるデータセンターを作った方が良

いと考えている。そのような取組みの単位としては、県単位が望ましいと考えている。 

庁内の情報システムをクラウドサービス化する場合、通信手段が失われてしまうと、そ

のサービスをまったく利用できなくなってしまうということも、考慮する必要がある。 

いずれはクラウドになり、例えば、トラブルが生じたときには別の市町村からでも証明

書が発行できる、といったことが可能になると考えているが、かなり先の話になると考え

ている。しかし、他の市町村と連携して情報を持ち合い、被害の少ない市町村の窓口で代

わりに受付を行うということは、考えられる。ただし、市町村間での情報の持ち合いにつ

いては、個人情報の取扱いに関わることであるため、普段から非常時の対応について、取

り決めをしておくことが重要になる。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

岩手県からは「いわて情報ハイウェイ」が提供されているので、その回線が大容量化さ

れれば、市町村間の連携に役立つと思われる。市町村間で共通の情報通信基盤を整備する

のは困難を伴うため、国や県が構築し、提供してくれれば、情報システムに人的リソース

を割けない小規模な市町村としては、大変有り難いと考えている。 

今回の震災では、個人情報の扱いに困ることが多かった。例えば、市に、個人の安否情

報について問い合わせがあった場合、答えたくても答えられない場合がある。貸金業者が、

被災したと思われる債務者について、市に安否情報や所在情報を問い合わせてくることも

ある。 
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一般に公開すれば活用できる住民情報のデータベースがあったとしても、そのまま情報

を公開することはできず、公開するには適切な加工を行う必要がある。「地方公共団体の運

用に任せる」との現状のやり方は、非常時にいざ対応しようとするときには、困ってしま

う。例えば、現状では、安否情報を報道機関に提供しようとする場合でも、個人情報保護

の観点から、どの情報は開示してよく、どの情報は非開示とすべきかを、市町村ごとに検

討して、加工してから開示している。個人情報の第三者提供に関する運用ガイドラインを

用意するなどの対応が望まれる。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基システム 

(戸籍・税・福祉システムは

別管理だが、被災状況や復

旧工程は同じ) 

停電・回線切

断により利用

不可 

有 ― 4 日 1 日 
（教育センタ

ーでの業務提

供） 
―データ喪失 喪失なし 無 ― ―※2 

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

外部媒体に保存、システム

により毎日から毎月。保管

場所はサーバ室内。 

使用可能だが

必要なし  
無 ― ― 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 市内全域で停

電。発災後小

型非常用発電

装置導入し第

1 庁舎等、一

部に給電 

無 ― サーバ室、教

育センターで

は 3 月 20 日、

第 1～第 5 庁

舎では 7 月半

ば 
庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

第 1 庁舎地階

の機器室が浸

水、利用不可

有 ― 7 月半ば  

地域イントラ 

（本庁舎―支所間） 

第 1 庁舎地階

の機器室が浸

水、利用不可

有 ― 7 月半ば  

電話（固定） 利用不可 無 なし（NTT
東日本より

支援あり） 

市庁舎では震

災 1 週間前後 

電話（携帯） 利用不可 無 基地局への

電源確保 
3月 18日ごろ

電話（衛星） 利用可能 無 なし（複数団

体より支援

あり） 

― 

ファクシミリ 利用不可 無 なし（NTT
東日本によ

り支援あり） 

NTT ビルで

は3月13日ご

ろ、市庁舎で

は 4 月以降 
インターネット 利用不可 有 ― 3 月末（サー

バ室） 
 
 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 第 2、第 3、
第 4 庁舎で浸

水により流失

有 端末提供 流失分は最終

的に機器更新

ホストマシン・サーバ 機 器 故障 な

し、停電によ

り機能停止 

無 ― 3 月 20 日（サ

ーバ室復電）
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設
備
・
人
員 

空調設備 サーバ室停電

により利用不

可 

無 ― 3 月 20 日（サ

ーバ室復電）

作業部屋 被災なし 無 ― 7 月半ば（第 1
庁舎商用電源

復旧） 
ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

インストールが上手くできなかったう

え、取り込み用データの作成が困難。 
― 

被災者台帳システム 

 

岩手県から斡旋を受け、導入に向けデー

タ調製中。 
― 

 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（死亡届受付、火葬許可証発

行、り災証明書発行等） 

死亡届・火葬許可証発行は 3 月 14 日（シ

ープラザ釜石） 
り災証明書発行は 4 月 11 日から 

通常窓口業務 4 月 1 日（教育センター） 
4 月 18 日（シープラザ釜石に移設） 
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【現地調査報告書④――岩手県大槌町】 

訪問日時：平成 23 年 12 月 15 日（木）及び平成 24 年 1 月 19 日（木）、20 日（金） 

訪問先：復興局復興推進室及び情報化推進室、矢巾町企画財政課 

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災では、大槌町に隣接する釜石市中妻町で震度 6 弱、釜石市

只越町で震度 5 強、山田町で震度 5 弱を観測した。防潮堤をはるかに超えて襲来した大津

波は、防潮堤を一気に破壊するとともに、大火災を引き起こして街の大部分を喪失させた。

大槌町の住民では、死者数 751 名、行方不明者 505 名、合計 1,256 名（町人口の 7.8%）

の人的被害57があった。 

 ICT 部門概要 

総務課職員情報班は、班長以下 5 名の人員体制で、ネットワーク、各システムのサーバ

類、各システムの管理、役場職員が利用する端末のメンテナンス、備品管理等を担当して

いた。DAT テープで毎日バックアップを取り、総務課にある小型の金庫に保管していた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

大地震後の大津波により、2 階建ての役場庁舎は 2 階天井付近まで浸水した。2 階にあ

ったサーバ室も水没した。職員 136 名中、町長及び課長級職員 7 名を含む 33 名（死者 32

名・行方不明者 1 名）、臨時職員等を含めると 40 名の役場職員を失うこととなった。 

中央公民館で町災害対策本部を再建。電源は、非常用発電装置及び電源車からの供給だ

った。しばらくの間、町災害対策本部に設置されていた衛星携帯電話が、唯一の通信手段

だった。 

4 月下旬、大槌小学校校庭に仮設庁舎が開所。高圧で受電するために、大津波と山火事

に襲われた小学校に残っていた配電盤を洗浄して利用した。仮設庁舎内では、電気工事と

同時に LAN も敷設した。庁内 LAN のインターネット接続が復旧する（5 月 25 日前後）

までは、当初は衛星通信回線、のちに NTT ドコモから 20～30 台提供された USB スティ

ック型データ通信端末を利用した。メールは、Gmail を利用した。 

 窓口業務再開時期等 

3 月下旬から、町民課窓口を中央公民館に開設。庁舎に残っていた住基サーバから復元

したデータを使用して、4 月 13 日から住民票、印鑑登録、印鑑証明等の業務を再開した。 

り災証明書の申請受付業務では、（独）防災科学技術研究所が提供する「罹災証明発行支

援システム」を使用した。4 月 27 日から、り災証明書の発行を開始した。5 月 9 日から、

大槌小学校（1 階スペース）で、災害義援金や被災者生活再建支援金の申請受付を開始し

た。 

 

  

                                                  
57 平成 23 年 11 月 30 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 15,276 名。 
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１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

岩手県沿岸南部に位置し、北は山田町と宮古市、西は遠野市、南は釜石市に接する。東

側は太平洋に面し、陸中海岸国立公園のほぼ中央に位置する。東北新幹線新花巻駅からは、

鉄道とバスを乗り継いで約 2 時間程度。 

 

 

面積58 200.59 ㎢ 

人口59 15,276 人（5,689 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数60 137 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況61 平成 22 年度決算：歳入 109 億円、歳出 98 億円 

組織体制62 6 部局、行政委員会等からなる。※平成 23 年 11 月から 

 

内訳：総務部、民生部、産業振興部、地域整備部、復興局、水道事業

                                                  
58 「平成 22 年全国都道府県市区町村別面積調

（http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/201010/opening.htm）」（国土地理院） 
59 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
60 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
61 広報おおつち 2012 年 1 月号 
62 大槌町災害対策本部ホームページ（http://otsuchi.web.fc2.com/）、平成 23 年 12 月閲覧 
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所、教育部、議会事務局、農業委員会等 

 

（参考 1）役場庁舎、仮設庁舎、中央公民館の位置 

 

（google map から） 

 

（参考 2）大槌町役場金沢支所の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

中央公民館 

役場庁舎 

 

仮設庁舎 

大槌小学校校舎 

 

金沢支所 

役場庁舎・ 

仮設庁舎・ 

中央公民館 
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１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等） 

 

震度63 観測データ不足等により気象庁において欠測扱い（参考：隣接

する釜石市中妻町で震度 6 弱、釜石市只越町で震度 5 強、山田

町で震度 5 弱）（M9） 

死亡者数64 802 名（町内で発見されたご遺体の総数） ※平成 23 年 11 月

30 日現在 

行方不明者数65 505 名 ※平成 23 年 11 月 30 日現在 

浸水地域66 町内の建物用地のうち 52％が浸水 

倒壊建物数67 3,717 棟 ※平成 23 年 12 月 27 日現在 

役場職員被災状況68 死者 32 名、行方不明者 1 名 ※平成 23 年 12 月 21 日現在 

 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

役場庁舎は、昭和 20 年代に建造された

コンクリートブロック造 2 階建。老朽化に

より、建て替えまたは移転が検討されてい

た。地震による揺れでは、大きな被害はな

かった。 

 

（被災した役場庁舎、訪問時撮影） 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

地震発生直後、住民の避難誘導、避難所や水門の対応に当たる職員を除き、50～60 名の

職員が役場にいた。余震による庁舎倒壊を恐れ、町長ら役場幹部は、庁舎前の駐車場に町

災害対策本部を設置した。その後、町は大津波に襲われ、2 階建ての役場庁舎は、2 階天

井付近まで浸水した。2 階にあったサーバ室も水没した。はしごを伝って庁舎の屋上まで、

かろうじて避難できたのは、20 数名。3 月 11 日時点の職員 136 名中、町長（当時）及び

                                                  
63 気象庁「平成 23 年（2011 年）東北太平洋沖地震

（http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/2011_03_11_tohoku/index.html）」ページより、平成 23 年 12 月閲

覧 
64 「大槌町東日本大震災津波復興計画 基本計画（平成 23 年 12 月）」

http://www.town.otsuchi.iwate.jp/docs/2012021500290/ 
65 「大槌町東日本大震災津波復興計画 基本計画（平成 23 年 12 月）」

http://www.town.otsuchi.iwate.jp/docs/2012021500290/ 
66 「津波浸水範囲の土地利用別面積について」国土地理院、平成 23 年 4 月 18 日発表 
67 いわて防災情報ポータル、「平成 23 年 12 月 27 日 17:00 現在の人的被害・建物被害状況一覧」

（http://www.pref.iwate.jp/~bousai/）より、平成 23 年 12 月閲覧 
68「地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討会報告書」（総務省消防庁、平成 23
年 12 月） 
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課長級職員 7 名を含む 33 名（死者 32 名・行方不明者 1 名）、臨時職員等を含めると 40

名の役場職員を失うこととなった。役場庁舎は、津波の浸水想定区域にあったが、県のシ

ミュレーションでは、浸水は 1 階までであり、庁舎全体が水没することは想定していなか

った。 

町地域防災計画では、庁舎が使用に耐えられないと見込まれるときには、高台にある中

央公民館に町災害対策本部を設置することとなっていた。混乱が続く中、生き残った役場

職員は、少しずつ中央公民館に集まっていた。役場職員は、3 つの班に編制された。町長

も総務課長も行方不明だったため、副町長と総務課主幹（後の総務課長、総務部長）を中

心として、町災害対策本部を運営することとなった。 

3 月下旬、国交省の協力により、大槌小学校校庭（中央公民館の西側）に役場の仮設庁

舎を設置することとなった。開所した 4 月 25 日の時点では、2 階建てのユニットハウスは

7 基だった。災害応急・復旧以外の通常業務への移行のため、後に 2 回にわたって増設し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（役場仮設庁舎、訪問時撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大槌町役場各課配置図69  

                                                  
69 大槌町役場公式ホームページ（http://www.town.otsuchi.iwate.jp/）、各課配置図 

 



110 
 

 

２．ICT 部門の業務把握 
 
２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 復興局情報化推進室（3 月 11 日時点では総務課職員情報班） 

人数 4 名（平成 24 年 1 月 19 日現在、室長 1 名、室長補佐 1 名、室員 2 名）、

3 月 11 日時点では 5 名（班長 1 名、職員担当 2 名、情報担当 1 名、統

計担当 1 名） 

場所 （大槌小学校校庭）仮設庁舎 2 階 

管理システム ネットワーク、サーバ類、住基・戸籍・税・福祉システム等の管理、

職員が利用する端末のメンテナンス、備品管理などを担当している。

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる情報化推進室は、復興局に属する（防災を担当する総務課及び消防

課は、総務部に属する）。 

町地域防災計画に基づいて災害対策本部設置時の指揮命令系統が定められており、職員

情報班（3 月 11 日時点の ICT 部門）が属する総務課は、町災害対策本部付職員として災

害対応行うこととなっていた。主な役割としては、警察・消防・県等との連絡、情報収集、

記録等を担当することになっていた。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

非常時には、町地域防災計画に基づき業務を行うこととなっていた。ICT 関連の業務に

関する、非常時における具体的な手順は、特に定められていなかった。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

情報システム委託事業者との契約に、災害を想定した条項（災害時の参集や復旧担当者

の確保等）は、なかった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

3 月 11 日時点では、住基・戸籍・税・総合福祉サーバについて、DAT テープで毎日バ

ックアップを取り、総務課にある小型の金庫に保管していた。バックアップテープは、役

場庁舎外での保管を検討していた。 
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平成 24 年 1 月現在、住基・戸籍・税・総合福祉の各サーバは、冗長構成にしている。

住基については、総合行政ネットワーク（LGWAN）70経由で情報システム委託事業者の

データセンター（遠隔地）へ 30 分毎にバックアップを行うサービスを、平成 23 年 12 月

から利用している。このサービスを利用することについて、過去に何度か予算化しようと

したが、震災前は認められなかったものである。戸籍サーバについては、1 日 1 回、リム

ーバブルハードディスクにバックアップを取り、保管している。税サーバ及び総合福祉サ

ーバについては、ファイルサーバ上にデータのバックアップを取っている。 

 

２－６．「被災者支援システム」71等、類似システムの導入、活用状況 

 

り災証明書の申請受付業務では、ハードウェアとソフトウェアの支援を受け、（独）防災

科学技術研究所が提供する「罹災証明発行支援システム」を構築した。4 月 27 日から、り

災証明書の発行を開始した。5 月 9 日から、大槌小学校（1 階スペース）で、災害義援金

や被災者生活再建支援金の申請受付72を開始した。 

5 月中旬ごろ、県から「被災者台帳システム」の斡旋を受け、6 月中旬から利用を開始

した。「被災者台帳システム」は、LGWAN 上にあるサーバにデータを登録し、Web ブラ

ウザベースで活用することを前提としているシステムであるが、当時、町では審査会を開

催できる状況にはなかったことから、庁内 LAN 上にシステムを構築した。産官学連携チ

ームの協力により、住民情報、災害義援金・被災者生活再建支援金などの申請受付状況、

家屋の情報等を、システムに取り込んだ。システムの構築とデータの整備には、1 か月ほ

どかかった。GIS データについては一部不備が残っているが、窓口業務で利用している。

相談のため窓口に訪れた住民について、各種申請の受付状況等をシステムで確認し、必要

に応じて他の窓口を案内するといった形で、活用している。 

町では、住民の半数以上が他の住民と重複する住所に住民登録をしており、同じ住所の

住民が最大 28 人いるという事情があった。地図に表示するうえで不具合のあったデータ

2,000 件弱のうち、1,750 件ほどはすでに対応を終えたが、平成 24 年 1 月現在、約 200 件

が未対応のまま残っている。今後、税務会計課で実施した住家被害調査の結果と津波浸水

範囲を地図に重ね合わせることで、住家が損壊等しているにもかかわらず、り災証明書等

を申請していない世帯（支援が漏れているかもしれない世帯）を把握することが可能とな

る。また、防災集団移転促進事業や区画整備事業を進める際にも、システムの活用を見込

んでいる。 

 

                                                  
70地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を略

し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共有

による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との相

互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行政

用アプリケーションサービスも提供されている。 
71 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
72 11 月 1 日からは、仮設庁舎内の被災者支援室で申請の受付をしている。 
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３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

3 月 11 日、職員情報班長（後の復興推進室長）は、岩手県後期高齢者医療広域連合への

職員派遣に向けた調整のため、他の職員 1 名とともに盛岡へ出張していた。職員情報班の

班員 4 名のうち、3 名は庁内におり、残る 1 名は休暇中だった。4 名のうち、2 名が職員

担当、1 名が情報担当、1 名が統計担当だった。班員とは、発災直後から、電話でもメー

ルでも連絡がつかなかった。情報担当と統計担当の 2 名は、今回の震災で亡くなってしま

った。その結果、ICT 関連業務に詳しい職員は、職員情報班長 1 名のみとなった。出張中

の職員情報班長は、その日のうちに盛岡から遠野まで移動、翌 12 日の早朝、自衛隊の後

に付いて大槌町に戻った。 

大槌町に到着した職員情報班長は、避難所となっていた大槌高校で役場職員 1 名と偶然

出会い、共に役場庁舎へ向かった。しかし、町方地域（大槌町の歴史的中心市街地）は、

がれきの山で、役場庁舎に近付くことはできなかった。町地域防災計画では、庁舎が使用

に耐えられないと見込まれるときには、中央公民館に町災害対策本部を設置することにな

っていた。林道経由で中央公民館を目指したものの、山火事が発生しており、近づくこと

ができなかった。相当数の役場職員が被災し、町災害対策本部もまったく機能していない

ことを聞いた。12 日の夜は、避難所の対応をした。 

13 日早朝、再び中央公民館を目指したが到達できず、代わりに水道事業所へ行ってみる

と、そこには、役場職員が安否を書き込んでいた紙があり、他の職員の状況を把握するこ

とができた。当時、生き残った役場職員は、各避難所に分散し、避難所運営に当たってい

た。職員情報班長は、13 日中に再び中央公民館を目指し、今度はなんとか到達することが

できた。中央公民館にいた職員で班編制が行われた。後に、総務課主幹が、現場の指揮を

執ることとなった。 

3 月 29 日、情報システム委託事業者のホストから抽出した住基データ（3 月 1 日時点）

を格納した第 1 仮サーバが、照会用として中央公民館に設置された。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

役場庁舎は、2 階天井付近まで津波に襲われたため、住基／戸籍／税／福祉システムの

サーバを収めた 2 階のサーバ室も水没した。ただし、アンカーボルトで床に固定していた

サーバラックは流されず、元の場所に残った。 

総務課の金庫に収められていたバックアップテープも、サーバ室の住基サーバにセット

していたバックアップテープも、ともに残っていなかった。津波に襲われ亡くなってしま

った情報担当の職員が、取り出して、持って避難しようとしたものと考えられる。財務サ
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ーバのバックアップテープは、取り出す時間がなかったのだろう、DAT 装置内に残ってい

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上：被災した大槌町役場 エクナ（株）提供写真・（株）

TKC 協力、右：住民情報システムのラックの状況 エ

クナ（株）提供写真・（株）TKC 協力） 

 

【復旧プロセス】 

＜データ復旧＞ 

データの復旧手順は、システムによって異なる。住基サーバと税サーバのデータは、ハ

ードディスクから復旧できたが、総合福祉サーバのデータ（一部）は復旧できなかった。

戸籍は、管轄法務局で保存していた戸籍の副本等に基づき、平成 23 年 2 月中旬までのデ

ータを法務局において再製73（平成 23 年 4 月下旬完了）、そのデータを使ってシステムを

復旧させた74。 

サーバ室に残存していたハードディスクの、データ復旧に至るまでの流れは、以下のと

おりである。 

①情報システム委託先の 1 つである事業者の担当者が、役場庁舎が流されなかったこと

から建物内にサーバが残っているのではと考え、岩手県政策地域部市町村課に連絡。県

職員から職員情報班長に連絡を取り、サーバを回収することを連絡。 

②3 月 25 日、職員情報班長、県職員、この事業者の担当者でサーバ室に入る。ラックか

ら機器を取り外してみると、機器内部まで泥やがれきが入っている状態だった。基幹系

システムのサーバ等 7 台（総合福祉サーバ、住基・税サーバ、介護サーバ、照会発行サ

ーバ、運用サーバ、財務会計サーバ 2 台）を回収し、各ハードウェアメーカに、データ

の復旧を依頼した。 

                                                  
73 通常、戸籍正本が滅失したときは、法務局に保存されている戸籍副本等により、市町村が再製作業を

行う。東日本大震災の被災市町村においては、震災関係の様々な事務があり、戸籍の再製作業を迅速に行

えるような状況ではなかったことから、仙台法務局民事行政部戸籍課及び盛岡地方法務局戸籍課において、

津波により損壊した法務局に赴き、庁舎内を探索し、市町村から送付された戸籍副本データ等の回収を行

うとともに、当該データの送付後に届出された情報の入力作業を行い、入力が完了したデータを、戸籍再

製用データとして戸籍正本が滅失した市町に提供した。 
74 「東日本大震災により滅失した戸籍の再製データの作成完了について

（http://www.moj.go.jp/MINJI/minji04_00024.html）」（法務省）、平成 24 年 1 月閲覧 
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③住基サーバ、税サーバ及び介護サーバのデータは、ハードディスクから復旧できたが、

財務会計サーバのデータは、復旧できなかった。財務会計サーバについては、サーバ室

内に残されていたバックアップテープからデータを復旧した。 

 

＜情報システム復旧及びサーバ室の再建＞ 

4 月 8 日、被災した役場庁舎のサーバ室から回収したハードディスクから復元した住基

データ（3 月 11 日時点）を使用して、中央公民館に第 2 仮サーバを設置した。4 月 13 日

から、住民票発行、印鑑登録、印鑑証明等の業務を再開した。この時点で、住基システム

と税システムが仮復旧した。4 月 25 日に仮設庁舎で業務が開始されると、証明書の発行窓

口も仮設庁舎に移された。5 月ころ、総合福祉サーバが稼働を開始した。ただし、この時

点では一部のデータは復旧していない。未復旧のデータのうち、県が情報を持っているも

のについては、県からデータを受け取り、サーバ稼働後に入力した。身体障害者手帳交付

台帳に関する部分は、主に総務課災害復興室75で入力を行い、9 月ころまでに復旧した。

残りのデータは、業務部門で順次入力され、12 月ころまでに入力が完了した。 

震災で町長が亡くなっており、早急に町長選挙を実施する必要があった。副町長の任期

は 6 月 20 日までだった。町議会議員の任期も 8 月末までだった。選挙人名簿を作成する

には、住民基本台帳へ異動情報を反映させる（他市区町村から転入通知を受領し、転出確

定処理を行うなど）必要があったため、住基ネットの復旧を急いだ。住基ネットの復旧の

ためには、回線を敷設し、ファイアウォール及びコミュニケーションサーバを設置する必

要があった。設置スペースやセキュリティ上の問題から、仮設庁舎へのサーバ室の設置は

諦め、町内の高台にある公共施設にサーバ室を設置した。サーバ室設置工事と回線の敷設

は 6 月 15 日に、ファイアウォールの設置は 6 月 29 日に行われた。コミュニケーションサ

ーバは 7 月 6 日ごろ設置され、データ調製などを経て、7 月 15 日に住基ネットが稼働し、

転出先市区町村からの転入通知の受け取りが可能となった。この情報を利用して、選挙人

名簿の確定作業が行われた。 

7 月 26 日、町から自衛隊が撤収した。仮設庁舎では、砂やほこりに悩まされ続けていた

うえ、熱による故障も心配だった。7 月末、仮設庁舎内に置かれていた各システムの仮サ

ーバ等は、町内の高台にある公共施設にあるサーバ室（空調あり）へ移設した。 

8 月から、仮サーバで運用していた各システムについて、本番サーバへの移行を開始し

た。9 月 20 日、各システム（戸籍を除く。）は、本番サーバへの移行が完了、正式運用を

開始した。11 月、戸籍サーバも本番サーバへの移行が完了、正式運用を開始した。 

平成 24 年 1 月現在、住基カードの発行業務は再開できていない。これは、既に発行さ

れているカードの回収や、コミュニケーションサーバの置き換えに伴う作業負荷などが理

由である。 

 

＜復旧にあたった人材の参集＞ 

町では、県の支援のもと、他の団体から 15、6 人の職員派遣を受けており、そのうち矢

巾町からの職員が ICT 担当の部署に配属されている。矢巾町からは、5 月から 9 月末まで

                                                  
75 平成 23 年 4 月 1 日から 10 月まで設置されていた。 
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1 名、10 月から平成 24 年 3 月まで 1 名の延べ 2 名、ICT 担当職員が派遣されている。大

槌町と矢巾町は、同じ情報システム委託事業者が提供するシステムを利用していた。ただ

し、導入しているシステムは異なるため、新たにシステムに習熟する必要があった。 

情報システムの復旧（電気工事の手配を含む。）と管理は、当初は職員情報班長（4 月に

災害復興室へ異動、後の復興推進室長）が一人で、5 月からは彼の助言のもと、矢巾町か

らの応援職員が対応した。当初、「システムは 6 月には全部復旧」を目指していたが、各

地で一斉に復旧を行っていることもあり、無理だった。 

 

＜その他＞ 

3 月 17 日、安否確認用として、住基ネットの県サーバから出力した住民データの CD と

紙が、県から提供された。県では、3 月 13 日に住基ネット全国センターにシステム改修を

依頼（ツールは 15 日に到着）するとともに、住基ネットデータを住民の安否確認に利用

することを可能にする改正条例案を作成した。14 日に知事の決裁を得て、15 日に議会へ

提案を行い、議決されたものである。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

地震発生直後から、町内全域で停電した。2 階建ての役場庁舎は、2 階天井付近まで浸

水した。庁内ネットワーク、固定電話、携帯電話、ファクシミリも使用できなくなったほ

か、防災行政無線も利用できなくなった。 

中央公民館には、数台の衛星携帯電話が配置されており、利用可能だった。また、非常

用発電装置があった。 

 

【復旧プロセス】 

中央公民館は、発災後しばらくの間は、非常用発電装置から給電されていた。次第に燃

料が不足し、自衛隊からドラム缶で燃料の供給を受けた。発災から約 1 週間前後で電源車

が到着、3 月下旬ころには商用電源が復旧した。 

4 月 25 日に開所した仮設庁舎では、大槌小学校の配電盤を利用して、受電している。大

槌小学校の校舎は、大津波とその後の火災で損傷を受けたが、配電盤が残っていたため、

事業者に依頼してこれを洗浄して再利用している。 

庁内 LAN は、仮設庁舎内の電気工事の際に、一緒に敷設した。震災前の役場庁舎では、

基幹系と内部情報系を物理的に分けて敷設し、基幹系の端末は、外部とは接続できないよ

うにしていたが、第 2 仮サーバを中央公民館から仮設庁舎に移設した際には、各部屋に L2

スイッチを導入し、VLAN を使用して論理的に分けている。内陸の金沢支所には、震災前

から住民情報系の端末は設置しておらず、本庁から FAX した証明書等に支所で押印して

住民に交付していた。震災前、本庁と公共施設（水道事業所、清掃事業所、学校ほか）と

の間は、NTT 東日本の「フレッツ・グループアクセス ライト」を使用して、ネットワー
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ク接続していた。この接続は、まだ復旧していない。学校では、個別にインターネット接

続サービスを利用している。 

中央公民館での連絡手段は、発災直後は衛星携帯電話しかなかった。衛星携帯電話は、

発災前から中央公民館に数台が配置されていた。発災数日後、NTT と県が、衛星携帯電話

を集めて持ってきてくれた。衛星携帯電話は、電池の消耗が早い（フル充電しても 1 時間

程度の使用でバッテリ切れ）ため、電気が復旧していない避難所では充電ができず、使い

にくい面もある。 

中央公民館の固定電話及びファクシミリは、3 月末ころ復旧した。仮設庁舎の固定電話は、

4 月 25 日の開所時に開通した。携帯電話は、基地局の電源設備の被害等により、復旧まで

に約 10 日かかった。 

役場でのインターネット接続は、当初は衛星通信回線を使用し、3 月 19 日ころからは、

NTTドコモから 20～30台提供されたUSBスティック型データ通信端末（通信料は無償）

を利用した。仮設庁舎でのインターネット接続は、5 月 25 日前後に復旧した。メールには

Google が提供する無料のウェブメールサービスである Gmail を利用していた。8 月ころ

には LGWAN への接続を行っている。 

公式ホームページは、「大槌町災害対策本部ホームページ」76として、職員情報班長によ

り 3 月 19 日ころ再開された。その後も、臨時職員を雇ってそのまま更新を続けた。12 月

になって、本来のドメイン名による公式ホームページ（http://www.town.otsuchi.iwate.jp/）

が復活した。 

広報紙77が配付できず、防災行政無線も利用できず、広報車も津波に流された状況で、住

民への広報手段が手薄になったため、「いわてモバイルメール」（岩手県が提供する携帯メ

ール配信システム）を活用した。住民にこのサービスへ登録してもらい、登録数は 4,000

前後となった。この仕組みは、災害情報や支援物資配布情報などの発信に活用された。町

外への避難者に対する情報提供の仕組みとしても効果的だった。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

大津波に襲われ、役場庁舎内にあったコピー機、パソコン端末、サーバは、利用不可能

となった。パソコンは、いろいろな組織から提供していただいた。提供前に一定の設定は

実施していただいたが、LAN の設定等は役場で行う必要があった。必要なソフト（ウイル

ス対策ソフトや Java 等）のインストールは、事業者へ委託した。財務会計システムのサ

ーバ、ラック及びセットアップ費用等は、委託事業者からの支援だった。住基ネットで使

用する機器は、新たに購入した。 

総務省からもパソコンの提供があり、いずれはすべてのパソコンを置き換える予定とし

ている。 

 

                                                  
76 URL は http://otsuchi.web.fc2.com/ 無料ウェブページホスティングサービスである fc2 を利用。 
77 3 月下旬から災害対策本部情報「おおつち」（3 月 26 日の第 1 号から 9 月 20 日の第 29 号まで）を発

行していた。10 月からは従来の広報紙を発行している。 
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３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

大津波に襲われ、2 階建ての役場庁舎は、2 階天井付近まで浸水したため、ファシリテ

ィはすべて失われた。サーバ室は、2 階にあった。 

復旧の際、サーバ室は、仮設庁舎ではなく、町内の高台にある公共施設に設置された。

6 月 15 日に工事が行われ、以後順次、回線や機器の設置や設定が行われた。情報化推進室

は、仮設庁舎 2 階に置かれている。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

大槌町では、中心市街地をはじめ、沿岸の地域が大津波に襲われた。人的被害のうち、

大槌町民は、死者数 751 人、行方不明者 505 人、合計 1,256 人となっており、町の人口の

7.8％が被害に遭った。町内の建物用地のうち 52％が浸水し、家屋は、全壊・半壊 3,717

棟、一部半壊 161 棟であり、被災棟数は 3,878 棟に上った。また、役場庁舎自体の被災に

より、行政機能が危機的に低下した。 

役場庁舎前の駐車場で町災害対策本部を開催中に大津波の襲来があり、3 月 11 日時点の

職員 136 名中、町長（当時）及び課長級職員 7 名を含む 33 名（死者 32 名・行方不明者 1

名）、臨時職員等を含めると 40 名の役場職員を失った。住民の避難誘導、避難所や水門の

対応に当たる職員を除き、50～60 名の職員が役場にいたが、はしごを伝って庁舎の屋上ま

で、かろうじて避難できたのは、20 数名。総務課や地域整備課では、多くの職員が亡くな

った。庁舎 2 階にあったサーバ室も水没した。生き残った職員で、救命・救助、物資の調

達・輸送、被災者生活の支援などの災害応急業務を行うとともに、速やかに情報システム

を復旧させる必要があった。震災で町長が亡くなっており、早急に町長選挙を実施する必

要があった。副町長の任期は 6 月 20 日までだった。町議会議員の任期も 8 月末までだっ

た。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

平成 24 年 1 月現在、サーバ室のある、町内の高台にある公共施設には、非常用発電装

置が用意されている。現状では、サーバへの給電はできないため、対応する必要があると

考えている。 

また、近いうちに大槌小学校の校舎を改装して役場の仮庁舎とし、現在の仮設庁舎から

移転する予定。公共施設等には、太陽光発電等のクリーンエネルギーを導入し、非常時の

電源としても利用できることを目指す計画がある。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 



118 
 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

今回の震災では、役場庁舎に設置していたサーバが被災し、住民票発行など行政サービ

スの提供に支障が生じた。住基サーバの情報について、遠隔地のデータセンターへ 30 分

毎にバックアップを行うサービスを平成 23 年 12 月から利用している。 

 

４－４．BCP 策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の運用について） 

 

今回の震災では、役場庁舎自体の被災により、行政機能が危機的に低下した。津波が予

想される場合における町災害対策本部の設置場所を浸水予想地域外とするほか、優先業務

の選定や自治体クラウドの活用等を内容とする業務継続計画の策定が喫緊の課題となって

いる。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

自治体クラウドの推進に当たっては、国の制度を活用することにより初期費用負担を削

減するとともに、沿岸被災市町村のほか県内の各市町村にも導入参加を呼び掛けることで、

運用費用の軽減に努たい。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

住基ネットでは、災害でシステム機器が失われるという事態が想定されていなかったよ

うで、復旧業務に大きな手間がかかった。機器が完全に失われた状態からシステムを復旧

する手順が用意されておらず、住民基本台帳ネットワークシステム全国センターと相談を

繰り返しながら、多くの手間と時間をかけて復旧させた。今回のような事態も想定した復

旧手順を用意しておくことが望まれる。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基・戸籍・税・福祉シス

テム 

 

サーバ水没 有 住基ネット

の復旧手順 
4月 13日から

仮サーバによ

る業務開始、

9月 20日に本

番サーバによ

る運用開始、

戸籍システム

のみ本番サー

バへの移行は

11 月 
―データ喪失 完全に喪失 有 なし 住基・税は 4

月 13 日まで

に仮復旧、戸

籍は 4 月末、

福祉は 12 月

ごろ 
 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

住基・戸籍・税・福祉とも

テープに毎日保存、本庁舎

内の小型金庫（サーバ室外）

に保管。 

完全に喪失  無 なし ―※2 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電 有 なし 4 月の仮設庁

舎設置時に商

用電源引き込

み  
庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

喪失 有 なし  4 月の仮設庁

舎設置時に庁

内 LAN 敷設 
 

地域イントラ 

（本庁舎―支所間） 

― 無 なし ― 

電話（固定） 利用不可 無 なし 3 月末 
電話（携帯） 利用不可 無 なし 発災後 10 日

前後で復旧 
電話（衛星） 利用可能 無 なし ― 
ファクシミリ 利用不可 有 なし 3 月末 
インターネット 利用不可 有 なし 3月 19日ころ

から、USB ス

ティック型デ

ータ通信端末

（貸与）を利

用。仮設庁舎

でのインター

ネ ッ ト 接 続

は、5 月 25 日

前後。 
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ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 すべて水没 有 なし ― 
 

ホストマシン・サーバ すべて水没 有 なし 6 月にサーバ

室設置工事、9
月に本番サー

バ設置（戸籍

サ ー バ の み

11 月） 

設
備
・
人
員 

空調設備 喪失 有 なし 6 月にサーバ

室設置工事 

作業部屋 喪失 有 なし 4 月に仮設庁

舎が開所 
ICT 担当職員 担当者被災、

班長は出張中

有 ― 5 月 1 日付で

矢巾町から職

員派遣 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、町職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者台帳システム 

 

県の斡旋と産官学連携チームの支援を

受けて導入。窓口で利用。 
6 月中旬ころ 

り災証明発行システム 

（防災科学技術研究所） 

防災科学技術研究所からハードウェア

とソフトウェアの提供を受けて利用 
4 月 27 日 

 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

3 月下旬から中央公民館で、死亡届の受

付等ごく限られた業務のみ実施 
り災証明書発行は 4 月 27 日から 

通常窓口業務 中央公民館で 4 月 13 日から住民票、印

鑑登録、印鑑証明等の業務を再開、4 月

25 日に仮設庁舎が開所 
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【現地調査報告書⑤――仙台市】 

訪問日時：平成 23 年 12 月 22 日（木） 

訪問先：総務企画局情報政策部情報政策課  

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災では、仙台市は震度 6 強（宮城野区）を観測した。沿岸部

は津波の襲来により、死亡者 704 名・行方不明者 26 名の人的被害78があった（市人口の

0.07％）。 

市役所本庁舎は、海岸から 10km 以上内陸にあったため、津波の襲来は免れたが、地震

の揺れにより、壁面にひび割れ等が発生した。庁舎本体及び事務用機器への大きな被害は

なかった。 

 ICT 部門概要 

総務企画局情報政策部情報政策課は、本庁に部長以下 12 名79、別庁舎（市内）の情報シ

ステムセンターに職員 30 名80の人員体制。基幹系システムは、クライアントサーバ方式で

ある。サーバの運用・管理は情報システムセンターで行い、アプリケーション管理は各業

務部門の担当であった。情報システムセンターは、事業者が常駐し、市職員と併せ 100 名

近くの体制となっている。データバックアップについては、毎日、情報システムセンター

内でバックアップを取得しており、毎月、遠隔地（市外）にバックアップテープを保管し

ている。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生直後、市内全域は停電した。市役所本庁舎内は、非常用発電装置により、照明

及び非常用設備のみ、給電された状態となった。情報システムセンター内のサーバは、非

常用発電装置からの給電により稼働を続けていたが、本庁舎内等の停電により業務用端末

が稼働を停止していたため、サービスを停止しデータのバックアップを行った。発災直後

から、主要拠点（本庁、区役所、総合支所）を結ぶネットワークが一部途切れた。固定電

話（外線）及びファクシミリは、つながりにくいが利用可能な状態であり、携帯電話及び

インターネットは利用不可となった。 

市役所本庁舎が復電したのは発災翌日の 3 月 12 日、情報システムセンターの主電源（商

用電源）は翌々日の 13 日に復旧した。以降、途切れたネットワークが順次復旧したり、

携帯電話やインターネットが利用できるようになったりした。 

 窓口業務再開時期等 

窓口業務は 3 月 14 日から、オンラインシステムは 3 月 17 日から再開した。 

「り災台帳システム」は、既存システムの改修により対応した。り災証明書は、5 月の

連休明けから発行を開始した。 

                                                  
78 平成 23 年 10 月 28 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 1,045,986 名。 
79 平成 23 年 5 月現在。平成 23 年 3 月 11 日の時点では 19 名。5 月に 7 名が情報システムセンターへ異

動となり、12 名となった。 
80 平成 23 年 5 月現在。5 月に情報政策課から 7 名の異動があり、30 名となった。 
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１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

宮城県の県庁所在地。人口百万人を有する東北地方最大の都市であり、東北地方におけ

る経済、行政の中枢都市として発展している。東京駅から東北新幹線（はやて号）で 1 時

間半程度。 

 

面積81 788.09 ㎢ 

人口82 1,045,986 人（465,260 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数83 9,446 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況84 平成 22年度当初予算：9,412億円（一般会計 4,421億円、特別会計 2,719

億円、企業会計 2,272 億円） 

                                                  
81 「平成 22 年度版 仙台市統計書」

（http://www.city.sendai.jp/kikaku/seisaku/toukei/toukeisyo/h22/top.html） 
82 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
83 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
84 「仙台市政だより」平成 22 年 4 月号及び平成 23 年 11 月号 
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平成 22 年度決算（一般会計）：歳入 4,073 億円、歳出 3,961 億円 

組織体制85 震災復興本部、13 局 44 部、5 区役所、教育委員会等からなる。 

 

内訳（局名のみ）：総務企画局、財政局、市民局、健康福祉局、子供未

来局、環境局、経済局、都市整備局、建設局、消防局、水道局、交通

局、ガス局  

区役所：青葉区役所、宮城野区役所、若林区役所、太白区役所、泉区

役所 

 

※平成 23 年 9 月現在 

 

（参考）市役所、区役所の位置 

※このほか、宮城総合支所、秋保総合支所が存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）86 

 

震度 震度 6 強（宮城野区）（M9） 

死亡者数 704 人 ※平成 23 年 10 月 28 日現在 

行方不明者数 26 人 ※平成 23 年 10 月 28 日現在 

倒壊建物数 全壊 26,368 棟、大規模半壊 20,996 棟、半壊 56,810 棟、一部損

壊 103,230 棟 ※平成 23 年 10 月 23 日現在 

                                                  
85 仙台市ホームページ（http://www.city.sendai.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
86 仙台市ホームページ（http://www.city.sendai.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 

泉区役所 

宮城野区役所 

若林区役所 

太白区役所 

青葉区役所 

仙台市役所 
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１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

市役所本庁舎は、鉄筋コンクリート構造 8 階建（一部 10 階建）、昭和 40 年の建築で、

平成 21 年度までに耐震補強工事を完了した。震度 6 強の地震でも大きな損傷はなく、使

える状態であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：市役所本庁舎正面入り口、右：市役所本庁舎全景、訪問時撮影） 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

地震発生直後に市役所本庁舎は停電となり、非常用発電装置により照明のみ給電された

状態となった。庁舎管理者からの避難指示で、庁舎内の職員と住民は駐車場へ一時避難し

た。発災後、市災害対策本部が直ちに設置され、救急救命や被災状況の把握等に努めた。

大規模な余震が続いていたこと、更には市内停電のため、日没後は明かりのついていた市

役所に住民が押し寄せ、職員はその対応にあたった。各避難所の対応等に多数の職員が派

遣されたが、防災行政無線が上手くつながらず、更には職員間の引き継ぎを上手く行うこ

とができなかったため、電気・電話の復旧や自衛隊の支援を受けるまで、混乱状態が数日

間続いた。 

避難所に設置してある防災行政無線は、話し始めて 1 分半から 3 分で切れる設定（任意

の設定）となっていた。防災行政無線は、命令指示伝達のための道具であり、双方向コミ

ュニケーションに利用することは難しかった。震災後数日間は、市内 300 か所以上にのぼ

った避難所とそれらの情報を集約する各区役所の間で、効率的な情報伝達、情報収集を行

うことは難しかった。何日も（想定以上に）停電が続いたため、バッテリが切れて使えな

かったケースもあった。 

住民の安否をリアルタイムで把握できる仕組みは存在せず、安否情報の集約は大変困難

であった。3 月 17 日以降、宮城県警が死亡した方の発表を始めたので、その情報を参考に

した。各避難所にいる方の名簿は、3 月 20 日ころから情報収集を行い、25 日ころから市

公式ホームページ上で公開を始めた。それ以前は、市役所本庁舎では、安否確認の問い合

わせに応じることはできなかった。 
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２．ICT 部門の業務把握 
 
２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 総務企画局情報政策部情報政策課 

人数 12 名（部長、課長含む。） 

3 月 11 日時点では 19 名であったが、5 月の人事異動で 7 名が情報政

策部内の情報システムセンターへ異動となった。情報システムセンタ

ーには、市職員（30 名ほど）・情報システム委託事業者併せ 100 名近

くが常駐している。 

場所 市役所本庁舎 2 階（サーバは、別庁舎（市内）の情報システムセンタ

ー内） 

管理システム 平成 19 年から徐々に、クライアントサーバシステムへ移行（住基、税、

国保、介護等の基幹系業務すべて）し、平成 22 年 1 月に移行が完了

した。その後一年間は、システム開発担当者は本庁内の情報政策課で

業務を継続していたが、定常運転が可能との判断により平成 23 年 4

月に情報システムセンターへ異動する予定であった。異動時期は、震

災の影響で 5 月となった。 

 

情報システムセンターでは、基幹系業務サーバの運用・管理を行って

いる。アプリケーション管理は、原則として各業務部門が行うが、情

報システムセンターがサポートする形をとっている。 

 

戸籍システムについては、平成 23 年 12 月現在構築中であった。 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる情報政策課は、総務企画局情報政策部に属する（危機管理室は総務

企画局の直下に属する）。 

今回の震災では、情報政策部長をトップに、データセンターの管理を行っている情報シ

ステムセンターが、主要な情報システムの状況を把握し、復旧に向けて作業した。市災害

対策本部等各部署との連絡調整は、情報政策課が担当した。 

日ごろから、非常用発電装置は定期的に稼働させていた。また、システム障害への対応

や電気設備の点検に伴うサーバ停止処理等は、情報システム委託事業者を交えて行ってい

た。これまで、災害時を想定した訓練は行っていなかったが、今回の震災では、職員も情

報システム委託事業者も、スムーズな対応ができた。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 
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市地域防災計画は、災害時の業務を規定していたが、各部門はどの情報システムを利用

（または開発）してその業務を行うのかまでは、規定していなかった。災害時の情報発信

については、広報部門の担当であった。 

平時におけるシステム障害発生時の窓口対応に関しては、紙の台帳があるものについて

は紙に転記のうえ証明書を発行する、紙の台帳がないものについてはシステムの復旧を待

ってから業務処理を再開する、といったマニュアルは存在した。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

システム障害時の対応については契約書に明記されているが、災害時の対応（災害時の

参集や復旧担当者の確保等）に関する条項はなかった。 

なお、市の情報システムに関係する事業者は、市内に事業所のある事業者である。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

 毎日、情報システムセンター内でバックアップを取得しており、毎月、遠隔地（市外）

にバックアップテープを保管している。 

 

２－６．「被災者支援システム」87等、類似システムの導入、活用状況 

 

 発災以前から、市地域防災計画における ICT 部門に関する実施計画の策定を検討してお

り、その過程で「被災者支援システム」の導入を検討していた。3 月 11 日の時点ではシス

テムの導入には至っておらず、発災直後に改めて導入が検討されたが、政令指定都市の人

口規模及び組織等を想定したシステムではなかったため、導入を断念した。具体的には、

「区」の存在、各項目に格納できる桁数の不足、大量のデータで運用した場合の性能不足

等である。このほか、不足する機能（窓口における相談内容の記録等）の追加（システム

のカスタマイズ）も予想され、稼働させるためには少なくとも 3 か月以上の期間を要する

との判断であった。 

本来であれば実運用の前にダミーデータ等でシステムの検証を重ねる必要があるが、全

国サポートセンターが提供する「被災者支援システム」のデモサイト（インターネット上）

では、登録可能なデータに上限（世帯情報は 100 件まで、個人情報は 200 件まで）があり、

デモサイトでは事前の検証を行うことが難しかった。実際に検証するとなれば、人口 100

万人分のデータを管理するサーバを市で用意する必要があるが、これには数千万円の費用

がかかり、検証環境を構築することさえ難しく、導入にあたっての大きなハードルとなっ

た。また、システム導入前後における庁内の他システムとの情報連携の点でも、活用が難

しかった。 

災害対応業務に使用する情報システムは、仕様さえ決まれば作ることができた。しかし、

                                                  
87 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
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市としてどのように被災者をサポートしていくか、中長期的な展望がなかなか決まらなか

ったので、すぐには仕様を決めることができなかった。 

「り災台帳システム」は、固定資産税の減免や評価額への反映（翌平成 24 年度は 3 年

に一度の評価替えの年でもある。）を省力化することも考慮して、固定資産税業務で利用し

ていた既存のシステムを改修することで対応した。り災証明書は、3 月 23 日ころから受付

を開始した。並行して、被害状況の調査やシステムの改修を行い、5 月の連休明けから発

行を開始した。現在は、被災された方一人ひとりに関する基本的な情報を盛り込んだ、市

独自の「被災者支援システム」を開発中であり、今後は、多様な支援に向けた活用を図る

こととしている。仙台市には、今回の震災で着工・完成した応急仮設住宅（プレハブ住宅）

が約 1,500 戸、応急仮設住宅供与としての民間賃貸住宅借上げが約 8,500 戸あり、入居者

の 2 割は他地域からの住民であるが、避難元の市町村との情報共有は行っていない。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

 情報政策課の職員は、休暇中の職員以外は全員本庁内にいて、無事であった。休暇中の

職員からは、携帯電話のメールが数時間後に届き、無事が確認できた。発災直後から市役

所本庁舎は停電となったが、非常用発電装置により照明及び非常用設備には、給電されて

いた。駐車場への一時避難を経て本庁内に戻ってからは、市災害対策本部の要請で課員を

数名、物資搬入作業などの応援に派遣した。 

 別庁舎（市内）の情報システムセンターでは、発災後、情報システム委託事業者も集ま

り、主要な情報システムの状況を把握した。ICT 部門に関する被害は少なかったため、他

団体（NPO 等を含む。）への応援要請は行わなかった。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

情報システムセンター内では、サーバ室の免震床、フリーアクセスフロアの一部等が破

損したが、サーバ等の機器自体への被害はなかった。情報システムセンター内には、非常

用発電装置が配備されていたが、市役所本庁舎内のパソコン端末等業務機器へは給電がな

い状態であったため、サービスを停止しデータをバックアップした後、サーバを停止させ

た。 

 

【復旧プロセス】 

市役所本庁舎が復電したのは発災翌日の 3 月 12 日、情報システムセンターの主電源の

復旧は翌々日の 13 日であった。オンラインシステムの稼働再開は、一部途切れていた主



128 
 

要拠点（本庁、区役所、総合支所）を結ぶネットワークが復旧した日（16 日）の翌日であ

った。システム停止中の業務については、システム障害発生時のマニュアルのとおり、紙

台帳の有無により対応を変えて業務にあたった。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

市役所本庁舎内は停電し、非常用発電装置で照明や非常用設備のみ給電されていた状態

であった。 

各庁舎を結ぶネットワークのうち、業務系（基幹系）のネットワーク回線は、二重化（NTT

と電力系の 2 社）していたが、情報系（内部系）のネットワーク回線は、NTT のみだった。

停電等により一部に障害が発生し、回線を二重化していた業務系ネットワークに比べ、情

報系ネットワークは、不通となった庁舎が多かった。 

固定電話（外線）については、通話は可能であったが、通信規制や停電による通信設備

の機能停止等により、つながりにくい状態が続いた。各庁舎を結ぶ内線電話は、拠点間を

IP 化しており、停電の影響により、徐々に通信機器の無停電電源装置のバッテリが切れ、

一部が不通となった。携帯電話は、ほぼ通話不可能であったが、キャリアや場所によって

状況はさまざまであった。インターネットは、利用できなかった。 

 情報政策課では、県等と連絡を取り合うことはほとんどなかった。必要があれば、固定

電話を掛けたり、足で出向いたり等の措置をとった。 

 

【復旧プロセス】 

市役所本庁舎の復電は発災翌日の 3 月 12 日夜、情報システムセンターの商用電源の復

旧は 13 日であった。復電に伴い、不通となっていた回線も徐々に復旧したが、業務系ネ

ットワークの方が、復旧度合いは高かった。庁内 LAN（情報系ネットワーク）は、13 日

に運用を再開、ネットワークの不通部分は 16 日ころまでに開通した。内線電話がすべて

の主要拠点（本庁、区役所、総合支所）で通話可能となったのは、21 日であった。携帯電

話の復旧状況はキャリアにより異なる。インターネットは、庁内 LAN が復旧した 13 日か

ら利用可能となった。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

津波被害のあった施設（学校・保育園・南蒲生下水処理場）では、機器が流失した。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

情報システムセンターは、外壁・内壁に多数のひび割れが生じ、空調機器や入退室管理
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設備などの機器が損傷した。駐車場の地盤沈下や地下水の大量噴出も発生した。 

市役所本庁舎も、壁のひび割れが多数発生するとともに、冷暖房設備が被災した。冷房

設備の復旧は 7 月末、暖房設備の復旧は 12 月 9 日であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（情報政策課会議室内の壁面のひび割れ、訪問時撮影） 

 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

市役所本庁舎の復電は 3 月 12 日、情報システムセンターの復電も 13 日と早く、業務へ

の影響は最小限にとどまったが、情報を求める住民への対応や避難所の運営業務で、職員

も住民も混乱状態のまま数日間を過ごすこととなった。 

窓口業務は、停電による情報システムの停止後も、紙による申請書・届出書については

受付を継続していたが、担当職員の多くが避難所の運営にあたるなど、通常よりも少ない

人数で、最小限の対応しかできない状況であった。窓口に住民が訪れ始めたのは 16 日こ

ろからで、3 月中は窓口の大きな混乱はなかった。 

 情報システムセンターも、情報システム自体には、大きな被害はなかった。情報システ

ム委託事業者は仙台市内に事業所があり、障害発生時には数十分で駆け付けられること、

情報システムセンターには、情報システム委託事業者が常駐していたことなどから、仮に

被害にあったとしても、その復旧にあたる人員の確保に奔走しなければならないような事

態は、避けられたであろうと想定される。 

 市の公式ホームページについては、ISP が運営するデータセンター（市内）に Web サー

バを置いていたが、発災直後、東京のインターネットエクスチェンジ（インターネット相

互接続点）との間の回線が不通となり、情報の掲載・閲覧ができない状況が続いた。11 日

22 時ころ、ISP が所有する東京のデータセンターに仮サーバを立て、15 日ころまで運用

を続けた。 

ホームページでの情報発信とともに、「仙台市メール配信サービス」による情報提供も行

った。サービスの利用者数は、震災前の 3,000 件から、1 万 5,000 件へ約 5 倍の増加とな

った。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 
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４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

電源については、主要拠点（本庁、区役所及び総合支所）並びに避難所等における非常

用発電装置の充実（3 日間程度の稼働、優先的な燃料供給協定、非常時でも稼働させる端

末への電源供給）を行う必要があると考えている。通信手段については、衛星携帯電話を

主要拠点に配備するとともに、市災害対策本部と主要拠点・避難所間を音声系及びデータ

系で確保する必要があると考えている。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

ネットワークについては、業務系（基幹系）は二重化を行っている。情報系（庁内 LAN）

の多重化・多元化を検討している。また、主要システムについては、既に冗長化されてい

る。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

将来的には、費用面からも IaaS 等を利用し、外部データセンターで基幹システムを運

用するべきと考えている。個人情報保護の問題が整理されるまでの間は、現在、遠隔地保

管しているバックアップデータ（テープ）を、オンラインバックアップに切り替えること

を目標として掲げている。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

市地域防災計画の ICT 部門における実施計画としての BCP（業務継続計画）は、震災

前から策定に着手していた。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（情報政策課会議室内のホワイトボードに貼られた各項目の付箋） 

 

BCP は、その名のとおり業務の「継続」を主眼としたものであり、「災害応急対策」業
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務や「災害復旧・復興」業務を強く意識したものではない。災害発生時には、応急仮設住

宅の入退居、り災証明書の発行、義援金の配分、市税や利用料の減免といった業務も加わ

るため、（通常業務の）「継続」だけではなく、「災害応急対策」業務や「災害復旧・復興」

業務までを念頭においた BCP（市地域防災計画の実施計画）を作成する必要があると考え

ている。ICT 部門における BCP は、市地域防災計画との連動なしに、その実効性を担保

することはできない。 

市では、今回の震災における経験を踏まえて、これまでの取組みを見直し、BCP 策定を

急ぐ考えである。その際、参考にしたいと考えているのは、神戸市や横浜市の地域防災計

画である。特に神戸市のものは、それぞれの業務に責任者として担当者の個人名まで記載

されており、当事者意識を高めるようになっている。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

 指定都市は人口が多く、「大都市等に関する特例」88もあり、その組織及び権能等につい

ては一般の市と大きく異なるため、周辺市町村とのシステムの共同利用は、著しく困難で

あると考えている。（指定都市を除く一般の）他市町村での共同利用は有効と考えるが、開

発事業者側のパッケージソフトの改善が必要になると考える。 

今回の震災ではサーバの被害がなかったが、もしサーバに被害があった場合、復旧には

数か月かかると想定され、一度に復旧させるのではなく少しずつ復旧させることを考えて

いる。また、現在テープで保管しているバックアップデータは、ハードウェアが変わった

場合でも円滑にリストアできるのかどうか、確信を持っているわけではないため、一日で

も早い復旧のためには、クラウドを活用することも必要になってくると考えている。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

 市町村が行政機能を失うということは、災害復旧ができなくなるということなので、か

なりの部分の機能が失われた時に、それを復旧させるための枠組みを事前に作っておく必

要がある。しかも、それは災害等が発生した後に緊急に展開できるようにしておく必要が

あると考えている。このような枠組みは、一市町村で準備を行うのは現実的ではなく、国

の支援が必要であると考えている。 

仙台市では、国の支援を受け構築すべき復旧枠組みとして、次の 3 点を挙げた。 

 

①「被災者支援システム」のクラウド利用 

 これまで様々な形で国や地方自治情報センターに要望しているが、「被災者支援システム」

を改良（指定都市への対応や不足する機能の追加等）し、クラウド上で運用をしてほしい

と考えている。被災後に市町村毎にシステムをゼロから構築するのは、発注側も受注側も

                                                  
88 総務省ホームページ「指定都市・中核市・特例市制度の概要

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/chihou-koukyoudantai_kubun.html#tok
urei）」より、平成 24 年 3 月閲覧 
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対応が困難であると考えられるためである。 

  

②地方公共団体による全国的な支援体制の構築 

 被災後、一刻も早く復興を進めるためには、予め訓練を積んだ専門チーム（被災者支援、

がれき撤去、道路復旧、庁舎・仮設住宅等建設、情報システム復旧等）とクラウド上で運

用可能な情報システムを用意し、機能的に活動する必要があると考えている。  

 災害復旧・復興業務については、各市町村で共通する部分が多く、マニュアル化も容易

であると考えられることから、SaaS 等を利用したシステム提供が適していると考えてい

る。 

 仙台市では、ピーク時は、他都市から 300 名ほどの応援職員の派遣を受けたが、そのほ

とんどが 3 日から 1 週間程度で派遣元に戻る（少し仕事に慣れた時にはお帰りになる、と

いう感じである）ため、マニュアルの作成は応援職員の効率的な業務支援の観点からも必

須であると考えられる。 

 

③非常時の通信環境の構築 

 主要な施設、例えば市役所、災害対策本部などと避難所の間、あるいは市役所と支所な

どの間を結ぶ通信網、さらに、インターネット、クラウド上のシステムなど外部との通信

手段が失われた場合に、すぐ代替手段を確保できる枠組みが必要ではないかと考えている。

音声系及びデータ系の通信網が、災害後速やかに（できれば即日）展開されるべきである。 

非常時にしか使用しない設備（衛星携帯電話等）を各市町村が完全に整備することは困

難であることから、携帯電話の特定の周波数を災害用に使用することとして、それに合わ

せて各移動通信事業者の移動基地局を必要に応じて被災地に投入する等の対応が求められ

る。この対応の実現に向けては、移動基地局の共同利用に関する取り決めも必要となる。

地域によっては、衛星回線を利用しないと通信が難しい場合もあるだろう。地域特性に合

わせた非常時の通信手段の確保を国が支援するべきである。 

 

 国の支援に加え、市町村毎で今後取り組むべき課題があると考えている。 

 仙台市では、次の 5 点を挙げた。 

 

①クラウドの最大活用 

今回の震災で行政機能を喪失した団体における経験や教訓を踏まえ、クラウドの活用は、

今後、最大限取り組む必要がある。特に、発災直後から発生する応急対策業務（安否確認、

応急仮設住宅の入退居等）や他市町村からの応援職員の効率的な業務開始等は、日ごろの

クラウド利用の取組みが生かされる分野だと考えられる。 

 

②住民ニーズに即したタイムリーな情報提供 

 仙台市では、ホームページとメール配信サービスを用いて情報発信を行ったが、情報に

対する住民のニーズは、時間の経過とともに変化することが分かった。それぞれのフェー

ズに適した発信メディアがある。また、警察等の関係機関が保有する情報をいかに正確に、

迅速に共有していくのかも課題となる。 
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③ICT を活用した地域コミュニティの維持 

仙台市には今回の震災で着工・完成した応急仮設住宅（プレハブ住宅）が約 1,500 戸、

応急仮設住宅供与としての民間賃貸住宅借上げが約 8,500 戸ある。入居者の 2 割が他市町

村からの住民であり、地域のコミュニティや絆をいかに創造していくかも大きな課題とな

っている。この部分に、ICT を上手く使えるのではないかと考えている。 

 

④電源の確保 

今回の震災で最も行政機能に影響を与えたのは、電源の問題であった。通信網の整備に

ついては、国による支援が必須の分野であると認識しているが、電源については、最低限、

外部からの応援が到着するまでの間は維持できるよう、準備を市町村で進めるべきである。 

 

⑤IT-BCP 実施計画の策定 

これらの視点を踏まえ、今までの前提条件から脱した実施計画の策定が必要になると考

えている。その際に重要なことは、市地域防災計画との連動を義務付け、実施計画の実効

性を高めていく努力だと考えている。  
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基・税・福祉システム 

(戸籍システムは構築中) 

非常用発電装

置によりサー

バは稼働、そ

の後一時停止

措置 

無 なし 情報システム

センターの主

電源は 3月 13
日、オンライ

ンシステム稼

働再開は 17
日 

―データ喪失 喪失なし 無 なし ―※2 
 

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

毎日テープで情報システム

センターに保管。また、月 1

度テープを遠隔地（市外）

に保管 

使用可能だが

利用せず  
無 なし ― 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 市役所本庁舎

停電、照明・

非常用設備の

み非常用発電

装置による給

電  

無 なし 市役所本庁舎

3 月 12 日 、
情報システム

センター3 月

13 日 

※以後市内順

次復電 

庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

※各庁舎を結ぶネットワー

クを含む 

一部庁舎との

間のネットワ

ークが不通 

無 なし  復電に伴い順

次開通。情報

系は 3 月 13
日から、不通

部分は 16 日

までに開通 
電話（固定） つながりにく

いが利用可能

（ 内 線電 話

は、一部機器

のバッテリ切

れ後、一部不

通） 

無 なし ― 
（内線電話の

完全復旧は 3
月 21 日） 
 

電話（携帯） 通信キャリア

や場所により

異なる 

無 なし  

電話（衛星） 利用可能 
（情報政策課

で は 利用 せ

ず） 

無 なし ― 
 

ファクシミリ 利用可能 無 なし ― 
 

インターネット 利用不可 有 なし  3 月 13 日  
※公式ホーム

ページは 15
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日まで仮サー

バでの運用 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 被害なし 無 なし 3 月 12 日（市

役所本庁舎の

復電に伴い） 
ホストマシン・サーバ 被害なし 無 なし 3 月 13 日（情

報システムセ

ンター復電に

伴い） 
 

設
備
・
人
員 

空調設備 市役所本庁舎

の冷暖房設備

故障 

無 なし 冷房設備は 7
月末、暖房設

備は 12 月 9
日 

作業部屋 被害なし 無 なし ― 

ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

震災前から導入を検討したが活用には

至らず 
― 

その他システム 「り災台帳システム」は既存システムの

改修 
5 月連休明け 

 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

インターネット上での安否確認は 3 月

25 日ころから 
り災証明書の受付は 3 月 23 日ころか

ら、発行は 5 月連休明けから 
通常窓口業務 窓口業務は 3 月 14 日から、オンライン

システムは 3 月 17 日から稼働 
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【参考―仙台市作成資料】 

1

自治体の災害対応力強化に
向けたＩＣＴ施策について

平成２３年１２月

仙台市情報政策部

 
 

 

2

個人・企業・組織の能力向上

生活利便性の向上

新産業の創出

既存産業の高度化

ハードウエア、ソフトウエア
の多様化、性能向上

インターネットなどの通信
網の拡大、性能向上

ネット活用したサービスの
拡大、性能向上

１．ＩＣＴの好循環
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3

東日本大震災から導かれる課題

１．自治体機能の喪失

２．自治体存立基盤の変容

３．自治体の復興業務の急増

４．長期間の電源、通信網の喪失

ＩＣＴの進歩、社会の変化

１．ネットワークの性能向上、
サービスの内容拡大向上

２．タブレット端末の普及

３．共通番号制度の導入

自治体ＩＣＴに求められるもの

１．地域づくり・行政活動への
ＩＣＴの活用

２．ＩＣＴ活用能力の違いによ
る格差（地域間、個人間）の
解消

自治体ＩＣＴの施策の方向性
１．クラウドへの対応

行政の効率化、コスト削減と利便
性向上
２．共通番号制度への対応

オンライン申請の充実など利便性
の向上
３．リテラシーの向上
学校教育、生涯学習

４．新産業の育成、既存産業の高度
化支援

災害対応力向上を目指した自治
体ＩＣＴの施策の方向性

１．クラウドを最大限に活用する

既存業務の継続、データの保
全、震災対応業務への対応

２．被災者への情報提供の充実

あまねく誰にでもを原則に、ＩＣ
Ｔを活用する

３．ＩＣＴを活用した地域コミュニ
ティ・絆の維持

仮設・復興住宅、避難区域で
のコミュニティ作り

４．耐災害性の高い電源、通信
網の確保

自家発電装置の充実、通信
網の２重化

５．大規模な災害に対応した対応
計画の策定（次世代のＢＣＰ）

東日本大震災レベルの災害
であっても自治体がその機能を
発揮できる対応計画

２．災害に強い自治体ＩＣＴ施策の方向性

 
 

 

 

4

東日本大震災から導かれ
る課題

１．自治体機能の喪失

２．自治体存立基盤の変容

３．自治体の復興業務の急増

４．長期間の電源、通信網の
喪失

災害対応力向上を目指した国のＩＣＴの施
策の方向性

１．自治体機能を緊急に回復させる枠組みの整備

２．被災地内部の緊急通信網、クラウドやインター
ネットとの緊急通信網の枠組みの整備

３．自治体の復興業務をクラウドを活用して支援

４．固定・携帯電話網、インターネットなどの対災害信
頼性の向上

災害対応力向上を目指した自治体ＩＣＴの
施策の方向性

１．クラウドの最大限の活用

２．ニーズを捉えたタイムリーな被災者への情報提供

３．ＩＣＴを活用した地域コミュニティ・絆の維持

４．大規模な災害を乗り越えるICT対応計画の策定
（次世代のＢＣＰ）

３．災害に強いＩＣＴ施策における国と自治体

 
 



138 
 

5

４．クラウドの最大限の活用１

３．震災復興業務の急増
→多くの自治体で類似業務が大量に発生

→必要な応援職員数と応援可能職員数のギャップ

→業務と必要な職員が経過時間により変化

１．津波・地震による自治体機能の喪失
→庁舎の損壊

→職員の被災

→サーバー・データの喪失

２．原子力事故による自治体存立基盤の変容
→行政区域への立ち入りが困難

→行政区域と住民が分離

東日本大震災で発生した事象

 
 

 

6

４．クラウドの最大限の活用２

１．既存業務の速やかな再開

→設置スペースやサーバーなどがない中での、既存業務用ソフト
及びデータの速やかな復旧

２．情報受発信機能の維持、コミュニティ・アイデンティ
ティの維持

→WEBサーバー復旧、ミラーサーバーの速やかな立ち上げ

３．急増する震災対応業務への対応

→マニュアル化し易い業務は、SaaS化し、事前に訓練

速
や
か
な
業
務
再
開
、
推
進
に
は
ク
ラ
ウ
ド
の
活
用
が
必
須

東日本大震災での課題
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５．タイムリーな被災者への情報提供

東日本大震災の特徴

想定を遥かに超える災害
長時間の激しい揺れ
防潮堤を無力化した津波
原子力事故

長期間の物不足

長期間に亘る交通手段、通信手段の
喪失

長期間に亘る電気、上下水道などの
ライフラインの喪失

避難の長期化、広域化

戦後最大の被害
死者・行方不明者は約２万人、
避難者は、当初約４２万人
現在約６万人以上

雇用や生活再建への不安

時間による情報に対する主な住民ニーズ

数日間 ２週間 ２ケ月 ２ケ月以降

（１）安否情報
肉親・近親者の安否確認
友人・近隣住人・知人

（４）罹災証明書、義捐金・支援金、仮設住宅などの生活
再建支援、手続きに関する情報

（３）ガソリン・食品などの生
活情報

（６）旧居住区の各種情報

（７）自治体
の復興計画

（２）道路・公共施設・水道・電気・
交通などの被害情報と復旧情報

（５）健康、心のケア、就労などに
関する情報
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（１）安否情報
①災害に強いとされていた災害伝言ダイヤルやメールの信頼性は、最も必要とされる震災直後の１～２日間あまり高くなかった。
→震災直後の災害伝言ダイヤルやメールのサービスレベルを明確にし、それに向けたサービス体制構築
②Google Person Finder、各県警のＨＰ、新聞やＴＶの報道、自治体ＨＰが活用された。
→情報源ごとの情報が集約できる枠組みの構築

６．被災者の情報ニーズと課題

（２）インフラの被害及び復旧状況の情報
①新聞やＴＶの報道及び、自治体ＨＰや各事業者のＨＰが活用された。ガスの復旧情報により、ＨＰアクセスが急増した例も
②信頼性のある正確な情報を、広く伝達するには、ＨＰが有効。
→震災時でも稼動し続けるＨＰの構築。
→アクセス急増時におけるミラーサイトの活用
→メール配信、エリアメールの活用

（３）生活情報
営業している店舗情報などに新聞やＴＶの報道が活用された。口コミやインターネットの情報が活用された。
→信頼性のある正確な情報をどのようにして集め、伝達することが可能なのか→ソーシャルメディアの活用

（４）行政情報
①生活再建支援、手続きに関する行政情報の伝達には、新聞やＴＶの報道及び自治体のＨＰが活用された。避難所において
は資料の配布、情報の掲示など紙による情報提供が行われた。
②これらの情報を活用するには、面談または電話による相談業務が欠かせない。
→情報提供と個別相談の充実。速やかな業務処理

（５）他地域避難者への情報提供
自治体ＨＰ、メール配信の活用、避難者情報システムの活用

（６）自治体復興計画
被災者への説明会、有識者による検討会議、自治体ＨＰによる情報提供、パブリックコメントの実施による住民意向の反映と周知
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７．ＩＣＴを活用した地域コミュニティ・絆の維持１

現状

１．地域社会が喪失し、よりどころが失われ、被災者の喪失感、心理的負担は極
めて大きい。

２．３県の沿岸部自治体は、概ね人口が減少している。三陸沿岸部には、仕事
や公共サービスが失われ、特に急速に人口が減少している地域がある。

３．仙台・盛岡を中心とするエリアは、他の被災地からも流入し人口が増える傾
向。

４．民間住宅を借り上げした仮設住宅への入居者が予想より多い。

５．仕事や公共サービスが復旧しないと元の居住地に戻れない。

６．原子力事故の影響により、福島県の自治体は人口が減少している。自治体
そのものが避難している自治体がある。

７．１つの自治体の内部に各種の避難地区があり、自治体も住民も対応が難し
い自治体がある。
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７．ＩＣＴを活用した地域コミュニティ・絆の維持２

課題

１．建設仮設でも地域ごとにまとまって入居し
ているわけではなので、孤独な人がいる。

２．民間借上げ仮設では、一層孤立化し易い。

３．心のケアが従来以上に必要であるが、被災
者が多くフォローしきれない

４．民間借上げ仮設の方が情報が入手し難い。
配給物資が入手し難い。

５．遠隔地の仮設に入居していると旧居住地
の情報が入手し難い。

６．特に福島県では、自治体によっては、避難
者がいつ戻れるのか不明。

７．被災者でも背景が違うので、意識が違う

対応策？

１．当座は、各種サービスを活
用し、情報提供、交流を活
性化することは可能。

２．被害が甚だしく住民の喪失
感は極めて大きい。

３．新たに地域社会を作り上げ
る過程で、コミュニティを再
構築することが必要。

４．地域によっては、単にICTで
これまでのコミュニケーショ
ンを継続するだけでは、解
決にならない。
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８．次世代BCPの策定

東日本大震災以後の課題

１．従来の前提の崩壊
・庁舎がない。支援がない。情報がない。
物資がない。食料がない。

・職員が多数被災。

・電源や通信網が長期間喪失する

・復興業務が急増する。

・自治体と住民が区域外へ長期間避難

これまでの課題
１．必要性の認識の低さ

２．ICT部門のみの計画

（防災計画と連動していない）

３．策定経験者の不足

４．実際の災害時における実施例がない。

次世代ＢＣＰの前提条件
の整理

１．災害時の状況をどのように定め
るのか。東日本大震災クラスの
被害を想定すると庁舎を始め、
当たり前のものがなくなることを
想定しないといけない。

２．国の役割と自治体の役割をど
のように定めるのか。

自治体だけでは、業務継続がス
ムーズにできない。

３．地域防災計画との連動を義務
付け、実効性を確保する必要性
の確認

 
 

 

 

12

（１）今回、「陸前高田」など４つの市や町の庁舎及び情報システムが破
壊された。仮庁舎の建設や情報システムの復旧に約４ヶ月要している。

（２）被災後、一刻も早く、復興を進めるためには、予め訓練を積んだ要
員と情報システムを用意しておくことが必要。

（３）要員は、業務全般を支援するもの、庁舎建設を支援するもの、情報
システムを構築するものから構成することが望ましい。

（４）震災の教訓を今後に生かすため、国が被災地自治体の状況を調査、
分析し、このような枠組みを検討、整備することが必要。

自治体機能を緊急に回復させる枠組みの整備

９．災害対応力向上を目指した国のＩＣＴの施策１
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移動基地局

移動基地局

インターネットインターネット クラウドクラウド

被災地

市役所
（災害対策本部）

避難所

（学校）

避難所

（学校）

避難所

（学校）
主要な公共施設

地域内外の通信ネットワーク緊急展開の枠組みの整備

●震災直後の通信が錯綜する時は、特定周波数を確保し、その周波数により移動基地局を経由し、
音声及びデータ通信が行われることが必要。このような通信網の確保の検討、整備を行うことが必要。

９．災害対応力向上を目指した国のＩＣＴの施策２
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（１）震災後、最初は救急救命、避難所開設、損壊した公共施設への応急
措置が中心だが、１週間を過ぎると
●罹災証明書受付・調査・発行
●がれき処分・被災建物解体・撤去
●生活資金貸付・義援金・生活再建支援金の支給
●仮設住宅建設・募集
に関連する業務が多くなる。

（２）他都市などから職員を多数受け入れ、これらの仕事をしていただいい
ている。しかし、派遣元の自治体も行革の影響で、長期間の職員派遣
が難しく、３日～１週間の短期派遣であり、仕事に慣れると戻ってしま
うような状態

（３）これらの仕事は、マニュアル化しやすい仕事が多いので、業務全体を
支援する情報システムをＳａａＳ方式でクラウド化し、国が自治体に無
料で公開する。

各自治体において、常時練習し、備えることが可能になり、現地ですぐ
仕事ができる職員を多くすることが可能になる。

復興業務支援へのクラウドの活用

９．災害対応力向上を目指した国のＩＣＴの施策３
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【現地調査報告書⑥――宮城県石巻市】 

訪問日時：平成 23 年 11 月 25 日（金） 

訪問先：企画部情報政策課  

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災では、石巻市は震度 6 強を観測した。沿岸域を中心に広範

囲にわたり津波の襲来があり、建物用地の 46％が浸水89した。死亡者 3,280 名・行方不明

者 629 名の人的被害90があった（市人口の 2.4%）。 

本庁舎は津波襲来を免れたが、周辺道路が 1～1.5m ほど冠水し、職員は一時孤立状態と

なった。建物及び事務用機器への大きな被害はなかった。市内に 11 ある総合支所、支所

及び出張所では、6 か所で津波に襲われ、建物が損壊し機器等が流出した。 

 ICT 部門概要 

企画部情報政策課は、課長以下 12 名。システムは、メインフレーム（住基及び税）中

心に管理していた。個別システムの運用管理は、各業務部門の担当であった。システムの

運用支援のため、情報システム委託先事業者が本庁舎に常駐していた。メインフレームの

データバックアップは、週一回サーバにで保管するとともに、月に一回、本庁舎近くの高

台にある図書館へ磁気テープを保管していた。サーバは本庁舎と河北総合支所に分散配置

し、ファイルサーバは本庁舎と渡波支所でレプリケーション構成としていた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生直後、市内全域は停電した。本庁舎内は、非常用発電装置によりサーバ室及び

照明のみ給電された状態となった。サーバ室のフリーアクセスフロア下が浸水し、ネット

ワークケーブル等が水没した。情報政策課の職員は、全員無事であった。サーバ等機器の

確認は、情報政策課職員及び常駐の委託事業者で行った。本庁舎周辺の水が引いたのは発

災 2～3 日後であり、それまで車はおろか人の出入りもままならない状況であった。外部

との連絡手段は、衛星携帯電話のみだった。本庁舎が復電したのは、発災から 2 週間が経

った 3 月 26 日、以降、市内は 5 月末ごろまでに順次復電した。電話等も復電に伴い順次

利用可能となった。地域イントラネットの被災状況は、4 月になってから調査を行い、10

月まで復旧作業を行った。 

 窓口業務再開時期等 

本庁舎では、3 月 28 日から住民票（3 月 11 日時点、続柄なし）の写しの交付を再開し

た。3 月 11 日以降の異動分について、この時点ではシステムへの反映が終わっていなかっ

たため、3 月 11 日時点のバックアップデータを使った。本庁（市民課・税務課）、河北総

合支所、河南総合支所、桃生総合支所、蛇田支所での窓口業務（住民票・戸籍に関する諸

証明、住民票の異動、戸籍届出、印鑑証明・登録、税諸証明等）は、基幹系システムの稼

働再開に合わせて、4 月 11 日に再開した。被災証明書・り災証明書、被災者生活再建支援

                                                  
89「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水範囲の土地利用別面積」（国土地理院、平成

23 年 4 月） 
90 平成 23 年 12 月 22 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 160,826 名。 
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制度、災害弔慰金等は、4 月 14 日から申請受付を開始した。「被災者支援システム」は、5

月の連休中から本格稼働を開始した。津波被害に遭った総合支所等は、公民館、中学校、

仮庁舎等への移転により、徐々に業務業務の一部を再開した。 

 

１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

宮城県東北部の中核都市。平成 17 年 4 月 1 日に、旧 1 市 6 町の大合併により誕生。旧

6 町の役場庁舎は、市役所の総合支所となっている。仙台駅からは JR 仙石線快速で約 1

時間（震災前）。 

 

面積91 555 ㎢ 

人口92 160,826 人（57,871 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数93 1,800 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況94 平成 22 年度当初予算：1,099 億円（一般会計 627 億円、特別会計 410

                                                  
91 「石巻市市政要覧（http://www.city.ishinomaki.lg.jp/sougouseisaku/toukei/siseiyouran_2010.jsp）」
（平成 22 年 3 月） 
92 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
93 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」より、総務省、平

成 22 年 12 月 



145 
 

億円、病院事業会計 62 億円） 

平成 22 年度決算（一般会計と特別会計の合計）：歳入 1,093 億円、歳

出 1,075 億円 

組織体制95 8 部局、6 総合支所、4 支所、1 出張所、教育委員会等からなる。 

 

内訳：総務部、企画部、生活環境部、健康部、福祉部、産業部、建設

部、病院局、会計管理者、復興対策室、教育委員会、市議会、

選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委員会、固定資

産評価審査委員会 

 

総合支所：河北総合支所、雄勝総合支所、河南総合支所、桃生総合支

所、北上総合支所、牡鹿総合支所（大原出張所含む） 

支所：渡波支所、稲井支所、荻浜支所、蛇田支所 

 

※平成 23 年 7 月現在 

  

（参考）各総合支所エリア図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：石巻市市勢要覧96より一部改変、右、google map より） 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）97 

 

                                                                                                                                                  
94 石巻市ホームページ（http://www.city.ishinomaki.lg.jp/menu08.jsp）、平成 23 年 12 月閲覧 
95 石巻市ホームページ（http://www.city.ishinomaki.lg.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
96 http://www.city.ishinomaki.lg.jp/sougouseisaku/toukei/siseiyouran_2010.jsp（平成 22 年 3 月発行） 
97 「石巻市震災復興基本計画」（http://www.city.ishinomaki.lg.jp/reconst/re_const_4_2_2_3.jsp）、平成

24 年 3 月閲覧 

 

 

河北総合支所 
雄勝総合支所 河南総合支所 

桃生総合支所 
北上総合支所 

牡鹿総合支所 

渡波支所 

稲井支所 

荻浜支所 

蛇田支所 大原出張所 

女川町 

石巻市役所 
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震度 震度 6 強（M9） 

浸水地域 平野部の 30％、中心市街地を含む沿岸域の約 73 ㎢ 

死亡者数 2,978 人 ※平成 23 年 10 月末現在 

行方不明者数 669 人 ※平成 23 年 10 月末現在 

被災住家数 53,742 棟（全住家数の約 7 割）、うち 4 割（22,357 棟）全壊 

※平成 23 年 10 月末現在 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

 本庁舎は、平成 22 年 3 月にさくら野百貨店石巻店の建

物へ移転した。鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）6

階建で、平成 8 年の建築である。移転の際、耐震調査を行

っている。1 階には、市役所の執務スペース（総合案内、

夜間休日受付等）のほか、商業店舗が営業を行っている。

（平成 23 年 11 月現在） 

 

 

（本庁舎南口、訪問時撮影） 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水が引いた道路に作られた仮設の橋、右奥は本庁舎、石巻市提供写真） 

 

地震発生直後に、市内は停電となった。本庁舎では避難指示が出たため、市職員は庁舎

の外へ移動したが、防災行政無線では津波避難の呼びかけを行っていたため、すぐに庁舎

内に戻った。このころ、外では雪が降り始めていた。 

巨大津波の襲来により、本庁舎周辺の道路が 1～1.5m ほど冠水した。人の出入りもまま

ならない状況であったため、市職員が胸元まで水に浸かりながら、庁舎に出入りができる

よう、庁舎内にあった長机を 2～3 段重ねて、仮設の橋を作った。本庁舎は、数日間にわ

たり浸水していた。この間、ラジオ石巻（コミュニティ放送局、FM)だけが、市職員の情

報源だった。道路・通信ネットワークが断絶したため、本庁－総合支所間、さらには国や

 

 

本庁舎 
仮設の橋、人が横切っているのが見える 
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県などとも連絡が取れなかった。 

6 つの総合支所、4 つの支所、1 つの出張所のうち、雄勝総合支所（全壊）、北上総合支

所（全壊）、牡鹿総合支所、渡波支所、稲井支所及び荻浜支所が、被災した。 

 

２．ICT 部門の業務把握 
 
２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 企画部情報政策課 

人数 13 名（震災前は 12 名） 

場所 本庁舎 4 階（メインフレームは本庁舎に設置、サーバ機器等は本庁舎

と河北総合支所に分散配置、ファイルサーバは本庁舎と渡波支所とで

レプリケーション構成） 

管理システム メインフレーム上で稼働している基幹系システム（住基、税）の運用・

管理を担当している。メインフレームと連携する個別システム（総合

福祉システム等）は、各業務部門が運用・管理を行っている。戸籍シ

ステムは、市民課が運用・管理を行っているものであるが、ハードウ

ェア部分は情報政策課が管理している。 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる情報政策課は企画部に属する（防災対策課は総務部に属する）。 

市地域防災計画では、市災害対策本部内の連絡体制は規定されていたが、ICT 分野に限

った連絡体制などはなかった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

平常時には、メインフレーム、サーバ及びネットワークの管理並びに情報化推進に関す

る企画調整等を行い、非常時には、市災害対策本部の指示により動くこととなっていた。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

メインフレーム関連では、契約書に災害時の対応（災害時の参集や復旧担当者の確保等）

を想定した条項はなかった。ハード故障時の対応については、「交換は 24 時間以内」とい

う条項はあるが、作業員の到着時間、目標復旧時間・目標復旧レベルまでは明記していな

い場合が多く、信頼関係及び暗黙の了解の範囲で運用している部分も多い。情報システム

委託事業者の緊急連絡先等は、情報政策課で把握している。システムの運用支援のため、

情報システム委託先事業者が本庁舎に常駐している。 
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ネットワーク関連では、天災地変の場合は、その時点で対応を考えることになっていた。

災害に限らず、障害発生時には連絡を取り合い、何分以内に到着する等を記載した条項は

あった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

基幹系システム（メインフレーム上で稼働している住基と税）のデータは、週 1 回サー

バ上にバックアップを行い、3 世代まで保存していた。そのほか、バックアップデータ（磁

気テープ）は、本庁舎近くの高台にある図書館へ、月 1 回運んでいる。戸籍については、

月 1 回程度の間隔で、データ保存したテープ等を法務局へ送付している。総合福祉システ

ムについては、業務部門の管理となっているため、情報政策課では詳細を把握していない。

全庁的なバックアップデータの保管に関する全庁統一ルールは存在しない。 

メインフレームは本庁舎に設置し、サーバ機器等は本庁舎と河北総合支所に分散配置し

ている。ファイルサーバは、本庁舎と渡波支所とで、レプリケーション構成を行っている。

渡波支所を使用していたのは、スペースや電源容量の都合である。 

 

２－６．「被災者支援システム」98等、類似システムの導入、活用状況 

 

被災証明書・り災証明書の発行、災害義援金の配分、被災者生活再建支援の支給業務に

ついて、被災前には情報システムを持っていなかった。被災後に「被災者支援システム」

の存在を知り、詳細を検討した結果、使ってみることにした。「被災者支援システム」の導

入について、基幹系システムを委託している事業者からサポートの申し出があったが、燃

料不足等により石巻市に来る手段がなかったため、支援を受けることができなかった。 

4 月初旬から「被災者支援システム」の構築を始めた。石巻市には、UNIX プラットフ

ォームがあったため、すぐに構築は完了した。4 月の 3 週目から 4 週目にかけては、デー

タ投入テストや職員操作研修の期間に充て、5 月の連休中からシステムの利用を開始した。

本稼働の前日にはテスト用データをすべて消去して、3 月 11 日時点の住基情報を入れ直し

た。 

「被災者支援システム」への住基情報の初期登録では、続柄コードは 2 桁（全体では 6

桁）で作成・登録することになっていたが、誤って続柄コード全体を 2 桁で作成・登録し

てしまったところ、エラーが出ることなく「被災者支援システム」へ登録できてしまい、

結果的に誤った続柄が画面や帳票に表示されることとなった。続柄コードの体系を西宮市

の仕様に合わせることができなかったため、本庁舎内に常駐している事業者に頼んで、登

録済みデータを一括で書き換えてもらい、表示可能な範囲で正しい続柄を表示できるよう

にしてもらった。また、画面（ブラウザ）で何か操作をすると、「被災者支援システム」に

登録しているデータが大量であったためか、サーバ上で処理が完了する前に、画面（ブラ

ウザ）ではエラー（セッションタイムアウト）が表示されることもあった。また、「被災者

                                                  
98 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
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支援システム」では、同一の住所に複数の住家や世帯が存在することを想定していない、

義援金や支援金の事務処理について西宮市と石巻市では運用の異なる部分がある等、さま

ざまな問題が発生したので、その都度システムの改修で対応した。 

このような運用上の課題はあったが、人口 15 万人分の住民情報を扱う災害対応業務を

情報システムなしで遂行することは考えられない状況であった。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

地震発生時、情報政策課の職員 12 名のうち、9 名は課内にいた。1 名は休暇中、2 名は

市内に調査へ出掛けていた。休暇中の職員は、地震発生後すぐに本庁舎に駆け付けた。市

内へ調査に出ていた 2 名は、河北総合支所において避難所対応等にあたった。発災後 24

時間以内に課員全員と連絡がついた。河北総合支所から職員 2 名が戻ってきたのは、発災

してから 10 日後であった。この 2 名と入れ替わりで、情報政策課の課長補佐が、市災害

対策本部の業務に従事することとなった。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

地震発生直後に本庁舎内は停電となった。システムの運用支援のために本庁舎に常駐し

ている事業者が、機器の確認を行った。メインフレームは、この事業者と情報政策課職員

により、手動でシャットダウンを行った。毎週金曜日の夜に実施していたバックアップ処

理は実行できなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：本庁舎サーバ室、右、本庁舎フリーアクセスフロア内浸水の様子、石巻市提供写真） 

 

サーバを分散配置していた河北総合支所では、津波による被害はなかった。地震発生直

後の停電に伴い、サーバは異常終了（正常にシャットダウンせずに停止）したものと思わ

れる。 
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雄勝総合支所では、3 月 11 日は確定申告相談受付会場となっていたため、申告支援シス

テム及び申告開始日から被災当日までの雄勝地区の申告データ等が滅失した。 

 

【復旧プロセス】 

まずは、サーバ室のフリーアクセスフロアの水抜きを行った。本庁舎では、3 月 26 日に

商用電源が復旧した。復電後は、①ディスクチェック等を実施し、データに損失がないこ

とを確認、②3 月 11 日に実施予定であった処理を実行、その処理結果を確認、③3 月 11

日以降の異動分のシステムへの反映――の順に行った。異動データの反映が終了した後に、

個別システムとの情報連携を開始した。データの整合性の確認は、各業務部門で行った。

情報政策課では、ハード及びシステムの面から、業務再開のめどを各業務部門へ伝えた。 

津波により庁舎が全壊した雄勝総合支所の申告支援システム用サーバは、4 月中旬に回

収を行ったが、サーバが錆びついており、データの復旧はできなかった。 

総合支所等は、復電次第、情報政策課の職員が現地に赴き、システムの確認と復旧を行

った。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

ネットワークは、基幹系と内部情報系を同一回線で論理的に分けて運用している。地域

イントラネットは、総務省による補助事業である「地域イントラネット基盤施設整備事業」

を利用して、平成 17 年の市町村合併の際に構築したものである。本庁、総合支所及び渡

波支所を集約施設として、それら集約施設の周辺にある公共施設や学校などは集約施設と

接続している。集約施設間は、リング型トポロジー構成で接続していた。総延長 250 ㎞、

接続施設数は 120 であった。インターネットとは、集約施設の 2 施設で接続、LGWAN99と

の接続は 1 施設、住民基本台帳ネットワークとも 1 施設で接続していた。このネットワー

クを利用し、本庁と総合支所間の内線電話は、IP 化していた。 

 

【発災直後】 

市内全域で停電した。本庁舎のサーバ室は、地震により免震装置が損傷した。フリーア

クセスフロアは、津波により床下が 20～30cm ほど浸水した。電源、ネットワークケーブ

ル等、フロアの下にあったものは、すべて水没した。幸いにして床上浸水は免れたので、

サーバ機器そのものは水没しなかったが、付随するケーブルや電源関係は、すべて交換が

必要になった。本庁舎には非常用発電装置が 2 台整備されており、そのうち 1 台はサーバ

室にも給電していた。地域イントラネットについては、発災直後は被災状況の把握ができ

                                                  
99 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
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なかった。 

固定電話は、NTT 東日本・石巻 MA の中核施設（石巻門脇ビル）が津波の直撃により 2

階まで浸水したため、通話ができない状態となった。そのほか、市内にある NTT 東日本

の通信ビル 4 か所程度が津波の直撃を受け、その周辺エリアでも、通話ができない状態と

なった。携帯電話は、場所やキャリアにより利用できた場合もあったが、輻輳により使え

ない状態が長く続いた。ファクシミリやインターネットも使えなかった。 

 

【復旧プロセス】 

外部との連絡手段は、衛星携帯電話のみだった。市内全体では、何十台という単位で活

用されていた。「使い方が分からない」「普段の電話番号と違う」といった声が多かった。 

商用電源は、本庁舎のみ、3 月 26 日に復旧した。以後、市内は順次復電し、全域が復電

したのは 5 月末ごろであった。 

固定電話、携帯電話、ファクシミリの復旧時期については、電気の復旧とほぼ同時期で

あったが、エリアにより復旧時期に差はあり、順次復旧していく状況であった。 

インターネットは、本庁舎では 3 月 26 日の復電後に利用が可能となった。この時点で

は、サーバ室のフリーアクセスフロア下の水抜きこそ終わっていたが、ケーブル類の交換

は済んでおらず、漏電覚悟の上で利用していた。ケーブル類を交換できたのは、燃料不足

や物流の状況など、様々な要素が重なったことにより、4 月 29、30 日100であった。 

地域イントラネットの被災状況は、発災直後は把握できなかった。調査は、4 月に入っ

てから実施した。総延長 250km のうち、河北・北上・雄勝・牡鹿・渡波地区の 55km ぐ

らいを部分的又は地区全体にわたって喪失していた。集約施設のうち、雄勝総合支所、北

上総合支所及び渡波支所が津波により被災し、ネットワーク機器が全損した。津波到達地

区以外のネットワークは無傷であったため、4 月中旬には、通常どおり稼働できた。4 月 7

日の余震がなければ、もっと早く復旧できたであろう。ネットワークのうち内陸部のノー

ドについては、すべて通常どおり稼働できた。沿岸部については、主要な行政拠点である

総合支所向けに、KDDI の衛星携帯電話を使って電子メール等のサービスを開始した。こ

れは、後にスカパーJ-SAT の衛星通信に切り替えた。このころから、様々な支援の申し出

をいただくようになり、復旧が本格化することとなった。6 月末からは、総務省の第一次

補正予算を活用して、地域イントラネット（光ファイバ網）の復旧に着手したが、被災地

では土地利用規制があること、経路上の土地で 5 ㎞ほど海となっていた地区があったこと

等により、経路の変更が数多く生じた。道路等の復旧の見込みが立たず、沿岸部（河北地

区、北上地区、牡鹿地区の一部）では、光ファイバ網敷設を断念した地区もあった。敷設

可能エリアでは、7 月から工事に着手、10 月頭には復旧したが、台風 15 号の影響で、が

け崩れや道路の沈下等が発生し、敷設したケーブルが、がけ崩れの復旧作業の支障となる

事態も発生した。光ファイバ網の復旧と並行して、総務省の 18GHz 帯 FWA 設置事業の話

も進み、情報政策課の職員は、海岸のみならず山もひとしきり歩き回った。こちらも 10

月にかけて実装された。 

                                                  
100 この 2 日間は、戸籍・住民票等市民課業務、国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金業務、災害弔

慰金等福祉業務、り災証明書等発行業務などの窓口業務は、受付を休止した。 
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（総合支所・支所の建物・ネットワーク被災及び窓口再開状況101） 
 被災状況 復旧状況 

河北・桃生・河南総合支所、蛇田支

所 

※桃生総合支所は非常用発電装置

あり、河北、河南総合支所はなし 

 

被災なし（ただし河北、河南総合支所は非常用発電装置が

なく、UPS（無停電電源装置）のバッテリが切れた後、異

常終了）。窓口業務は 4 月 11 日から再開。 

雄勝総合支所 

※非常用発電装置あり 

 

 

 

津波により全壊。ネットワー

ク機器も全損。5 月 16 日に

仮庁舎へ移転、一部業務再

開。 

河北総合支所とのネットワ

ークを仮復旧（一部新設）、

10 月 3 日窓口業務再開。 

北上総合支所 

※非常用発電装置あり 

 

 

 

津波により全壊。ネットワー

ク機器全損。5 月 30 日に仮

庁舎へ移転、一部業務を再

開。 

河北総合支所とのネットワ

ークを仮復旧。窓口業務を

8 月 1 日に再開。 

牡鹿総合支所 

※非常用発電装置あり 

 

 

 

ネットワーク機器破損。 5 月にバックアップ回線を

用いて渡波支所とのネット

ワーク接続が回復、6 月 13
日窓口業務再開。 

渡波支所 

※非常用発電装置は消防用設備の

みが給電対象 

 

 

ネットワーク機器全損。5 月

23 日から一部業務を再開。

本庁との間のネットワーク

を復旧、6 月 13 日から窓口

業務再開。 

稲井支所、荻浜支所、大原出張所 

 

 

 

 

稲井支所は浸水、荻浜支所及

び大原出張所は建物損壊。 
稲井支所及び荻浜支所は、

仮庁舎完成により 10 月 11
日から窓口業務再開。大原

出張所での窓口業務は不

可。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（津波の直撃を受けた北上総合支所、石巻市提供写真） 

 

                                                  
101 平成 23 年 7 月現在。石巻市情報政策課からの提供資料をもとに作成。ヒアリングにより一部加筆。 
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３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

公共施設を含む市役所全体で稼働しているパソコンは、約 3,000 台ある。情報政策課で

は、本庁舎や総合支所等で使用する 1,300 台を管理している。学校関係については、教育

委員会が管理している。 

本庁舎では、パソコン 23 台、プリンタ 13 台、イメージスキャナ等 12 台が損壊した。

総合支所等では、パソコン 193 台、プリンタ 50 台が、流失又は落下により損壊した。こ

れらの損壊した機器は、総務省の第一次補正予算を活用して、6 月中旬に購入した。 

10 月ころから、組織改編があったり、他都市からの応援職員が急激に増えたりしたほか、

地元の被災者を窓口対応などのために臨時的に雇用したことから、コンピュータの利用者

が 200～300 人程度増えたことにより、アカウント発行やパソコン設置の事務が頻発した。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

本庁舎のファシリティに大きな被害はなかった。停電中、サーバ室の空調は利用しなか

った。冬場の寒い時期であったため、空調がなくても問題はないと判断した。サーバ室の

フリーアクセスフロア下の水抜きが終了した後に、ケーブルの取替え等を行った。 

被災した総合支所等では、仮庁舎の完成（10 月ころ）に合わせて、設備の充実を図った。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

本庁舎では、3 月 28 日から住民票（3 月 11 日時点、続柄なし）の写しの交付を再開し

た。3 月 11 日以降の異動分について、この時点ではシステムへの反映が終わっていなかっ

たため、3 月 11 日時点のバックアップデータを使った。 

本庁（市民課・税務課）、河北総合支所、河南総合支所、桃生総合支所、蛇田支所での窓

口業務（住民票・戸籍に関する諸証明、住民票の異動、戸籍届出、印鑑証明・登録、税諸

証明等）は、基幹系システムの稼働再開に合わせて、4 月 11 日に再開した。窓口業務を開

始するかどうかの判断は、原則として各業務部門が行った。「住基情報（最新）の照会がで

きない状態では窓口再開は難しい」という意見があり、システムが復旧するまでは、窓口

業務を中断していた。 

被害状況調査は 4 月 4 日から始めた。被災証明書・り災証明書は、4 月 14 日から申請

受付を開始した。本庁と総合支所では、津波被害により全壊した住家については、原則と

して受付当日に、事実を確認したうえで証明書を交付した。全壊以外に該当する場合につ

いては、被害状況調査を実施した後に、証明書を交付した。被災者生活再建支援制度や災

害弔慰金等の受付業務も、4 月 14 日から開始した。 

総合支所等での一部業務の再開は、地域イントラネットの復旧に先行して行われたが、

仮庁舎での業務を余議なくされている地区、光ファイバ網の復旧見通しが立っていない地

区等があり、すべての行政機能が震災以前の状態に戻る見通しは、依然として立たない。 
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＜必要であった支援策＞ 

組織改編や、新たな業務に対応するためのパソコン設定に膨大な時間がかかるため、設

定（追加・変更）情報の各パソコンへの配付を自動化できる仕組みがあった方が良い。 

 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

ICT は電気がないと何もできない。「石巻市震災復興計画」でも、停電時のバックアッ

プ電源の整備を図ることとされている。非常用発電装置、太陽光発電システム等の整備が

考えられるが、情報政策課が最低限必要と思われる部分だけでも、5,000 万円程度は必要

となるだろう。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

地域イントラネット（光ファイバ網）については、集約施設間をリング型トポロジー構

成とすることが経済的にも効率が良く、構成としても妥当だと思うが、今回の震災により、

集約施設をつなぐリングの断線が判明したため、徐々にハーフメッシュ化を進め、最終的

には集約施設はフルメッシュに近い構成にしていく必要があるのではないかと考えている。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

基幹系システムのバックアップデータは、磁気テープを本庁舎外（近くの高台にある図

書館）に保管しているが、今回の震災をふまえて、その保管場所が適切かどうか、改めて

考える必要がある。個別システムは、原則として各業務部門が運用管理を行っているが、

本庁舎外へのバックアップに関心があれば使えるようにと、「個別システムのデータを本庁

と河北総合支所の両方のサーバに毎日バックアップする仕組み」を新たに設け、平成 23

年の夏ころから運用を始めている。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

現時点では策定の予定はないが、必要性については十分認識している。 

隣の女川町には東北電力女川原子力発電所があり、原子力災害までを想定すると、検討

すべき項目は膨大である。行政機能を本庁舎の近くに移転することを想定するのか、遠方

（市外）へ移転することを想定するのかによっても、BCP の内容が変わってくる。 
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大地震と巨大津波に襲われた 3 月 11 日は開庁日であった。もし、閉庁日に災害が発生

した場合、どの程度の数の市職員が、本庁舎へ即時に参集可能か、ICT 関連業務の立ち上

げは迅速に行えるのか等、検討すべき事項は多くある。非常時には、他部署の職員がマニ

ュアルを見て機器を動かせるようにすることも必要なことだと考えている。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

複数市町村によるシステムの共同利用は、費用の低減が一番のメリットだと考えている

が、そういった発想ではなく、安全性の向上を目的として、共同利用という言葉を使うべ

きであると考える。通常は、安全性が高ければ高いほど費用がかかるためである。 

システム共同化の成否は、参加する団体の規模にも左右されると思うので、同じぐらい

の規模の団体との個別協定（BCP を含む。）等の中で行うのが、最も望ましいと考えてい

る。自治体クラウドというと話が大きく複雑になるが、参加団体の人口規模をそろえ、か

つ、参加団体の所在する地域が分散している条件下なら、成功しやすいのではないかと考

えている。 

原子力災害の発生による避難を想定した場合、15 万人分の住民情報を抱えたシステムを

どのように避難先へ持っていくのか、技術的にも予算的にも、問題が山積みである。クラ

ウドをもう少し積極的に使ってもいいのではないかとは考えるが、住民情報をクラウド上

に置く場合のリスク管理など、住民の同意を得られるのかどうか、現時点では、まったく

予想できない。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

特になし。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基・税システム 

(福祉・戸籍システムは別管

理) 

停電により利

用不可 
無 なし 3 月 26 日（本

庁舎の商用電

源が復旧） 
 

―データ喪失 一部喪失あり

（雄勝地区の

確定申告デー

タ等） 

有 なし 4 月中旬にサ

ーバ回収する

も復旧不可能

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

月 1 度気テープで本庁舎外

保管、本庁舎内サーバ上で

週 1 度バックアップ（夏か

ら毎日バックアップが可能

に） 

利用可能 
 

無 なし 本庁舎にて 3
月 28 日の窓

口業務の一部

で使用 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電、サーバ

室、本庁舎内

照明のみ非常

用発電装置に

よる給電  

有（電源ケ

ーブル交換

作業） 

なし 本庁舎は 3 月

26 日  
※以後 5 月末

まで市内順次

復電  
庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

ケ ー ブル 水

没、漏電の恐

れあるも使い

続ける 

有（ケーブ

ル交換） 
なし ケーブル交換

は 4 月 29 日・

30 日 

地域イントラ 

（本庁舎―支所間） 

光ケーブル一

部流失 
有（一部） なし 大部分が 10

月には復旧 
 

電話（固定） 利用不可 無 なし 復電と同時期

 
 

電話（携帯） 利用不可 無 なし 復電と同時期

 
 

電話（衛星） 利用可能 無 なし ―※2 
 
 

ファクシミリ 利用不可 無 なし 復電と同時期

 
インターネット 利用不可 有 なし 本庁舎復電後

順次  

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 一部出張所で

流失 
有（一部） デプロイの

自動化 
6 月中旬に購

入 
ホストマシン・サーバ 被害なし 有（雄勝総

合支所の申

告支援シス

テム用サー

バ回収） 

なし 申告支援シス

テム用サーバ

回収は 4 月中

旬 
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設
備
・
人
員 

空調設備 被害なし 無 なし ― 

作業部屋 被害なし 無 なし ― 
ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

4 月 2 週目に導入 5 月連休中 

その他システム 導入なし ― 
 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

被災証明書・り災証明書の申請受付は 4
月 14 日から 
安否確認については避難者名簿を本庁

舎ロビーに掲示 
通常窓口業務 本庁舎一部業務（住民票発行）は 3 月

28 日から、住民票・戸籍に関する諸証

明、住民票の異動、戸籍届出、印鑑証明・

登録、税諸証明等は 4 月 11 日から 
※支所については本文を参照 
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【現地調査報告書⑦――宮城県気仙沼市】 

訪問日時：平成 23 年 11 月 29 日（火） 

訪問先：企画部企画政策課情報化推進室  

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災では、気仙沼市（赤岩）は震度 6 弱を観測した。歴史的大

津波が沿岸地域を襲い、併せて大規模火災が発生するなど未曾有の災害となり、建物用地

の 39％が浸水102するとともに、死亡者 1,026 名・行方不明者 383 名の人的被害103があっ

た（市人口の 1.9%）。 

本庁舎、主要道路から 60m ほど脇道を上った高台にあったため、津波による浸水を免れ、

建物及び事務用機器への大きな被害はなかった。本庁舎に隣接する分庁舎「ワン・テン庁

舎」は 1 階部分が浸水したため、一部の部署が個別に管理していたシステムや機器が損傷

した。 

 ICT 部門概要 

企画部企画政策課情報化推進室は、室長補佐以下 4 名。システムは、住民情報システム（住

基、福祉、税）と内部情報システム（財務、文書管理等）を管理している。情報化推進室

は、本庁舎から 300m ほど離れた場所にある旧気仙沼商工会議所電算センター内にある。

電算センターは、地震の揺れによる被害もなく、津波による浸水もなかった。住民情報シ

ステムのデータは、毎日テープでバックアップを行い、サーバ室内に保管していた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生直後の停電に伴い、サーバ類も停止した。庁内ネットワーク及び地域イントラ

ネットも利用不可となった。携帯電話は、輻輳制限はあったものの、夜 10 時ころまで利

用可能であった。また、衛星携帯電話も利用できた。 

非常用発電装置は、地元の事業者から借り入れた。3 月 15 日から、災害対策本部及び情

報システムへ給電した。システム（仮運用）により、住民情報の照会が可能となった。本

庁舎周辺の商用電源は、17 日に復旧した。復電に伴い、庁内ネットワーク及びインターネ

ットの利用が可能となった。地域イントラネットは、一部でケーブルの流出や切断があっ

た。離島である大島出張所ほか、ネットワーク上で孤立していた一部施設との接続は、9

月末までには回復した。 

 窓口業務再開時期等 

安否確認受付及び死亡届受付は、継続して行っていた。住民票の写し等の発行は、3 月

22 日から順次再開した。 

り災証明書の交付事務（4 月 18 日から）のために、市職員が「り災証明データベース」

を独自に開発した。「被災者支援システム」は、倒壊家屋管理機能のみを使用している。こ

のほか、（独）防災科学技術研究所の提供・支援により、「被災者カルテ管理システム」を

                                                  
102 国土地理院「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水範囲の土地利用別面積」より。 
103 平成 23 年 9 月 30 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 73,489 名。 
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構築した。 

 

１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

気仙沼市は、宮城県の北東端に位置し、東は太平洋に面し、南は宮城県本吉郡南三陸

町、西は岩手県一関市及び宮城県登米市、北は岩手県陸前高田市に接している。仙台駅

からは高速バスで 2 時間半から 3 時間程度、東北新幹線一ノ関駅からは大船渡線で約 1

時間半程度。 

 

 

面積104 333.37 ㎢ 

人口105 73,489 人（25,457 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数106 1,360 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況107 平成 22 年度当初予算：569 億円（一般会計 270 億円、特別会計 169

                                                  
104 気仙沼市ホームページ（http://www.city.kesennuma.lg.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
105 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
106 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
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億円、企業会計 130 億円） 

 

組織体制
108 

7 部、2 総合支所、教育委員会等からなる。 

 

内訳：秘書広報課、総務部（階上出張所、大島出張所を含む。）、企画

部、市民生活部、保健福祉部、産業部、建設部、会計課、ガス

水道部、議会、監査委員、選挙管理委員会、農業委員会、固定

資産評価審査委員会、教育委員会等 

総合支所：唐桑総合支所、本吉総合支所 

 

※平成 23 年 11 月現在 

 

 

（参考）市役所、総合支所、出張所等の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（気仙沼市ホームページから、一部追記） 

 

 

 

                                                                                                                                                  
107 「広報けせんぬま」平成22年4月1日号及び平成23年12月1日号（http://www.city.kesennuma.lg.jp） 

108 気仙沼市ホームページ（http://www.city.kesennuma.lg.jp）、平成 23 年 12 月閲覧 
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１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）109 

 

震度 震度 6 弱（赤岩）（M9） 

浸水地域 18.65 ㎢（市域面積の 5.6%） 

都市計画区域では 9.6 ㎢（区域面積の 20.5%） 

浸水率110：建物用地の 39％ 

死亡者数 1,026 人 ※平成 23 年 9 月 30 日現在 

行方不明者数 383 人 ※平成 23 年 9 月 30 日現在 

被災住家数 25,093 棟（全住家数の 39.3%）、うち 16,438 棟が全壊 

※平成 23 年 9 月 30 日現在 

 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

企画政策課情報化推進室は、、旧気仙沼商工会議所電算センター内（以下、「電算センタ

ー」という。）にある。平成 18 年 3 月 31 日に旧気仙沼市と唐桑町とが合併した際、情報

システムを統合し、この建物に情報化推進室を置いた。サーバ室は電算センター内にある。

だだし、住基関係の一部のサーバは、本庁舎のサーバ室にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旧気仙沼商工会議所電算センター、訪問時撮影） 

 

本庁舎は、鉄筋コンクリート造地上 3 階・地下 1 階建で、昭和 35 年築。電算センター

は、鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 3 階建で、昭和 50 年築である。両建物とも耐震工事

は行っていない。 

本庁舎周辺には、そのほかに、本庁舎と連絡通路でつながる「第二庁舎」、本庁舎に隣接

                                                  
109 気仙沼市震災復興計画「海と生きる」より

http://www.city.kesennuma.lg.jp/www/contents/1318004527115/files/hukkokeikaku.pdf 
110「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水範囲の土地利用別面積

（http://www.gsi.go.jp/common/000060371.pdf）」より、国土地理院、平成 23 年 4 月  
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する分庁舎「ワン・テン庁舎」111がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：気仙沼市本庁舎112、右：本庁舎に隣接する分庁舎「ワン・テン庁舎」＜右手前＞と本庁舎＜奥＞、

訪問時撮影） 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

地震発生直後、本庁舎及び電算センターは停電した。本庁舎及び電算センターは、地震

の揺れによる建物の損壊もなく、津波による浸水もなかった。本庁舎に隣接する分庁舎「ワ

ン・テン庁舎」は、津波により 1 階部分が浸水したため113、高齢介護課、水産課、商工課、

観光課等、10 の課と室の執務室が被災した。唐桑総合支所、本吉総合支所、階上出張所、

大島出張所は、津波による浸水を免れた。水道事務所、市立本吉病院など一部の公共施設

は被災した。 

市災害対策本部は、3 月 11 日の地震発生と同時に本庁内に設置された。夕方には、本庁

舎から直線距離で南へ 3 ㎞ほどの位置にある気仙沼・本吉広域防災センター内に移設され

た。その後、4 月 1 日に本庁内へ戻った。 

 

２．ICT 部門の業務把握 

 

２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 企画部企画政策課情報化推進室 

人数 4 名（室長を除く。） 

場所 旧気仙沼商工会議所電算センター2 階 

管理システム 住民情報システム（住基、福祉、税<一部を除く。>）及び内部情報シ

ステム（財務、文書管理、メール、グループウェア）とそのサーバ管

                                                  
111 商業ビル「ワン・テン」ビルを改装し、庁舎として整備したもの。商業ビルであった時代から市教育

委員会のスペースあり。平成 22 年 8 月に市役所の一部の部署が移転。 
112 出典：http://www.cyber-walker.com/kesennuma/koukyoushiyakusyo.htm 
113 平成 23 年 11 月現在、「ワン・テン庁舎」の 1 階部分は閉鎖されている。 
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理を担当。戸籍システム及びそのサーバは、市民課で管理。 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる情報化推進室は、企画部に属する（危機管理課防災情報係は、総務

部に属する）。 

非常時には、システムの状況確認と業務再開までの対応を各事業者へ依頼することにな

っていた。情報システムに関する非常時の訓練は、特に行っていなかった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

情報化推進室は、平常時は、行政情報化及び地域情報化の推進に関することを行ってい

るが、非常時は、市災害対策本部の指示により動くこととなっていた。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

契約書には、災害時の対応（災害時の参集や復旧担当者の確保等）を想定した条項はな

かった。しかし、非常時には、システムの状況確認と業務再開までの対応を各事業者へ依

頼することになっており、各事業者の連絡先が書かれた紙は、執務室の目に付く場所に掲

示してあった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

 データのバックアップは、毎日夜間に行っている。1 週間を 1 サイクルとして、曜日ご

とに使用するスロットを指定（オートチェンジャを利用）している。バックアップデータ

は、電算センター内に保管している。遠隔地では保管していない。 

 

２－６．「被災者支援システム」114等、類似システムの導入、活用状況 

 

4 月上旬、情報システム委託事業者から「被災者支援システム」のデモ機が提供された。

り災証明書は、市の様式とは合わなかった。すでに 7,500 件（4 月 11 日現在）を超える仮

申請があり、「被災者支援システム」を改修していては、交付開始日（4 月 18 日）に間に

合わない。そこで、データベースに詳しい市職員が、マイクロソフト・アクセスを用いて、

「り災証明データベース」を作り、り災証明書の交付事務に利用する（＝り災証明書の発

行には「被災者支援システム」は使用しない。）こととなった。その後、がれき撤去の担当

                                                  
114 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
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者から、「被災者支援システム」の持つ倒壊家屋の管理機能を利用したい旨の連絡があった

ため、4 月から 5 月にかけて「被災者支援システム」を構築した。がれき撤去の受付管理

では、「被災者支援システム」を利用している。このほか、（独）防災科学技術研究所の提

供・支援により「被災者カルテ管理システム」115を構築した。これらのシステムの構築・

運用に当たっては、既存のサーバを活用した。 

災害対応業務を円滑に行うに当たって、「被災者支援システム」等のシステムは有用であ

ったが、被災後に必要に迫られてシステムの導入を検討したため、導入可能なシステムの

特性や運用管理についての知識がなく、時間等の制約もあり、導入システムの選択は、情

報システム委託事業者などに全面的に依存することとなった。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

3 月 11 日の地震発生後、市内は停電となった。議会開催中であったため、情報化推進室

の職員 4 名のうち 3 名は、本庁舎内で議会対応を行っていた。揺れが収まった後、本庁舎

にいた 3 名は、本庁舎内のサーバ室を確認した。情報化推進室に残っていた 1 名は、電算

センターのサーバ室を確認した。サーバは、停電に伴い異常終了（正常にシャットダウン

せずに停止）したものと UPS 装置（無停電電源装置）により自動でシャットダウンした

ものがあった。電算センター内に保管していたバックアップテープは無事だった。システ

ム関係業務の一部を委託している気仙沼商工会議所へ連絡したところ、東浜街道周辺の水

が引いた後、すぐに来庁してくれた。 

サーバ室の確認を終えた後、情報化推進室 4 名のうち 2 名は、避難所対応等の災害応急

対策業務に従事した。残りの 2 名は、サーバの再稼働に必要な非常用発電装置の準備など

を行った。 

人的な支援は様々なところから受けている。ICT 部門に関しては、8 月 3 日から 15 日

まで 1 名、8 月 16 日から 31 日まで 1 名の延べ 2 名が総務省から派遣された。また、目黒

区、江戸川区等からは、窓口関係、都市計画、土木関係等の人的支援があった。今後 ICT

部門でも、必要があれば、応援を依頼することも考えられる。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

                                                  
115 り災証明発行や、応急仮設住宅入居申込対応、被災者生活再建支援金（危機管理課担当）、災害弔慰

金、災害障害見舞金、二次避難、災害援護資金（社会福祉事務所担当）、等の各種手続きについて、異な

る部署においても入力データの共有及び再利用ができ、被災世帯ごとの手続き申請状況の一元把握が行え

るシステム。防災科研、気仙沼市職員及び兵庫県佐用町（平成 21 年の豪雨で被災経験あり）からの応援

職員とともに構築した。のちに、地元 IT 企業にシステム開発が引き継がれている。 
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3 月 15 日、非常用発電装置からサーバへ電力の供給を始めた。まずは、電算センターに

あるサーバを稼働させた。すべてのサーバで異常がないことを確認し、住民情報システム

（住基、福祉、税等）の仮運用を開始した。非常用発電装置は、出力が十分ではなかった

ため、空調は作動させず、また、燃料が十分ではなかったため、システムを使う時間は午

後 6 時ころまでに制限した。商用電源が復旧するまでは、照会業務にのみシステムを利用

していたため、データのバックアップは取らなかった。 

3 月 17 日に本庁舎周辺の商用電源が復旧してからは、住民情報システム及び内部情報シ

ステムは、通常どおりの運用（データのバックアップを含む。）を再開した。3 月 22 日に

は、戸籍システムが運用を再開した。 

各部門で個別に管理していた情報システム（スタンドアロン）の復旧状況は、次のとお

りである。本庁舎に隣接する分庁舎「ワン・テン庁舎」（1 階部分が浸水）の生活保護シス

テムは 5 月 31 日に復旧、地域包括支援センター業務支援システムは 5 月初旬に仮復旧（8

月 5 日に復旧）している。水道事務所内のガス上下水道料金管理システムは 7 月 1 日に、

公営企業会計システムは 6 月 7 日に、地理情報システムは 8 月 1 日に復旧している。また、

市立本吉病院内の医事システムは 3 月 31 日に、同病院内財務会計・給与システムは 4 月

14 日に復旧している。このほか、平成 23 年 11 月現在、未復旧のシステムもある。 

災害対応業務を行うには、住民情報システム上にあるデータの利用は必須であり、もし

住民情報システムのデータが喪失していたとしたら、業務遂行は相当困難であっただろう。

情報システムを使わずに、7 万 4,000 人を超える住民の、世帯構成から税情報までを把握

することは、途方もなく大変だっただろう。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

地震直後に市内全域は停電し、本庁舎及び電算センターも停電した。固定電話やファク

シミリは不通、地域イントラネット（住民情報系と内部情報系116を物理的に分離）も、停

電と回線寸断のため不通となった。インターネットも使用不可となった。携帯電話は、輻

輳等はあったが、3 月 11 日の夜 10 時ころまでは通話可能であったため、必要な連絡は携

帯電話で行える場合もあった。 

 

【復旧プロセス】 

 3 月 15 日に非常用発電装置により、電源を確保した。非常用発電装置は、市内の事業者

から数台借り受けたと記憶している。危機管理課などに優先的に配置し、一台は電算セン

ターの情報システム用に充てた。これにより、安否確認に必要となる住民情報システムの

                                                  
116 唐桑総合支所、本吉総合支所、大島出張所、階上出張所、公民館、児童館、保育所、共同調理場など

の公共施設 77 施設と本庁舎・電算センター間を接続。 
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稼働とデータの照会が可能となった。3 月 17 日に本庁舎周辺の商用電源が復旧したので、

非常用発電装置は、未復電地域にある総合庁舎や出張所等へ移設した。 

電算センター－本庁舎間のネットワークは、回線が被災していなかったため、復電とと

もに通信可能となった。電算センター－総合支所、出張所、その他の施設との間のネット

ワークは、回線が流出したために、しばらくの間、利用できなかった。 

4 月 1 日に本吉総合支所と階上出張所との間の回線が、5 月 11 日には唐桑総合支所との

間の回線が、住民情報系・内部情報系ともに復旧した。そのほかの出張所、施設との間の

回線も順次復旧した。ただし、海底ケーブルが津波で寸断された大島出張所との間は、情

報システム委託事業者の支援を受け、無線による代替ネットワークを構築して復旧を図り、

住民情報系が 5 月 16 日、内部情報系が 9 月 29 日に復旧した。 

インターネット接続は、本庁舎及び電算センターでは復電後、総合支所等では地域イン

トラネットの復旧にともない利用可能となった。ただし、危機管理課では、発災後、地域

イントラネットの復旧を待たず、独自にインターネット接続環境を整えて情報収集を行っ

ていた。また、ツイッターを用いた情報発信も行っていた。 

携帯電話の復旧時期はキャリアにより異なる。本庁舎周辺には、早い段階で移動基地局

車が入った。本庁舎の固定電話は 3 月 21 日に復旧した。ファクシミリの復旧日は把握で

きていない。 

県等との連絡は、情報化推進室からは取らなかった。危機管理課では、衛星携帯電話等

により連絡を取っていたようであった。 

双方向通信が可能となるインターネットは、非常時の情報収集手段として重要であると

考えている。非常時は、電源の問題もあり、日常的に情報収集手段で利用しているラジオ

やテレビから情報を得られるとは限らない。3 月 11 日の大津波により発生した鹿折地区で

の大規模火災なども、手段が限られたため情報収集が困難であった。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

本庁舎、電算センター、唐桑総合支所及び本吉総合支所では、ハードウェアの損傷はな

かった。本庁舎に隣接する分庁舎「ワン・テン庁舎」では、大津波により一階部分が浸水

したため、パソコンをはじめとするハードウェアは、大きな被害に遭った。内部情報シス

テムに接続している公共施設（公民館・児童館等）では、情報化推進室で管理しているパ

ソコン約 500 台のうち 100 台以上が流出・損傷した。パソコン等機器の支援については、

貸与期間が設けられている場合が多く、その後の代替機器の用立ての見通しが立たない状

況では、受け入れにくかった。OS のライセンスに関しても、同様に期限が設けられてい

る場合があり、復興業務が長期間に及ぶことを考慮し、貸与ではなく現物支援として提供

された機器を優先的に利用することとし、不足する分は新たに購入した。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

本庁舎及び電算センターは、地震の揺れによる建物の損壊もなく、津波による浸水もな



167 
 

かった。地震発生直後、本庁舎及び電算センターは停電したため、サーバ室の空調が停止

した。非常用発電装置でサーバを仮運用していた期間は、空調は作動させなかった。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

住民票の写しは 3 月 22 日から、税証明は 3 月 23 日から、印鑑証明等は 3 月 28 日から、

それぞれ交付業務を再開した。 

り災証明書は、4 月 18 日から交付した。被災者生活再建支援金の申請受付は、5 月 16

日から開始した。 

 

  

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

非常時の電源確保は重要だと考えており、平成 23 年 10 月に策定した市震災復興計画で

は、震災復興を実現する重点事業の一つとして「庁舎の自家発電設備整備等停電時対策」

を盛り込んでいる。平成 23 年度中に、本庁舎、総合支所、出張所に「自家発電設備」を

整備する計画である。 

なお、非常時の通信手段の確保については、具体的な計画はない。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

住民情報系の回線は、電算センター－本庁舎間のみ二重化しているが、サブ回線に切り

替える事態になったことはない。一方の内部情報システムの回線は二重化しておらず、災

害時に回線が寸断された場合、ネットワークはつながらない状態となる。今回、津波によ

って、本土－大島出張所間の海底ケーブルが寸断されたため、無線を利用してネットワー

クを応急復旧させた。ネットワーク環境の多重化の観点から、海底ケーブルが復旧したあ

とも、この無線システムをバックアップ回線として使う可能性はあると考えられるが、具

体的なことは決まっていない。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

 今回の震災では、住民情報システムや内部情報システムのサーバ及びデータに被害はな

かったが、被災した部署・施設において個別に持っていたシステムやデータは、多数失わ

れた。復旧可能なデータもあったが、未復旧のもの、復旧が難しいデータもある。 

そのため、データのバックアップは重要な問題だと認識している。市震災復興計画の重

点事業の一つとして「サーバのクラウドコンピューティング化の検討」がある。クラウド
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化を検討する際には、データの安全性を第一に、次に経費を考えていくことになる。計画

に基づき、行政情報データのバックアップ体制の構築等のため、クラウドコンピューティ

ングの利用を調査・検討等していくことになるが、まだ具体的な話にはなっていない。市

震災復興計画の目標期間は 10年間であるが、インターネット環境の進化を見据えながら、

早急に検討を進めて行きたいと考えている。 

バックアップデータの保管については、震災がなければ、急を要することとして議論の

俎上に上がることはなかったと考えられる。情報システムの安全対策は、予算を確保しに

くい分野であるが、今回の震災でデータ保全の重要性が浮き彫りになり、検討の土台にあ

がったものである。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

必要性は感じているものの、BCP の策定は行っていない。システムやデータの形式、環

境などすべてを考慮する必要があるため、大がかりな計画となること、必ずしも災害対策

と直結しないことが理由である。現状では、ICT 部門の災害対応マニュアルはなく、災害

時の人の動きも、その場の状況に基づきその都度判断しているが、担当職員が 4 名程度で

あるので、全員が災害時の対応を理解している。しかし今後、人事異動などで職員が入れ

替わる場合などを考慮すると、災害対応マニュアルの早急な整備は必要であると考えてい

る。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

クラウド利用の前に、データセンターなどにバックアップデータを預かってもらうなど、

データの遠隔地保管を検討したい。まずは、バックアップテープを定期的に遠隔地保管す

ることが、手軽に取り組むことが可能で、かつ災害が起きてもデータをすべて失うことの

ない方法だと考えている。 

データの外部保管を単独で実施するよりも、複数の市町村が共同で行うようにすれば、

経費の削減という効果があるだろう。しかし、各市町村が情報システムを独自に運用して

いる現状を踏まえると、データの外部保管の共同化をすぐに実現することは困難だと考え

る。 

総合行政ネットワーク（LGWAN）117を使って、他市と気仙沼市でデータを持ち合う提

案があれば、検討の余地はある。県外の団体とであっても、協定を結んでデータを持ちあ

                                                  
117 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
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うことは可能だろう。同じようなシステム運用をしている団体同士であれば、協定締結の

可能性が高まると考えている。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

総務省では、「被災地域情報化推進事業」（自治体クラウド導入事業ほか）の申請を受け

付けているが、期限までに十分に課題を検討することは、気仙沼市では難しい。システム

のクラウド化について、気仙沼市では、未だ計画段階であり、調査検討を行っている最中

である。平成 24 年度以降の予算にも、クラウド導入事業の助成を盛り込んで欲しい。 

複数の市町村が共同でクラウド化を推進するためには、既存システムの運用方針の転換

に多大な時間と労力を要する。新しいシステムの運用は、現行システムの運用と並行して

徐々に切り替えを進めていくものであり、システムの要求仕様や更新時期等について、他

の市町村と足並みをそろえることは簡単ではないと認識している。共同でクラウド化を推

進することについては検討したいが、今年度中に具体化することは困難である。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住民情報システム（住基・

税・福祉） 

（戸籍システムは別管理） 

停電のため、

異常終了また

は自動停止 

無 なし 3 月 15 日（非

常用発電装置

に よ る 仮 復

旧）、通常稼働

は 17 日 
（戸籍は 3 月

22 日） 
―データ喪失 喪失なし 無 なし ―※2 

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

毎日テープで電算センター

内保管 

使用可能だが

利用せず  
無 なし ― 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電  無 非常用発電

装置による

電力供給  

市災対本部及

び情報システ

ムは 3 月 15
日から非常用

発電装置によ

る給電、3 月

17 日に商用

電源復旧 
庁内ネットワーク 

（住民情報系・内部情報系） 

 

停電後使用不

可 
無 なし 3 月 17 日（本

庁舎及び電算

センター内復

電） 
施設間ネットワーク 

(本庁舎―支所・出張所間） 

回線一部流失 有 本土－大島

出張所間は、

事業者の支

援により無

線ネットワ

ークを構築 

本 吉 総 合 支

所・階上出張

所が4月1日、

唐桑総合支所

が 5 月 11 日、

大島出張所は

5 月 16 日（住

民情報系）と

9 月 29 日（内

部情報系） 
電話（固定） バッテリ消耗

後利用不可 
無 なし 

 
3 月 21 日  

電話（携帯） 午後 10 時こ

ろまで利用可

能（輻輳あり）

無 なし 3 月中旬から

移動基地局車

電話（衛星） 利用可能 無 なし ― 
 

ファクシミリ 停電後利用不

可 
無 なし 詳細不明 

インターネット 利用不可 無 なし 
 
 

3 月 17 日（本

庁舎及び電算

セ ン タ ー 復

電） 
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※本庁内災対

本部は独自に

インターネッ

ト 回 線 を 確

保、総合支所

等は、地域イ

ントラ復旧後

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 一部公共施設

で流失 
無 なし 3 月 17 日（本

庁舎及び電算

セ ン タ ー 復

電）、流失分は

一部新規購入 
ホストマシン・サーバ 住民情報系サ

ーバと内部情

報系サーバで

は被害なし、

一部の部署や

公共施設で個

別管理してい

た機器は損傷

あり 

無 なし 3月 15日仮復

旧（住民情報

システム）、17
日から通常運

用（本庁舎及

び電算センタ

ーで商用電源

回復） 

設
備
・
人
員 

空調設備 被害なし 無 なし 3 月 17 日（本

庁舎及び電算

センター内復

電） 
作業部屋 被害なし 無 なし ― 
ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

り災証明書の交付業務では使用せず、倒

壊家屋管理機能のみを利用 
5 月 

その他システム 市職員が「り災証明データベース」を独

自開発、防災科研等の支援により「被災

者カルテシステム」を構築 

4 月中旬 

 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書交付等） 

り災証明書の交付は 4 月 18 日から 

通常窓口業務 3 月 22 日以降、順次再開 
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【現地調査報告書⑧――宮城県東松島市】 

訪問日時：平成 23 年 11 月 25 日（金） 

訪問先：復興政策部復興政策課情報化推進班  

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災で、東松島市は震度 6 強を観測した。沿岸域全域に巨大津

波の襲来があり、建物用地の 65％が浸水118した。死亡者 1,000 名・行方不明者 66 名の人

的被害119があった（市人口の 2.5%）。 

本庁舎は、津波による浸水を免れ、建物及び事務用機器への大きな被害はなかった。 

 ICT 部門概要 

情報化推進班は、情報化の推進、基幹系システム（住基、福祉、税）の管理及び内部系

システム（一部）の管理等を行っている。平成 23 年 4 月にシステムの更新を予定してい

たが、震災により更新時期が 7 月となった。現在の業務内容には、「震災復興に係る情報

処理の総合調整に関すること。」も含まれている。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生直後、市内全域は停電した。本庁舎内の災害対策本部のみ、非常用発電装置か

ら電気が供給された。サーバ類は停電により自動停止した。庁内ネットワーク、インター

ネット及び分庁舎等とのネットワークも、利用不可となった。衛星携帯電話が外部との唯

一の連絡手段となった。情報化推進班の職員は、全員無事であった。発災直後は、サーバ

等の確認を行い、その後は災害応急活動を行った。 

 窓口業務再開時期等 

死亡届の受付は 3 月 14 日から（停電中も継続）、被災証明書の発行は 3 月下旬から、り

災証明書の受付・発行、災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金の申請受付は、4 月

4 日から開始している。市民課窓口では、4 月初旬には、戸籍関係など各種証明書の発行

や転入・転居などの受付を行っている。 

基幹系システムの再稼働は復電後の 3 月 16 日。平成 15 年の宮城県北部連続地震の際に

市職員が独自に構築した「り災台帳システム」を土台として、新たに開発した「り災台帳

システム」の稼働開始は、被災してから 1 か月が経過した 4 月 18 日であった。り災証明

書受付・発行業務は、「り災台帳システム」の稼働を待たずに始まっている。被災者生活再

建支援制度の申請受付は、4 月 20 日から開始している。 

なお、西宮市において開発された「被災者支援システム」は、仮設住宅の入居申込受付

（抽選処理）業務等での活用を検討し、ある程度のセットアップは行ったが、最終的には

使用していない。 

  

                                                  
118 国土地理院「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水範囲の土地利用別面積」より。 
119 平成 23 年 11 月 25 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 42,903 名。 
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１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

宮城県の県都仙台市の北東にあり、広域石巻圏の西端に位置することから、仙台都市圏

とも隣接し、東は石巻市、南は太平洋に面している。仙台駅から JR 仙石線で約 1 時間程

度（震災前）。 

 

面積120 101.86 ㎢ 

人口121 42,903 人（14,013 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数122 344 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況123 平成 22 年度当初予算：244 億円（一般会計 149 億円、特別会計 95 億

円） 

平成 22 年度決算（一般会計）：歳入 160 億円、歳出 153 億円 

組織体制124 6 部、教育委員会等からなる。 

                                                  
120 東松島市ホームページ（http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
121 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
122 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
123 「市報ひがしまつしま」平成 22 年 6 月号及び「平成 22 年度決算状況」資料

（http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/city/zaisei/index.html#zaisei1） 
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内訳：総務部、復興政策部、市民生活部（鳴瀬総合支所、野蒜出張所、

宮戸交付所含む。）、保健福祉部、建設部、産業部、会計管理者、

教育委員会、議会、農業委員会、監査委員、選挙管理委員会、固

定資産評価審査委員会 

 

※平成 23 年 11 月現在 

  

（参考）本庁舎、分庁舎等の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）125 

 

震度 震度 6 強（M9.0） 

死亡者数 1,000 人 ※平成 23 年 11 月 25 日現在 

浸水地域 市街地の約 65%（全国の被災市町村中最大） 

行方不明者数 66 人 ※平成 23 年 11 月 25 日現在 

倒壊建物数 全壊 5,451 戸、大規模半壊 3,046 戸、半壊 2,466 戸、一部損壊

3,558 戸 ※平成 23 年 11 月 25 日現在 

 

 

                                                                                                                                                  
124 東松島市ホームページ（http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/）より、平成 23 年 12 月閲

覧 
125 東松島市復興まちづくり計画（平成 23 年 12 月 26 日）

（http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/kakuka/fukkou/fukkou/jyoho.html） 

鳴瀬庁舎 

野蒜出張所 

宮戸交付所 



175 
 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

本庁舎は、鉄筋コンクリート構造 3 階建で一部軽量鉄骨構造、分庁舎（鳴瀬庁舎）は、

鉄筋コンクリート構造 3 階建となっている。 

平成 15 年 7 月に宮城県北部連続地震126があり、本庁舎（当時は、矢本町役場）が被害

に遭ったため、翌 16 年度に耐震工事（鉄骨等補強）を行った。鳴瀬庁舎は、平成 23 年度

に耐震補強工事を行う予定であったが、3 月 11 日からの大震災の影響で、着工できていな

い状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東松島市本庁舎、東松島市提供写真） 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

3 月 11 日、本庁舎 2 階の 202 会議室は、確定申告受付会場になっていた。4 台のパソコ

ンは、1 階の税務課にある確定申告用のサーバにつないでいた。 

地震直後、本庁舎内を含め、市内全域が停電となった。確定申告受付会場となっていた

本庁舎 2 階の 202 会議室には、非常用発電装置があったため、その部屋が市災害対策本部

となった。その場にあったパソコン 4 台は、資料作成や避難者情報の入力に利用した。避

難者名簿は市災害対策本部に集約し、エクセルファイルに入力した。3 月 14 日から、安否

確認に訪れた住民に情報提供を行った。 

 

２．ICT 部門の業務把握 

 

２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 復興政策部復興政策課情報化推進班 

※3 月 11 日時点では、総務部企画政策課情報化推進班 

                                                  
126 平成 15 年 7 月 26 日の未明から夕方にかけて、宮城県北部を震源とし、最大震度 6 弱以上を 1 日に 3
回観測するという、観測史上にも例をみない連続地震が発生し、重軽傷者 675 名、住家被害 16,060 戸、

被害額 320 億円という大きな被害をもたらした。（宮城県総務部消防課『宮城県北部連続地震の記録』平

成 16 年 3 月から、一部改変） 
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人数 5 名（課長、班長 1 名、担当 3 名） 

場所 本庁舎 2 階 

管理システム 基幹系システム（住基、税、福祉）と、内部情報系システムの一部を

管理している。戸籍システムは、市民課が管理している。サーバは、

確定申告用のみ税務課が管理、そのほかは情報化推進班で管理してい

る。 

平成 23 年 4 月にシステムの更新を予定していたが、震災の影響で延

期となり、基幹系は 7 月から、戸籍は 10 月から、新システムが稼働

した。 

 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる復興政策課情報化推進班は、復興政策部に属する（防災交通課は、

総務部に属する）。 

東松島市は、旧矢本町と旧鳴瀬町が平成 17 年 4 月 1 日に合併して誕生した。市地域防

災計画は、平成 17 年度に策定し、その後、災害時における職員の初動マニュアル等を整

備している。非常時は、初動対応としてサーバやネットワーク機器等の点検を行うが、そ

の後は災害応急活動にあたることになっていた。通常の体制への復帰手順や、業務の優先

順位付けについての決まりは、特になかった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

平常時は、情報化の推進やシステムの管理等を行い、非常時は、市災害対策本部を中心

として動くこととなっていた。 

なお、現在の業務内容には、「震災復興に係る情報処理の総合調整に関すること。」も含

まれている。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

契約書には、災害時の対応（災害時の参集や復旧担当者の確保等）を想定した条項はな

かった。情報システム委託事業者への委託内容は、ハードウェアの保守、システムの保守

及びシステム運用の支援であった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

バックアップは、日々差分を、週一回全件を、それぞれ DAT テープに保存し、本庁舎 1

階の金庫で保管していた。新システムが稼働した平成 23 年 7 月以降は、メディアが LTO
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に変わった。また、バックアップメディアは、サーバ室で保管するようになった。平成 23

年 11 月現在、サーバ室以外での保管を検討している。 

 

２－６．「被災者支援システム」127等、類似システムの導入、活用状況 

 

「被災者支援システム」は、事業者（7 月から情報システムを委託することになってい

た事業者）を通じて、3 月中にはその存在を知り、仮設住宅の入居申込受付（抽選処理）

での活用を試みた。データの整理を途中まで行ったが、最終的にはエクセルを使って抽選

処理を行った。「被災者支援システム」の「仮設住宅管理システム」には、市が活用を希望

した仮設住宅の抽選に関する機能はあったものの、「何某が仮設住宅への入居を希望してい

る」という情報しか入力することができず、入居場所の第一希望・第二希望・第三希望と

いった情報は、入力することができなかった。この点が市の考えとは異なっていたため、

活用を断念した。被災市町村が利用できる災害業務支援システムとしての「被災者支援シ

ステム」の存在は、とても貴重だと認識しているが、市の考えに忠実でないシステムを新

たに稼働させるのは難しかった。同様に、救援物資等の入出庫を管理する「被災者支援シ

ステム」の「緊急物資管理システム」についても、データが消せない等の問題があり、活

用には至らなかった。「被災者支援システム」を土台として、各種のカスタマイズの支援が

受けられることが望ましかった。 

結局、平成 15 年の宮城県北部連続地震の際に市職員が独自に構築した「り災台帳シス

テム」を土台として、新たなシステムを開発することとなった。システムには、被害状況

を重ね合わせて図示できる地図が必要となったため、下水道課で運用管理を行っている

GIS（地理情報システム）の保守事業者（仙台市内）へ開発を依頼した。この事業者は、

発災数日後に「何かできることはないか」と市に駆け付けていた。この事業者とともに、

窓口担当職員へのヒアリングを実施、時間をかけて作り込みを行った。住民情報の「り災

台帳システム」へのセットアップは、情報化推進班の職員が行った。データ連携のための

住基システムからの情報抽出及び GIS への反映作業は、通常運用で毎月行っていたため、

対応には慣れていた。念のため、一般電話復旧後に、改めて住民情報の抽出方法を住基シ

ステムの委託事業者へ確認し、3 月 11 日時点の住民情報を「り災台帳システム」へセット

アップした。その後の作業は、り災証明書の発行窓口と協働で行った。4 月 18 日にシステ

ムが完成した。 

り災証明書の受付・交付業務は、システムの完成を待たずに、4 月 4 日から開始した128。

津波被害は即日交付し、地震被害もある場合は調査の後､後日交付した。これは、「早くり

災証明書が欲しい」という住民からの要望に応える形で実施されたものである。本来であ

れば、り災台帳の整備と、台帳にある情報の地図上への配置を行った後に、窓口業務を開

始するのが理想であったが、住民からの要望を優先させた。システム稼働前は、窓口で聞

                                                  
127 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
128 東松島市では、災害の事実を証明する「被災証明書」（住家以外の全ての被害を証明するもので､被災

した場合の休業証明など各種制度の手続きに必要な証明書）については、3 月下旬から発行している。 
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き取った内容を紙に記録しておき、4 月 18 日からそれらの情報をシステムへ入力した。窓

口での聞き取り内容とシステム上の情報とに差異が生じたため、調整が大変であった。さ

らに、り災証明書発行の際の世帯認定の取り扱いについて、3 月中に担当部門間で協議を

行っていたが、4 月以降、国から通知があり、作業のやり直し等も発生した。被災者生活

再建支援制度の申請受付は、4 月 20 日から開始した。 

市税等の減免処理については、「り災台帳システム」の情報を一括で税務システムへ取り

込み、その後の異動分は、職員が随時システムへ反映させていった。その後、「り災台帳シ

ステム」上に蓄積された各種情報は、義援金・弔慰金管理システムなどの関連システムで

活用した。これら関連システムも、「り災台帳システム」の開発事業者へ開発を委託した。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

地震発生時、情報化推進班の職員は、全員本庁舎内にいて、無事であった。本庁舎に被

害はなかった。分庁舎等では、鳴瀬庁舎と宮戸交付所は被災しなかったが、野蒜出張所で

は津波被害に遭い、建物内の機器が一部流出した。 

情報化推進班の職員は、発災直後、本庁舎内のサーバやネットワーク機器の状況確認を

行ったのち、市災害対策本部で利用するパソコンの準備を行った。基幹系システムの委託

事業者からは、電話による状況確認の連絡があった。 

その後は、安否確認窓口及び災害相談窓口において、住民対応を行った。 

発災後は、マンパワーが足りなかった。災害時相互応援協定を結んでいた北海道更別村

からは、発災後最も早くに応援職員を派遣していただき、大変有り難かった。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

サーバ室は、地震の揺れによりラックが歪んだが、それ以外の被害はなかった。発災直

後は、市内全域で停電となった。サーバは、UPS 装置（無停電電源装置）からの給電に切

り替わったのち、自動でシャットダウンした。サーバ機器の被災はなかったため、住民情

報等データの損失はなかった。 

 

【復旧プロセス】 

3 月 15 日 14 時ころ、本庁舎の復電に伴いサーバ等の機器の稼働テストを行った。異常

がないことを確認して、翌 16 日からシステムの運用を再開した。市民課窓口では、4 月初

旬には、戸籍関係など各種証明書の発行や転入・転居などの受付を行っている。システム

再開から窓口再開まで 2 週間近く要しているのは、人命救助、行方不明者の捜索活動を最
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優先に取り組んでいたためである。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

市内全域で停電した。本庁舎内の一部（市災害対策本部）のみ、非常用発電装置から電

気が供給されていた。 

庁内ネットワーク（基幹業務系と内部情報系は、論理的に分離）も、サーバ同様、直接

の被害はなかったが、停電により利用不可となった。 

地域イントラネットは、平成 12 年度の総務省「地域イントラネット基盤施設整備事業」

を利用して、旧矢本町と旧鳴瀬町でそれぞれ整備していたものを、平成 17 年 4 月の合併

時に両町間を結び、統合したものである。旧矢本町役場が現在の本庁舎であり、本庁舎―

鳴瀬庁舎（旧鳴瀬町役場）間及び鳴瀬庁舎―野蒜出張所―宮戸交付所間が、光ファイバで

つながっている。野蒜出張所周辺が津波被害に遭い、ケーブルが流出したため、野蒜出張

所及び宮戸交付所は、ネットワークから孤立状態となった。本庁舎から野蒜出張所や宮戸

交付所へは、直接のケーブルは敷かれていない。 

電話（固定、携帯）とファクシミリは、発災直後は利用可能であったが、しばらくした

ら不通となった。本庁舎では 1 台保有していた衛星携帯電話が、外部との唯一の連絡手段

となった。 

インターネットも、停電により利用不可となった。 

 

【復旧プロセス】 

本庁舎は、3 月 15 日に復電した。本庁舎内の復電に伴い、庁内ネットワークも、本庁舎

内のみ復旧した。被害の特に大きかった沿岸地域や宮戸地区を除き、3 月中には、ほぼ市

内全域で復電した。 

地域イントラネットは、復旧に取り組んでいるが、鳴瀬庁舎―野蒜出張所―宮戸交付所

間は、断線したままの状態である。 

携帯電話は、本庁舎周辺では、3 月 17 日ごろから順次利用できるようになった。 

固定電話の復旧は、3 月 20 日ごろであった。ファクシミリも、固定電話の復旧に合わせ

利用可能となった。 

インターネットは、3 月 15 日に本庁舎内が復電した時には利用できなかったため、市災

害対策本部から対応を求められ、NTT へ連絡、17 日から利用可能となった。この間は、

市の公式ホームページの更新も不可能であった。 

4 月 7 日の最大余震（震度 6 弱）では、再度停電（翌日に復旧）、固定電話や携帯電話も

一時通話不能となった。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 
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本庁舎及び鳴瀬庁舎（分庁舎）にあったハードウェアに被害はない。本庁舎内の復電（3

月 15 日）と同時に稼働した。 

出張所等の一部では、大津波による機器の流失等があった。外部からの支援を受けたも

のもあるが、平成 23 年 6 月に策定の「東松島市震災復興基本方針」に基づく公共施設の

復旧に併せて、復旧させる予定となっている。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

ファシリティに関しては、特に被災はなかった。サーバ室の空調は、停電中は運転を停

止した。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

死亡届の受付は 3 月 14 日から（停電中も継続）、被災証明書の発行は 3 月下旬から、り

災証明書の受付・発行は 4 月 4 日から、それぞれ開始している。災害弔慰金、災害障害見

舞金、災害援護資金の申請受付も、4 月 4 日から開始している。市民課窓口では、4 月初

旬には、戸籍関係など各種証明書の発行や転入・転居などの受付を行っている。 

基幹系システムの再稼働は復電後の 3 月 16 日。平成 15 年の宮城県北部連続地震の際に

市職員が独自に構築した「り災台帳システム」を土台として、新たに開発した「り災台帳

システム」の稼働開始は、被災してから 1 か月が経過した 4 月 18 日であった。り災証明

書受付・発行業務は、「り災台帳システム」の稼働を待たずに始まっている。被災者生活再

建支援制度の申請受付は、4 月 20 日から開始している。 

西宮市において開発された「被災者支援システム」は、仮設住宅の入居申込受付（抽選

処理）業務等での活用を検討し、ある程度のセットアップは行ったが、最終的には使用し

ていない。 

 

＜必要であった支援策＞ 

電源に関しては、避難所等への電源車等の配備が必要であった。通信インフラについて

は、衛星携帯電話、衛星通信回線、データ通信カード等の支援が必要であった。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

本庁舎内の非常用発電装置で、必要最小限の機器へ給電されれば、初動対応には問題な

いと考えている。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 
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現状では、いずれも予算面から難しいと考えている。ネットワーク接続している庁舎や

出張所等のうち、一部は島にあるためルートが限られ、重層化が困難なものもある。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

住民情報等のバックアップについて、同時に被災しないと考えられる遠隔地に保管する

ことは重要だと思う。しかし、個人情報が含まれるため、データの運送・保管方法につい

ての検討が必要だと考えている。例えば、個人情報保護の観点から、保管先と協定を結ぶ

等の対応が考えられる。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

防災交通課が策定主体となるものと思われる。現時点では震災対応の最中であり、今後

のことまでは、まだ十分に手が回らない状況にあるが、災害時における行政機能の強化の

一つとして、BCP の策定も取組み項目の 1 つになるものと思われる。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

市町村間によるシステムの共同利用は、サーバ機器の購入費や保守管理費等の削減に期

待しているが、同じ業務内容でも市町村によって運用に少しずつ違いがある。条例に合わ

ない部分は、個別にシステムを構築する必要が生じ、逆に負担が増えるのではないかとい

う懸念がある。システムの共同利用を目指して、業務の見直しを行う場合には、住民サー

ビスが低下しないように、細心の注意を払う必要がある。 

クラウドサービスの利用には、セキュリティが確保された回線が必要になる。国は総合

行政ネットワーク（LGWAN）129の活用を考えていると思われるが、回線を太くするには、

負担金の増加が想定される130。回線の重層化やセキュリティの強化に対応するため、シス

テムの共同利用と同様、負担金が増加するのではないかと懸念している。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

ICT 分野に関しては、特になし。  
                                                  
129 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
130 宮城県内市町村における LGWAN のアクセス回線は、県が構築した「みやぎハイパーウェブ」である。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基・税・福祉システム 

(戸籍システムは別管理) 

停電後自動シ

ャットダウン

無 なし 3 月 16 日（シ

ステムが再稼

動した日） 
 
 

―データ喪失 喪失なし 無 なし ―※2 
 

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

週一度テープで本庁舎内保

管 

利用可能だが

利用せず  
無 なし ― 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電、本庁舎

2 階災害対策

本部のみ非常

用発電装置に

よる給電  

無 電源車によ

る大規模避

難所等への

電源供給  

3 月 15 日 
※ 本 庁 舎 の

み、市内は 3
月中に順次復

電  
庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

停電後利用不

可 
無 導通試験等  3 月 15 日（本

庁舎内復電） 
地域イントラ 

（本庁舎―支所間） 

一部流失 有（一部） 無線LAN等

の代替通信

設備 

ケーブル流失

区間は不通の

まま  
電話（固定） 停電後利用不

可 
無 衛星電話の

台数補充  
 

本庁舎は 3 月

20 日ころ 

電話（携帯） 停電後利用不

可 
無 同上 本庁舎周辺で

は 17 日ころ

から順次 
電話（衛星） 利用可能 無 同上 ― 

 
ファクシミリ 停電後利用不

可 
無 なし 本庁舎は 3 月

20 日ごろ 

インターネット 利用不可 有 臨時衛星通

信回線やデ

ータ通信カ

ード等の支

援  
 
 

3 月 17 日  
 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 一部の出張所

等で流失 
有（一部） なし 3 月 15 日（本

庁舎内復電）、

流出分は支援

や新規購入 
ホストマシン・サーバ 被害なし 無 なし 3 月 15 日（本

庁舎内復電）
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設
備
・
人
員 

空調設備 被害なし 無 なし 3 月 15 日（本

庁舎内復電）

作業部屋 被害なし 無 なし ― 
ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

発災後情報システム委託事業者から情

報入手、導入を試みたが活用には至らず

― 

その他システム 「り災台帳システム」を独自開発 4 月 18 日 
 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

安否確認・死亡届受付は 3 月 14 日から

り災証明書受付・発行は 4 月 4 日から 

通常窓口業務 4 月初旬以降順次開始 
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【現地調査報告書⑨――宮城県南三陸町】 
訪問日時：平成 24 年 1 月 20 日（金） 

訪問先：復興企画課情報化推進係 

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災で、南三陸町は震度 6 弱を観測した。浸水深が最大 20m

を超える津波により、建物用地の 52％が浸水131した。死亡者 566 名・行方不明者 310 名

の人的被害132があった（町人口の 5.0％）。 

木造 2 階建の本庁舎（行政第一庁舎）は、津波により全壊した。また、本庁舎に隣接す

る防災対策庁舎（重量鉄骨構造1333 階建）は、屋上（地上から約 12m）も、津波に飲み込

まれた。行政機能が一時的に麻痺した。 

 ICT 部門概要 

情報化推進係は、3 月 11 日時点では企画課に属し、係長以下 3 名（うち 1 名は、広報公

聴担当者）の体制であった。システムは、基幹系システム（住基・税・福祉等）及び内部

情報系システム（シンクライアント及び文書管理等）を担当していた。 

フルバックアップは週 1～2 回、差分バックアップは毎日、テープ及びストレージ上に

保存し、電算室内で保管していた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

電算室は、防災対策庁舎の 2 階にあったため、サーバ及びバックアップテープも滅失し

た。町災害対策本部は、スポーツ交流村の町総合体育館（ベイサイドアリーナ）へ移転し

た。3 月 22 日、スポーツ交流村のテニスコート内に、仮庁舎 1 棟目が完成した。電源は、

非常用発電装置のみであった。3 月 22 日以降、情報システム委託事業者から、基幹系シス

テム（住民情報は 3 月 4 日時点）、内部情報系システム、「り災証明書発行システム」等一

式（仮サーバ、パソコン及びプリンタを含む。）の提供を受けた。商用電源は 5 月連休中

に復旧した。戸籍は、管轄法務局で保存していた戸籍の副本等に基づき、平成 23 年 1 月

下旬までのデータを法務局において再製（平成 23 年 4 月下旬完了）、そのデータを使って

システムを復旧させた。 

 窓口業務再開時期等 

3 月 28 日から一部窓口業務（住民票・印鑑証明書・転出等の届出・死亡届の受付等）を

再開した。4 月 3 日から、11 か所の避難所において、順次、「り災証明書・被災証明書」

の申請受付を開始した。この時点では、証明書発行の方法等については、検討中だった。

家屋の被害状況調査は 4 月 4 日から行い、り災証明書の発行は 5 月上旬から行った。被災

者生活再建支援金の申請受付は 4 月 14 日から、災害義援金の申請受付は 5 月 17 日から、

                                                  
131「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水範囲の土地利用別面積」（国土地理院、平成

23 年 4 月） 
132 平成 24 年 1 月 11 日 17:00 現在、宮城県災害対策本部公表「東日本大震災における被害等状況」から。

平成 22 年 10 月現在の人口は 17,429 名。 
133 東日本大震災により「公有財産台帳」が滅失しているため、正確にはわからない。 
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災害弔慰金の申請受付は 6 月 1 日から、それぞれ開始した。 

その後、「被災者支援システム」を導入することとなり、システムの構築及び既存データ

の移行を実施するため、9 月中旬の 1 週間、兵庫県西宮市から職員 2 名が派遣された。そ

の後、各業務部門においてデータの整備を行い、11 月から本格的に稼働している。 

 

 

１．調査団体の基本データ 
 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map より） 

 

宮城県の北東部、南三陸金華山国定公園の中心に位置し、東は太平洋、三方を山に囲ま

れている。平成 17 年に志津川町と歌津町が合併し、南三陸町となった。北は気仙沼市、

西は登米市、南は石巻市にそれぞれ隣接している。 

 

面積134 163.74 ㎢ 

人口135 17,429 人（5,295 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数136 353 人 ※平成 22 年 4 月現在 

                                                  
134 「平成 22 年全国都道府県市区町村別面積調

(http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/201010/opening.htm)」（国土地理院）、平成 24 年 1 月

閲覧 
135 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
136 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
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財政状況137 平成 22 年度当初予算：141 億円（一般会計 75 億円、特別会計 43 億

円、企業会計 23 億円） 

平成 22 年度決算（一般会計）：歳入 87 億円、歳出 82 億円 

組織体制138 9 課、歌津総合支所、上下水道事業所、教育委員会、公立志津川病院

等からなる。 

 

内訳：総務課、復興企画課、復興事業推進課、町民税務課、保健福祉

課、環境対策課、産業振興課、建設課、危機管理課 

 

※平成 24 年 1 月現在 

 

  

 

（参考）仮庁舎、歌津総合支所地図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等） 

 

                                                  
137 南三陸町ホームページ

（http://www.town.minamisanriku.miyagi.jp/modules/gyousei/index.php?cat_id=72）及び「広報みな

みさんりく」平成 23 年 12 月号、平成 24 年 1 月閲覧 
138 南三陸町ホームページ

（http://www.town.minamisanriku.miyagi.jp/modules/gyousei/index.php?cat_id=3）、平成 24 年 1 月閲

覧 

歌津総合支所 

仮庁舎、町総合体育館 
役場庁舎 

歌津総合支所

仮事務所 
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震度139 震度 6 弱（M9） 

浸水率140 建物用地の 52％ 

死者数141 566 名 ※平成 24 年 1 月 11 日現在 

行方不明者数 310 名 ※平成 24 年 1 月 11 日現在 

住家被害数 全壊 3,142 棟 半壊 166 棟 一部損壊 1,214 棟 ※平成 24 年 1

月 11 日現在 

避難者数 8,719 名 ※平成 23 年 4 月 3 日現在 

町職員被災状況142 死亡者 33 名、行方不明者 6 名 ※平成 23 年 12 月 21 日現在 

 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

本庁舎（行政第一庁舎）は、昭和 32 年建築の木造 2 階建であった。本庁舎に隣接する

防災対策庁舎は、重量鉄骨構造1433 階建（地上から約 12m）、平成 8 年に竣工した。電算

室は、防災対策庁舎の 2 階にあった。 

大津波の襲来により、本庁舎は倒壊し、防災対策庁舎は鉄骨だけが残った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（防災対策庁舎<右>、本庁舎跡地<左>、訪問時撮影） 

 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

                                                  
139 「南三陸町震災復興計画」（南三陸町、平成 23 年 12 月 26 日） 
140 「平成 23 年東北地方太平洋沖地震 市区町村別津波浸水範囲の土地利用別面積」（国土地理院、平成

23 年 4 月） 
141 宮城県災害対策本部公表「東日本大震災における被害等状況」、行方不明者数及び住家被害も。 
142「地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討会報告書」（総務省消防庁、平成 23
年 12 月） 
143 東日本大震災により「公有財産台帳」が滅失しているため、正確にはわからない。 
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防災対策庁舎 2 階に、町災害対策本部が設置された。防災行政無線では、津波避難の呼

びかけを行っていた。当初は 6m と放送、そのうち 10m と放送された。津波の来襲により、

防災対策庁舎にいた職員は、庁舎屋上へと避難を開始した。15 時 25 分頃には、防災対策

庁舎屋上も津波にのみ込まれ、助かったのは、10 人程の職員だけであった144。本庁舎は倒

壊し、防災対策庁舎は鉄骨だけが残った。生き残った職員は、流れ着いて屋上の手すりに

絡まっていた養殖用のロープを体に巻きつけて、地上へ降りた。 

町災害対策本部は、本庁舎から数 km 離れた高台にある、スポーツ交流村の町総合体育

館（ベイサイドアリーナ）へ移転した。町総合体育館には、非常用発電装置があった。役

場職員は、町内に 30 か所以上開設された避難所の対応にあたった。道路の応急復旧が済

むまでは、徒歩で山道を歩き、各避難所と町災害対策本部とを往復した。外部から情報を

得る手段はラジオのみだった。 

3 月 22 日、スポーツ交流村のテニスコート内に、仮庁舎 1 棟目が完成した。電源は、非

常用発電装置のみであった。3 月 28 日からは、住民票発行などの一部窓口を再開した。こ

のころ、支援により衛星携帯電話が届いた。3 月下旬には、宮城県から防災資機材が提供

された。 

10 月までに仮庁舎は順次増設され、平成 24 年 1 月現在、全 16 棟で業務を行っている。 

 

本庁だけでなく、歌津総合支所も津波被害があり、5 月 23 日に歌津庁舎から約 1.5km

離れた体育施設「平成の森」内に仮事務所を開設し、5 月 25 日から窓口業務を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：南三陸町役場仮庁舎、右：テニスコート内に置かれた非常用発電装置、訪問時撮影） 

  

                                                  
144「地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討会報告書」（総務省消防庁、平成 23
年 12 月）【附属資料】参考事例集【事例 1】南三陸町（宮城県）：浸水想定区域内に立地した庁舎の被害 
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（左：仮設庁舎全景、右：仮設庁舎配置図、訪問時撮影） 

 

２．ICT 部門の業務把握 
 
２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 企画課情報化推進係（3 月 11 日時点） 

※平成 23 年 5 月 1 日から総務課情報化推進係、平成 24 年 1 月 1 日か

らは復興企画課情報化推進係 

人数 3 名（係長 1 名、係員 2 名 ※係員のうち 1 名は、広報公聴担当者）

場所 本庁舎 1 階 ※3 月 11 日時点 

管理システム 基幹系システム（住基・税・福祉介護・国保等）及び内部情報系シス

テム（庁内 LAN<シンクライアント>・文書管理等）を担当。戸籍シ

ステムは業務部門で管理（防災対策庁舎のサーバ室内）。 

 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

 非常時は、町地域防災計画に沿って行動することとなっていた。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

平常時における情報化推進係の分掌事務は、広報・公聴、地域情報化及び行政情報化等

である。非常時は、情報の収集と発信を行うこととなっていた。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

町災害対策本部 
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情報システム委託事業者は、隣接する登米市にも事業所があり、システム障害発生時は

30 分程度での来庁が可能であった。大量印刷等の運用処理は業務委託していたため、ほぼ

毎日来庁していた。業務委託契約書には、災害時の対応（災害時の参集や復旧担当者の確

保等）を想定した条項はなかった。 

震災前から、基幹系システムの更新を予定していた。事業者の選定は公募型プロポーザ

ル方式により行い145、平成 23 年 2 月には受託候補者も決定していた。受託候補者は、平

成 17 年の合併時に選定した事業者と同じだった。新システムは、これまでどおり、自庁

処理型（サーバ及び端末機器を庁舎内に設置し、大量印刷等の運用処理は業務委託、即時

処理は庁舎内で処理する形態）とし、本稼動時期は平成 24 年 1 月 1 日の予定だった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

フルバックアップは週 1～2 回、差分バックアップは毎日、テープ及びストレージ上に

保存し、電算室内で保管していた。システムによっては、業務部門がバックアップを行っ

ているものもあった。 

 

２－６．「被災者支援システム」146等、類似システムの導入、活用状況 

 

町災害対策本部では、まず、避難者名簿の作成と集約に取りかかった。各避難所での名

簿作成は、その場にあった紙や支援物資として届けられた鉛筆やペンなどを使い、手書き

で行った。本部で避難者名簿の集約を行う際は、町総合体育館にあったパソコン数台を利

用した147。電源は、非常用発電装置のみだった。 

スポーツ交流村テニスコート内に仮庁舎 1 棟目が設置された 3 月 22 日以降、情報シス

テム委託事業者から、「り災証明書発行システム」一式（仮サーバ、パソコン及びプリンタ

を含む。）の提供を受けた。4 月 3 日から、11 か所の避難所において、順次、「り災証明書・

被災証明書」の申請受付を開始した。この時点では、証明書発行の方法等については、検

討中だった。家屋の被害状況調査は 4 月 4 日から行い、り災証明書の発行は 5 月上旬から

行った。被災者生活再建支援金の申請受付は 4 月 14 日から、災害義援金148の申請受付は

5 月 17 日から、災害弔慰金の申請受付は 6 月 1 日から、それぞれ開始した。 

被災者に関する情報は、エクセルやアクセス等を用いて、各業務部門が個別に収集・蓄

積・管理を行っていたこともあり、被災者に関する情報を一元的に管理でき、多目的に使

                                                  
145 南三陸町ホームページ - 公募型プロポーザル公告（平成 22 年度分）

(http://www.town.minamisanriku.miyagi.jp/modules/nyusatsu/index.php?content_id=52) 
平成 24 年 3 月閲覧 

146 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
147 スポーツ交流村は、平成 21 年 4 月から指定管理者が管理運営を行っていた。 
148 南三陸町では、災害義援金は、住家が半壊した場合のみ申請を必要とし、全壊及び大規模半壊場合は

被災者生活再建支援金の申請をしていれば、改めての申請は不要とした。 



191 
 

えるシステムとして、「被災者支援システム」を導入することとなった。システムの構築及

び既存データの移行を実施するため、9 月中旬の 1 週間、兵庫県西宮市から職員 2 名が派

遣された。ノートパソコンをサーバとして構築した。その後、各業務部門においてデータ

の整備を行い、11 月から本格的に稼働している。り災証明書の発行業務は、情報システム

委託事業者から提供された「り災証明書発行システム」から「被災者支援システム」へと

切り替えた。災害義援金等の交付事務や仮設住宅の入退居等の事務でも、「被災者支援シス

テム」の活用を検討している。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 
 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

地震発生時、情報化推進係職員は、本庁舎内にいた。情報の収集と発信を行うため、防

災対策庁舎に設置した町災害対策本部に貼り付いたが、停電となり、情報収集手段がなく

なった。サーバ等機器の確認をするために、本部の隣にあった電算室へ向かった。当日は、

情報システム委託事業者が電算室内にいた。サーバラックが倒れていた。UPS（無停電電

源装置）が鳴っていた。急いでサーバのシャットダウン処理をした。津波襲来の知らせを

聞き、慌てて防災対策庁舎屋上へ避難した。翌朝、流れ着いて屋上の手すりに絡まってい

た養殖用のロープを体に巻きつけて、地上へ降りた。 

兵庫県西宮市からは、ITC 関連書類などの作成支援を行うため、4 月 25 日から 5 月 6

日までは 2 名、4 月 29 日から 5 月 13 日までは 1 名、情報政策部の職員が派遣された。149 

平成 24 年 1 月現在、役場全体で 20 人ほどの応援職員がおり、主に窓口業務や建設・復

興事業の業務に従事している。派遣の時期や期間は、人により異なっている。1 週間程度

で入れ替わることが多いということもあり、応援職員共通のアカウントを作り、照会・発

行業務等を行っている。長期の応援職員については、内部情報系システムも使えるように

している。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

地震の揺れにより、サーバラックが倒れた。 

その後、大津波が襲来し、防災対策庁舎の屋上を超えた。150 

                                                  
149 西宮市ホームページ：宮城県南三陸町への情報関連業務の支援について

（http://www.nishi.or.jp/Press/contents/00000632.html）、平成 24 年 3 月閲覧 
150 南三陸町ホームページ - 南三陸町役場防災対策庁舎屋上から撮影した津波の状況写真

（http://www.town.minamisanriku.miyagi.jp/modules/gyousei/index.php?content_id=262）、平成 24 年

3 月閲覧 
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【復旧プロセス】 

スポーツ交流村テニスコート内に仮庁舎 1 棟目が設置された 3 月 22 日以降、情報シス

テム委託事業者から、基幹系システム（住民情報は 3 月 4 日時点）、内部情報系システム

等一式（仮サーバ、パソコン及びプリンタを含む。）の提供を受けた。それらを利用して、

3 月 28 日から一部窓口業務（住民票・印鑑証明書・転出等の届出・死亡届の受付等）を再

開した。 

住民情報は、3 月 4 日から 11 日までの異動分のデータがなくなった。内部情報系システ

ムは、電算室内で保管していたバックアップテープも流されたため、データの復旧は不可

能となった。確定申告の情報については、3 月 7 日分までは税務署へ送付していたため、3

月 8 日から 11 日までの 4 日間分がなくなった。 

戸籍は、管轄法務局で保存していた戸籍の副本等に基づき、平成 23 年 1 月下旬までの

データを法務局において再製151（平成 23 年 4 月下旬完了）、そのデータを使ってシステム

を復旧させた152。 

役場では、震災前から、基幹系システムの更新を予定していた。新システムは、これま

でどおり、自庁処理型（サーバ及び端末機器を庁舎内に設置し、大量印刷等の運用処理は

業務委託、即時処理は庁舎内で処理する形態）とし、本稼動時期は平成 24 年 1 月 1 日の

予定だった。仮庁舎では、この先も電算室の場所を確保できる状況にはなかった。情報シ

ステム委託事業者の協力により仮復旧したシステムは、仮庁舎内に置いていた。夏は仮庁

舎内が相当暑くなることも予想され、仮復旧したシステムで使用している機器が、故障し

ないか心配だった。そのため、システム更新後のことも考え、仮サーバは、7 月から 8 月

にかけて、データセンターへ移設した。新システムも、自庁処理型ではなく、ハウジング

サービスを利用することとした。ただし、戸籍は、法務省の指導があり、仮庁舎内に置い

ている。 

なお、回線やネットワーク機器は、仮復旧の状態であり、平成 24 年度以降に対応する

予定であるとのこと。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

本庁舎は、地震発生直後に停電した。防災対策庁舎には、非常用発電装置が整備されて

                                                  
151 通常、戸籍正本が滅失したときは、法務局に保存されている戸籍副本等により、市町村が再製作業を

行う。東日本大震災の被災市町村においては、震災関係の様々な事務があり、戸籍の再製作業を迅速に行

えるような状況ではなかったことから、仙台法務局民事行政部戸籍課及び盛岡地方法務局戸籍課において、

津波により損壊した法務局に赴き、庁舎内を探索し、市町村から送付された戸籍副本データ等の回収を行

うとともに、当該データの送付後に届出された情報の入力作業を行い、入力が完了したデータを、戸籍再

製用データとして戸籍正本が滅失した市町に提供した。 
152 法務省「東日本大震災により滅失した戸籍の再製データの作成完了について

（http://www.moj.go.jp/MINJI/minji04_00024.html）」、平成 24 年 1 月閲覧 
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いた。庁内ネットワークは、利用できなくなった。地域イントラネットは、平成 18 年度

の地域イントラネット基盤施設整備事業で整備していた。固定電話及び携帯電話は使えな

かった。衛星携帯電話は、整備がなかった。インターネットも発災直後より利用不可とな

った。 

 

【復旧プロセス】 

町災害対策本部が移転した、スポーツ交流村の町総合体育館には、非常用発電装置があ

った。3 月 22 日、スポーツ交流村のテニスコート内に、仮庁舎 1 棟目が完成したが、電源

は非常用発電装置であった。仮庁舎の商用電源は、5 月の連休中に復旧した。 

NTT 東日本の志津川ビルは、津波により建物が大きく損壊するとともに、電力設備・通

信設備も浸水した。NTT 東日本は、気仙沼ビルから通信設備を張り出して、役場仮庁舎下

に設置、4 月 1 日に役場仮庁舎向け通信サービスを復旧させた。これにより、固定電話、

ファクシミリ、インターネットが利用可能となった。庁内ネットワークは NTT 東日本か

ら支援を受け、4 月中に構築した。携帯電話は、3 月中は使えなかったが、4 月から町内の

一部エリアで利用可能となり、順次復旧した。 

仮庁舎と歌津総合支所（仮事務所）間のネットワークは、東北インテリジェント通信と

NTT 東日本に依頼し、基幹系と内部情報系の回線を敷き直した。5 月 25 日から歌津総合

支所（仮事務所）での窓口業務を再開した。地域イントラネット（光ファイバ網）は、概

ね 6 割が流失したが、被害状況の調査が終了しておらず、復旧の見通しは付いていない。 

総合行政ネットワーク（LGWAN）153とは、データセンターに機器を設置し、10 月ころ

から接続を再開した。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

仮庁舎（1 棟目）の設置時に、情報システム委託事業者から、仮サーバ、パソコン（20

台程度）、プリンタ（5 台）の提供があった。そのほかは、レンタル等で対応した。機器の

セットアップは、役場職員と情報システム委託事業者で行った。その後、仮庁舎の増設に

合わせて、支援や新規購入により機器を整備した。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

夏の終わりに、仮庁舎にエアコンが導入されたが、午後 8 時になると切れる設定であっ

た。 

平成 24 年 1 月現在、震災で全壊した役場、歌津総合支所及び公立志津川病院に代わる

                                                  
153 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
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各庁舎等を建設中である。平成 24 年 4 月から、新しい施設で業務を開始する予定である。

建設中の新たな庁舎は、5 年程度利用することを前提としているため、電算室を設置して、

戸籍サーバ及びネットワーク機器を集約する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建設中の庁舎、訪問時撮影） 

 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

3 月 28 日に一部窓口業務（住民票・印鑑証明書・転出等の届出・死亡届の受付等）を開

始した際は、3 月 4 日時点の住民情報だった。庁舎内の台帳や申請・届出書は、津波によ

り流出した。可能なものから順次再開しようとの判断だった。滅失分の住民情報や戸籍情

報等は、住民の協力（届出等に関する申出等）により、復元を目指している。 

平成 24 年 1 月現在、仮庁舎での情報システムやネットワーク環境等は、暫定的なもの

である。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 
 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

新しい庁舎へ移転してから検討することとなる。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

新しい庁舎へ移転してから検討することとなる。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 
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役場庁舎の壊滅的な被害により、すべての書類やデータが流失したことから、バックア

ップデータは、庁舎外へも保管しておくべきであったと考えている。データセンターが被

災することも考えられるため、費用面の問題はあるが、データセンターとは別に、遠隔地

バックアップも検討している。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

現時点では策定していない。システム障害時の対応を含め、策定が必要と認識している

が、日々の業務に追われていて、現状では時間を割くことができない。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

システムの共同利用は、市町村ごとに微妙に異なる業務処理を統一するため、多くの調

整を必要とする。平成 17 年の合併時は、合併協議会の各分科会で、業務ごとにすり合わ

せを行った。複数の市町村が集まって議論するとなると大変な労力となるだろうが、将来

的には共同利用やクラウド活用の方向に進んでいくのであろうと考えている。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

多くの人的支援を受けたが、応援職員の派遣をより効率的に行える仕組みの構築をお願

いしたい。応援職員として、「情報システム等に詳しい人」と依頼しても、派遣や長期支援

が難しい面もあることは十分理解している。 

平成 23 年度に復旧させた情報システムは、暫定のもの。セキュリティ面を考慮するこ

とは難しかった。現在建設中の仮庁舎へ移転した後は、セキュリティ向上のための対策を

講じる必要がある。引き続きの支援をお願いしたいと考えている。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 
復旧作業有

無※1 
必要だった

支援策 
平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基システム（税・福祉含

む。）（戸籍システムは別管

理） 

流失 無  
 
（すべての

項目につい

て） 
人的支援 
 

3月 22日仮庁

舎で業務開始

後、仮サーバ

に よ り 仮 復

旧、7～8 月に

ータセンター

へ仮サーバを

移設、平成 24
年 1 月から新

システム稼働

―データ喪失 喪失 無 ―※2 
 

 ―バックアップデータ 
【保管頻度・方法・場所】

週 1～2 度全件、差分を毎日

サーバ上及びテープにて防

災対策庁舎サーバ室に保管 

流失  無 データ処理等

を委託してい

る事業者が 3
月 4 日時点の

住民情報を格

納した仮サー

バ等を持参。3
月末から一部

窓口業務に利

用（内部情報

系システムの

データはすべ

て喪失） 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電 無 商用電源は 
5 月連休中 

庁内ネットワーク 
（情報系・業務系） 

利用不可 無 4 月中  

地域イントラ 
（本庁舎―支所間） 

自営光ファイ

バ網一部寸断

無 寸断部分は未

復旧、新たに

総合支所（仮

事務所）間の

ネットワーク

を5月25日に

敷設  
電話（固定） 利用不可 無 4 月 1 日 

 
電話（携帯） 利用不可 無 4 月以降 

 
電話（衛星） 整備なし 無 ― 

 
ファクシミリ 利用不可 無 4 月 1 日 

 
インターネット 利用不可 無 4 月 1 日 
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ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 流失 有 情報システム

委託事業者の

支援でプリン

タ 5 台・パソ

コン 20 台程

度、そのほか

はレンタル 
（順次、支援

や購入により

増設） 
ホストマシン・サーバ 流失 無 情報システム

委託事業者の

支援で仮サー

バ設置 

設
備
・
人
員 

空調設備 流失 無 夏の終わりに

設置（午後 8
時 ま で の 運

転） 

作業部屋 流失 無 3月 22日仮庁

舎 1 棟目設

置、順次増設

ICT 担当職員 被災 無 ―  

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、役場職員及び情報システム委託事業者によ

る作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は

「無」となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 
被災者支援システム 
（西宮市開発） 

西宮市の支援を受け、9 月からシステム

構築と既存データ移行 
11 月 

その他システム り災証明書発行システム（情報システム

委託事業者提供） 
4 月～11 月まで 

 窓口業務再開時期 
災害時窓口業務 
（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

家屋の被害状況調査は 4 月 4 日から、

り災証明書の発行は 5 月上旬から 

通常窓口業務 一部 3 月 28 日から（住民票発行） 
歌津総合支所は 5 月 25 日から仮事務所

で窓口再開 
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【現地調査報告書⑩――福島県いわき市】 

訪問日時：平成 23 年 12 月 22 日（木） 

訪問先：総務部情報政策課 

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災で、いわき市では震度 6 弱を観測した。死亡者 310 名・

行方不明者 38 名の人的被害154があった（市人口の 0.1%）。地震の揺れにより、本庁舎 1

階床の一部が崩落した。4 月 11 日に震度 6 弱の最大余震が発生した。大地震、大津波、そ

して福島第一原子力発電所事故が重なった未曾有の複合災害となった。 

9 月 16 日に、原発避難者特例法に基づく指定市町村となった。155 

 ICT 部門概要 

総務部情報政策課は、課長以下 15 名で、住基システム管理及び全庁のサーバ管理、更

には情報システム委託事業者との契約管理を行っていた。 

住基システムのデータバックアップについては、月に一度全件を、差分は毎日テープで

保存し、庁舎内及び庁舎外（市内）で保管していた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

3 月 11 日は、本庁舎内での停電はなかったが、地震の影響により庁内ネットワーク及び

インターネットが利用不可となった。地域イントラネットでは、沿岸域の一部で光ファイ

バが断線した。固定電話は通常よりつながりにくい状態であったが利用可能であった。情

報政策課の職員は全員無事であった。3 月 11 日の夜に通信機器確認のため、本庁舎に戻っ

た。12 日は、ネットワーク復旧作業及び市災害対策本部の仕事に従事した。 

庁内ネットワーク及びインターネットは 3 月 12 日に復旧した。地域イントラネットの

断線部分は 12 月に半分復旧、残り半分は未復旧である。携帯電話は、発災 1 週間後ころ

までには、全キャリアでの通常利用が可能となった。 

4 月 11 日に発生した最大余震時は、本庁舎内は停電したが、1 時間程度で復電した。こ

の際、本庁舎内の非常用発電装置はシステム障害により機能しなかった。さらに土砂災害

により地域イントラネットの一部が断線となったが、4 月 21 日に復旧した。 

3 月 11 日時点でサーバは本庁舎内に設置していたが、地震の影響による安全性を考慮し

9 月に本庁舎外に移した。 

 窓口業務再開時期等 

窓口業務は、週明けの 3 月 14 日から、一部再開した。 

り災証明書は、4 月 4 日から発行を開始した。発行管理のための「り災台帳システム」

は、独自開発を行った。「被災者支援システム」は、11 月末から稼働している。 

  

                                                  
154 平成 23 年 12 月 27 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 342,249 名。 
155 総務省「原発避難者特例法に基づく指定市町村の指定

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei01_01000025.html）」、平成 24 年 3 月閲覧 
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１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

福島県の東南端、茨城県と境を接する、広大な面積を持ち、東は太平洋に面している。

県庁所在地の福島から JR で 2 時間程度、東京から JR で 2 時間半程度。昭和 39 年の新産

業都市の指定を契機に、昭和 41 年 10 月、14 市町村の対等合併により誕生、東北地方で

は仙台市に次ぐ人口を擁している。 

 

面積156 1,231.35 ㎢ 

人口157 342,249 人（128,722 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数158 3,737 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況159 平成 22年度当初予算：2,576億円（一般会計 1,186億円、特別会計 1,028

億円、企業会計 362 億円） 

組織体制160 10 部 3 室 1 所 46 課 7 課内室（復興支援室含む）、12 支所、議会及び

                                                  
156 平成 23 年度版 いわき市・市勢要覧 
157 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
158 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
159 「広報いわき」平成 22 年 4 月号 
160 いわき市ホームページ（http://www.city.iwaki.fukushima.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
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委員会等の各事務局等からなる。 

※平成 23 年 6 月現在 

 

内訳：行政経営部、総務部、財政部、市民協働部、生活環境部、保健

福祉部、農林水産部、商工観光部、土木部、都市建設部、議会及び行

政委員会等の各事務局、消防本部、水道局、総合磐城共立病院など 

 

支所：小名浜支所、勿来支所、常磐支所、内郷支所、四倉支所、遠野

支所、小川支所、好間支所、三和支所、田人支所、川前支所、久之浜・

大久支所 

 

  

 

（参考）支所地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

 

 

  

川前支所 

久之浜・大久支所 

好間支所 

田人支所 

四倉支所 

小川支所 

内郷支所 

常磐支所 

三和支所 

小名浜支所 

遠野支所 

勿来支所 

いわき市役所 
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１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）161 

 

震度 震度 6 弱（M9） 

死亡者数 310 人 ※平成 23 年 12 月 27 日現在 

行方不明者数 38 人 ※平成 23 年 12 月 27 日現在 

倒壊建物数 全壊 7,611 棟、大規模半壊 6,821 棟、半壊 22,727 棟、一部損壊

42,046 棟 ※平成 23 年 12 月 27 日現在 

 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

本庁舎は、鉄骨鉄筋コンクリート構造（地下 1 階、地上 8 階、塔屋 2 階）、昭和 48 年の

建築で、当時の耐震基準はクリアしているが、平成 23 年 12 月現在、精密診断に基づく、

耐震補強計画を策定中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本庁舎全景、訪問時撮影） 

 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

本庁舎は、3 月 11 日の地震では停電はなかった（4 月 11 日に発生した震度 6 弱の余震

時は停電となった）が、1 階床の一部が崩落した。発災後、市内沿岸部全域に避難指示が

発令されるとともに、本庁舎からの避難指示があり、本庁舎隣の平中央公園に職員及び住

民が避難した。余震が続き立入りが規制され、約 2 時間は本庁舎内に戻れなかった。並行

して、本庁舎から徒歩 15 分ほどの消防本部・平消防署統合庁舎に、市災害対策本部が設

置された。本庁舎の地震の影響による安全性を考慮し、本庁舎ではなく、消防本部のある

                                                  
161 いわき市ホームページ（http://www.city.iwaki.fukushima.jp/）、平成 23 年 12 月閲覧 
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建物が選ばれた。 

3 月 11 日から市内に開設された避難所には、多数の住民が避難し、翌 12 日から支援物

資や食糧等の配布を開始した。 

3 月 11 日から 12 日にかけては、避難者への対応が業務の大きな割合を占めた。津波被

害の把握にも奔走した。12 日発生の東京電力福島第一原子力発電所 1 号機建屋の水素爆発

について、「業務中は全く知らず、仕事が終わりテレビをつけたら爆発の映像が流れている

のを見た」との職員もいた。14 日に、消防団が消防車で市内を回り、原発建屋爆発関連情

報を流していた。 

住民への情報提供として、市公式ホームページ（発災後閲覧不能となったが 3 月 12 日

に復旧）では、随時、市からの情報発信が行われたほか、コミュニティ放送（FM いわき）

では、発災後は 24 時間、常に災害情報を流していた。市内の一部、特に山間部では、電

波が届かない地域があるが、防災行政無線でカバーしている。「福島県」の情報はテレビで

流れるが、「いわき市」の情報は、テレビよりもラジオの方が詳細であった。 

 

２．ICT 部門の業務把握 

 

２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 総務部情報政策課 

人数 15 名（課長含む。） 

場所 本庁舎 8 階（サーバは 3 月 11 日時点では本庁舎内にあったが、安全

性を考慮し 9 月に本庁舎外に移した） 

管理システム 住基システムは情報政策課、税・福祉・戸籍システムは各業務部門が

管理行っている。情報政策課は、サーバの運用管理と情報システム委

託事業者との契約の管理を行っている（業務部門が担当する場合もあ

り）。 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる情報政策課は、総務部に属する（復興支援室及び危機管理課は行政

経営部に属する）。 

市地域防災計画では、情報システムに関する記載はなかった。非常時に備え、情報政策

課では、緊急連絡網（情報システム委託事業者含む。）を作成していた。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

災害発生時は市災害対策本部の指示に従い、行動することになっていた。 
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２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

業務委託契約書には、災害時の対応（災害時の参集や復旧担当者の確保等）を想定した

条項はなかった。情報システム委託先は、複数の事業者であった。市内の事業者だけでな

く、中通り（郡山や福島）の事業者へも委託していた。3 月の震災で連絡を取り合う必要

が生じたのは、いわき市内の事業者が主であった。物理的な来庁は可能であったが、福島

第一原子力発電所の事故の後、従業員に対して避難指示を出した事業者もあったため、連

絡は取れても来庁ができない事業者があった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

 住基の異動分は毎日、全体は月に 1 度、DAT テープにバックアップし、本庁舎内と本庁

舎外（市内）で分散保管を実施していた。税や福祉系も、基本的には毎日バックアップを

行っているが、分散保管は実施しておらず、各業務部門で保管する形となっていた。戸籍

に関しては、市民課でサーバ管理を行うとともに、バックアップも市民課で実施していた。 

情報システム委託事業者との契約は、原則として、情報政策課で一元管理しているが、

一部例外がある。データバックアップの頻度は各業務部門で決めるが、保管場所は、情報

政策課が決定していた。 

 

２－６．「被災者支援システム」162等、類似システムの導入、活用状況 

 

災害対応業務に関し、情報政策課では、業務に必要な端末の準備やネットワーク構築等

の後方支援を担当していた。災害関連窓口は、市災害対策本部のある消防本部の建物にお

いて、発災翌日の 3 月 12 日から開始となった。具体的には、安否確認窓口、支援物資窓

口等が設置された。避難所関連情報は、各支所で情報を集約し、市災害対策本部や本庁舎

にメールで情報を送っていた。 

り災証明の申請や各種給付の相談業務を行う総合窓口は、本庁舎から徒歩 3 分の市文化

センターに 3 月 29 日に開設された。り災証明の申請受付を開始した後、家屋調査を行っ

ている間に、データベース及びシステムの開発を行い、4 月 4 日からり災証明書の発行を

行った。その他、業務に必要な情報システムについては、各業務部門で既存システムのデ

ータを利用し独自にデータベースを作って業務にあたっていた。義援金、仮設住宅管理、

食糧等の物資管理業務支援ソフトを、それぞれ必要に応じて作っていった。 

その後、情報政策課及び 6 月に新設された復興支援室（行政経営部内）において、「被

災者支援システム」の導入に向けた庁内調整を行い、それぞれの業務に合わせて個別に開

発したシステムから「被災者支援システム」へのデータ移行を進め、11 月末に稼働となっ

た。「被災者支援システム」が事前に構築してあれば、より迅速な対応が可能であっただろ

うが、システムに取り込む住民情報を 3 月 11 日時点とする必要があったため、事前に構

                                                  
162 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
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築しておいたとしても、即時の稼働は難しかったと思われる。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

発災時、情報政策課の職員は、一人が県外にいたが、その他の職員は、全員本庁舎内に

いて無事であった。 

3 月 11 日、市災害対策本部が設置されたが、この時点では、情報政策課への災害対応業

務に関する指示は特になかった。余震が少なくなってきた午後 9 時ころに、通信機器の確

認のため、情報政策課の職員が本庁舎内に戻った。 

翌 12 日は、地震の影響で止まったネットワークの復旧に情報政策課職員 3 名があたり、

課長含めた 12 名は市災害対策本部の業務に従事した。可能な限り本部業務を手伝うよう

にとの指示があった。具体的な業務内容は、本部に行ってみて初めて分かるという状況で

あった。 

ICT 関連の支援に関しては、り災証明書発行等業務において、まとまった台数の端末が

必要となり、ICT 支援応援隊163から、端末やプリンタ等の無償提供を受けた。ICT 支援応

援隊のことは、ニュースで知り、申請を出した。また、ICT 支援応援隊とは別に、ICT 関

連の民間事業者から端末等の無償提供を受けた。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

サーバ室の免震ラックが、少しずれた程度で、データの損失はなかった。4 月の余震の

際は本庁舎内が停電したため、職員がすぐに対応できるシステムについては、シャットダ

ウンをした。 

 

【復旧プロセス】 

サーバ室のラックについては、職員と情報システム委託事業者で 3 月 12 日に対応を行

った。 

4 月の余震による停電時は、帰宅途中に復電したため、職員がサーバ室に戻り、異常が

ないかどうかを確認したところ、問題は発見されなかった。システムは復電とともに稼働

した。 

 

                                                  
163 平成 23 年 4 月に設立された、経団連及び ICT 関連企業による「東日本大震災 ICT 支援応援隊」。

ネットワーク、ハードウェア、ソフトウェアという ICT の各業態の力を結集して、被災者・被災地の救

援、復旧の支援を行った。 
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３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

（3 月 11 日） 

3 月 11 日の地震では本庁舎は停電しなかったが、庁内ネットワークは、地震の影響で停

止した。地域イントラネットは、12 の支所を東・西・北の 3 つに分けてループ構成（市の

自営、光ファイバ網）し、本庁舎で集約する形を取っていた。沿岸の豊間地区では、津波

により電柱が 2 ㎞にわたって倒れ、光ファイバが切れたが、ループ構成のため双方向通信

が可能であり、豊間地区の断線による他地区への影響（孤立地域）は生じなかった。 

インターネットは、3 月 11 日の地震で中継ハブが壊れたため、利用不可となった。 

固定電話は、通常よりもつながりにくいものの、使用が可能であった。携帯電話は、輻

輳により、つながりにくい状態が続いた。衛星携帯電話は、消防や危機管理関係では持っ

ているが、情報政策課には常備しておらず、情報政策課で使用することはなかった。 

ファクシミリも固定電話と同様、大きな問題はなく利用することができた。 

 

（4 月 11 日余震） 

4 月 11、12 日に発生した余震では、本庁舎を含む近隣一体が停電となった。その際、本

庁舎内の非常用発電装置は、システム障害により機能しなかった。庁内ネットワークは停

電の影響で利用不可となった。また、市内 4 か所で土砂崩落や地滑りなどが発生し、地域

イントラネットのループの支線が断線、孤立地区が生じた（石住小学校、石住中学校（田

人町石住地区））。 

県等との連絡では、電話（災害時優先電話）やファクシミリを利用した。特に県とのや

りとりは電話ではなく、内容が紙で残るファクシミリを用いていた。 

 

【復旧プロセス】 

（3 月 11 日） 

3 月 11 日に止まった庁内ネットワークは、週明けの 14 日から通常業務が行われるであ

ろうことを想定して、業務系を優先的に復旧させ、3 月 12 日に復旧となった。 

地域イントラネットは、3 月 11 日の地震で断線した豊間地区の半分は、12 月に復旧し

たが、残り半分は 12 月現在、未復旧である。 

携帯電話各社による通信規制の解除は、一番遅いキャリアでは、発災後 1 週間程度経っ

ていた。 

インターネットは 3 月 12 日に復旧した。同時に市公式ホームページも復旧となった。

市公式ホームページは、12 時間程度、閲覧不能な時間が生じた。 

 

（4 月 11 日余震） 

4 月の余震時の停電は、復電に 1 時間程度がかかった。その間は、職員は庁舎外に避難

した。UPS（無停電電源装置）が停止した後は、落とせるシステムは手動で落としていっ
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た。 

地域イントラネットの孤立地域間のネットワークは 4 月 21 日に復旧した。 

インターネットは、復電と同時に復旧した。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

津波による被害のあった地区では端末等が流出した。流出した台数は、10 台未満であっ

た。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

大きな被害はなかった。4 月に発生した余震では、本庁舎が停電したため、サーバ室の

空調は止まったが、夏場でなかったため、大きな影響はなかった。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

いわき市では、本庁舎での臨時窓口を 3 月 14 日に設置した。情報を求める多数の住民

の来訪が予想されたため、窓口が開いていることで安心感を持ってもらおうとの措置であ

った。その後、他の施設（3 月 28 日から市文化センター、4 月 18 日からアリオス別館）

で、順次再開している。 

 

＜必要であった支援策＞ 

 

ICT 部門以外では、人的支援で全国から応援職員を派遣してもらっているが、ICT に関

しては具体的な応援業務を挙げることが難しい。各市区町村では、異なるシステムを使っ

ており、セキュリティポリシー等も異なるため、応援を頼みにくくなっている。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

9 月にサーバを本庁舎外に出したが、その場所は非常用発電装置が整備されている。今

後、災害時の対応訓練を行う予定となっている。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

地域イントラネットはループ構造のため、事実上二重化になっている。断線部分の早期

復旧を目標としている。  
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さらに、住基システムに関してはバックアップデータを本庁舎内外で分散保管している

が、非常時に迅速な利用ができなければ、パックアップデータを保管している意味がない

ため、情報システム委託事業者と災害協定を結び、災害時はサーバをすぐに手配できる形

にした方が、復旧対応が迅速になるのではないかと考えている。費用面の課題もあるが、

今後このような協定を結んでいく必要があると考えている。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

市外、遠隔地でのバックアップデータの保管は必要だと考えている。既存のサービスの

利用や姉妹都市等の有効利用等を考えていく。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

現時点では未策定。震災前から、平成 24 年度末までに策定する計画を立てていた。そ

のさなかに大地震が起きたので、可能であれば前倒しして策定したいとは考えている。ICT

部門での検討は、既に始まっている。 

BCP 策定のメリットは、緊急事態が発生したとき、ICT 復旧業務に集中的に取り組むこ

とが可能となる（早期復旧につながる）点であると考えている。3 月の本震やその後の余

震では、ICT 機器に大きな被害は無く、対応職員の確保に苦労することは無かったが、今

後のことを考えると、災害時に ICT 担当職員をいかに確保するかは課題である。 

 BCP 策定の際に非常に難しいと感じていることは、原子力災害の被害想定である。地震

や津波の被害想定はできても、原発事故については、どのような事態を想定して、どのよ

うな形で計画に含めていけば良いのか分からない。 

災害時は、情報システム委託事業者の協力が得られなければ、早期の復旧は難しいと考

えている。サーバが使えない場合は、情報システム委託事業者へ連絡し、復旧してもらう

ことを考えるが、原発事故の影響で各社が所属従業員へ避難指示を出してしまうと、物は

届かなくなり、人も来なくなる。職員だけで対応にあたることになり、復旧時期が大幅に

遅れることが予想される。今回の震災でも、3 月中は避難のためにいわき市に来ることが

できなくなった事業者が、実際に数社あった。全体避難、一部残して避難、全く避難しな

い、というように、対応は様々だった。今回は、情報システム委託事業者による即時対応

が可能であり、こうした対応のおかげで助かった面が大きい。 

 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

データの遠隔地保管は必要だと感じているが、システムの共同利用やクラウド化では、

災害時の対応としては違和感がある。システムの共同利用は、システムを特定の場所に置
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いて共同で使おうという発想であり、その場所が被災あるいは何らかのトラブルが生じた

場合は、すべてが停止状態となる。クラウド利用となると、個人情報保護の観点から、情

報漏えいが気になってしまう。総合行政ネットワーク（LGWAN）164のように閉ざされた

ネットワークを使うことができれば、問題はないだろうが、LGWAN については通信のス

ピード等の問題もあると考えている。住民サービスはスピードが命であり、通信速度の不

足により住民を待たせることは、望ましくないと考えている。 

災害時に他の市区町村から業務支援を受けるという視点では、クラウドが「業務の共通

化・標準化」という面で活用できればいいと考えている。仮に、いわき市の情報政策課に

壊滅的な被害があったとしても、他の市区町村からの応援職員で業務が回せる形になって

いることが望ましいが、そのためには業務の標準化を行う必要があり、ハードルが高いと

考えている。ただし、被災者支援に関する窓口業務については市区町村による違いがそれ

ほど大きくないであろうから、応援業務が行いやすい体制を構築できるのではないかと考

えている。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

自治体クラウドと大きく謳いながら、肝心のセキュリティの検証結果等が伝わってこな

い。他市町村でクラウドを使っているところはあるが、いずれも軽いシステムであり、基

幹系業務のような重いシステムでの使用例は、まだ多くはないため、検討が難しいと考え

ている。 

 「LGWAN とそうでないネットワークのどちらを使うか」と聞かれれば、LGWAN を使

うと答える。使いにくいイメージがあっても、閉ざされたネットワークで安心感を持って

いる。 

 

 

  

                                                  
164 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の

時期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基システム 

(戸籍・税・福祉システムは別

管理) 

 無 なし ―※2 

―データ喪失 喪失なし 無 なし ― 
 
 

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】毎

日（更新部分）・月一（全体）

テープで本庁舎内・庁舎外二

重保管 

使用可能だ

が利用せず 
無 なし ― 

 
 
 
 
 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 3 月は停電せ

ず、4 月は停

電（1 時間程

度で復電） 

無 なし ― 

庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

停止 有 なし 3 月 12 日 
 
  

地域イントラネット 

（本庁舎―支所間） 

一部断線 有 なし 断線部分の

半分は 12月、

残りは未復

旧  
電話（固定） 利用可能 無 なし 

 
―  
 
 

電話（携帯） 利用困難 無 なし 順次復旧、最

後は 3 月 18
日ころ 

電話（衛星） 利用可能 無 なし ― 
 

ファクシミリ 利用可能 無 なし ― 
 

インターネット 利用不可 有 なし 3 月 12 日 
 
 
 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 パソコン端

末 10 台未満

有 他市町村か

らの応援職

員に業務を

行ってもら

うためのパ

ソコン端末 

― 
 
 

ホストマシン・サーバ 被害なし 無 なし ― 
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設
備
・
人
員 

空調設備 被害なし 無 なし ― 
作業部屋 書棚の転倒 有 なし ― 

ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

6 月以降検討、11 月末に稼働 11 月末 

その他システム － － 
 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

安否確認・物資関連窓口を 3 月 12 日か

ら市災害対策本部にて 
り災証明書は受付窓口開設が 3 月 29
日、発行開始が 4 月 4 日 

通常窓口業務 3 月 14 日から一部再開（本庁舎内臨時

窓口として） 
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【現地調査報告書⑪――福島県南相馬市】 

訪問日時：平成 23 年 12 月 13 日（火） 

訪問先：総務企画部情報政策課 

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災で、南相馬市では震度 6 弱を観測した。死亡者 588 名・

行方不明者 87 名の人的被害165があった（市人口の 1.0%）。 

本庁舎は、地震及び津波による被害はなかった。市内は、警戒区域、緊急時避難準備区

域（解除）、計画的避難区域、それ以外の地域に分かれた。また、9 月 16 日、原発避難者

特例法に基づく指定市町村となった。166 

海岸部は津波により壊滅的な被害があった。また、未だ収束が見えない福島第一原子力

発電所の事故により、地域住民の生活不安や地域産業の衰退など、深刻な状況に陥ってい

る。 

 ICT 部門概要 

総務企画部情報政策課情報政策係は、課長以下 4 名で、地域情報化、全庁のサーバ管理

及びデータのバックアップ管理等を行っていた。個別システムの仕様や情報システム委託

事業者との契約については各業務部門の管理となっていた。 

データバックアップについては、毎日テープで庁内に保管していた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

3 月 11 日は、本庁内での停電はなく、機器類にも影響はなかった。情報政策課の職員は

全員無事であった。地震発生時はサーバ機器等の状況確認を行ったが、異常は見つからず、

市災害対策本部からの指示で避難者名簿等の整理及び市外への避難者の追跡作業を行った。

翌 12 日から電話（固定と携帯）・ファクシミリ・インターネットが不通となり、外部との

連絡手段がなく孤立状態となった。幸いにして本庁－区役所間のネットワークが被災せず、

市職員同士の連絡は可能な状態であった。 

不通となった回線は、発災 1 週間後に復旧した。この間、市外との唯一の連絡手段は衛

星携帯電話であった。 

インターネットが復旧した発災 1 週間後以降、避難者名簿等の集約作業と並行して、市

ホームページの管理運営業務にも力を入れた。避難者名簿等の集約においては、5 月から

東京都の応援職員による支援を受けた。 

 窓口業務再開時期等 

窓口業務は、3 月中は本庁舎にて職員 2～3 名体制で対応し、4 月以降平常復帰した。 

り災証明書の発行については、4 月 25 日から地域自治区ごとに順次発行を開始した。発

行管理のための「り災台帳システム」は、独自開発を行った。 

  

                                                  
165 平成 23 年６月 30 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 70,878 名。 
166 総務省「原発避難者特例法に基づく指定市町村の指定

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei01_01000025.html）」、平成 24 年 3 月閲覧 
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１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

福島県浜通りの北部で太平洋に面し、平成 18 年 1 月に旧小高町、旧鹿島町、旧原町市

が合併して誕生。東京からの距離は 292 ㎞、福島県いわき市と宮城県仙台市のほぼ中間に

ある。 

 

面積167 398.5 ㎢ 

人口168 70,878 人（23,640 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数169 849 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況170 平成 22 年度当初予算：440 億円（一般会計 309 億円、特別会計 130

億円） 

平成 22 年度決算（一般会計と特別会計の合計）：歳入 424 億円、歳出

                                                  
167 「平成 22 年全国都道府県市区町村別面積調

(http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/201010/opening.htm)」（国土地理院）、平成 23 年 12 月

閲覧 
168 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
169 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
170 南相馬市ホームページ「決算」（http://www.city.minamisoma.lg.jp/zaisei/zaisei-joho/kessann.jsp）、
平成 24 年 3 月閲覧 
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404 億円 

組織体制171 市長公室、6 部、3 つの区役所、教育委員会等からなる。3 月の震災以

降、市長公室に除染対策室を新設したほか、防災安全課（従来 5 人）

や仮設住宅担当（従来は市営住宅係 3 人）の陣容をそれぞれ 15 人に

増員。同時に区役所から人員をほとんど引き上げ、震災対応などを目

的に本庁に再配属した。   

            

内訳：市長公室、総務企画部、市民生活部、健康福祉部、経済部、建

設部、上下水道部、教育委員会、議会・行政委員会等 

 

区役所：小高区役所、鹿島区役所、原町区役所 

※平成 23 年 12 月現在 

  

（参考）主な庁舎172の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     （google map から） 

 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）173 

 

震度 震度 6 弱（M9） 

死亡者数 588 人 ※平成 23 年 6 月 30 日現在 

行方不明者数 87 人 ※平成 23 年 6 月 30 日現在 

                                                  
171 南相馬市ホームページ（http://www.city.minamisoma.lg.jp/section.jps）、平成 23 年 12 月閲覧 
172 南相馬市では、旧 3 市町の区域を単位とする区域ごとに、地域自治区の事務所（区役所）を設けてい

る。 
173「東日本大震災による南相馬市の被害」資料（インタビュー時入手）から 

 

 

 

 

 

鹿島区役所 

小高区役所 

本庁・原町区役所 
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津波被害面積 40.8 ㎢（小高区 10.5 ㎢、鹿島区 15.8 ㎢、原町区 14.5 ㎢） 

倒壊家屋数 全壊 1,164 戸、大規模半壊 80 戸、半壊 159 戸、床下浸水 106

戸 ※平成 23 年 5 月 31 日現在 

 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

本庁舎は、鉄筋コンクリート造り 4 階建てで、築 40

年である。平成 18 年の合併時に耐震改修を行った。 

小高区役所や鹿島区役所も、耐震改修や新築するなど

耐震対策を行った。 

なお、3 月の地震・津波による建物自体の損壊、被害

等はなかった。 

 

 

 

（南相馬市役所本庁舎、訪問時撮影） 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

3 月 11 日 15 時 35 分ころ、津波到達。市職員は、避難する住民の誘導を行った。本庁

内は停電しなかった。12 日から 1 週間は全職員が避難所運営に関連する住民の安全確保な

どに奔走した。市内のすべての小中学校や公共施設が避難所になり、市の地域防災計画上

想定していた避難所運営部隊では人員が足りず、全職員が避難所運営業務にあたった。 

原発事故が拡大するにつれ、市地域防災計画で指定していた避難所の一部が警戒区域に

含まれ、住民は度重なる移動を余儀なくされた。避難所は、閉所、新規開設の連続であっ

た。市職員の業務は、住民の誘導と避難所への水・食料と暖の確保が大半を占めた。 

 

２．ICT 部門の業務把握 

  

２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 総務企画部情報政策課情報政策係 

人数 4 名（課長 1 人、担当職員 3 名） 

場所 本庁西庁舎 3 階 

管理システム 住基・税・福祉・戸籍すべてのシステムについて、仕様や事業者との

契約は、各業務部門で実施している。情報政策課では、機器、サーバ

などの調達とデータのバックアップの管理を行っている。 
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２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

本調査の対象となる情報政策課は、総務企画部に属する（防災安全課は市民生活部に属

する）。 

市として地域防災計画に基づく指揮命令系統はあったが、今回の震災は地域防災計画の

想定範囲外であった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

市地域防災計画上は、市全体が大規模に被災することは想定していなかった。非常時は、

「連絡調整班」として「近隣市町村との連絡調整に関すること」や「インターネット等高

度情報システムを活用した災害情報の提供に関すること」などを担当することになってい

た。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

通常の保守契約のみで、災害時を想定した条項（災害時の参集や復旧担当者の確保等）

はなかった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

 毎日、テープへバックアップを行っていた。ファイルサーバも同じようにバックアップ

を取っていた。保管場所は本庁内。 

 

２－６．「被災者支援システム」174等、類似システムの導入、活用状況 

  

避難者名簿の整理等は、情報政策課の担当となった。震災後 3 か月間は、避難所から手

書きの名簿（名前、年齢、住所）を集めてアクセスを用いて入力していた。次第に作業が

追いつかなくなり、手書き名簿をそのままコピーし、それをホームページに掲載する方法

に切り替えた。ホームページに掲載後、データ入力を続けた。手書きの判読が大変難しか

った。原発事故発生後、3 ㎞圏内、10 ㎞圏内、20 ㎞圏内と次第に避難指示区域が拡大し

たため、住民は避難所を何回も移らざるを得なかった。避難者名簿では、避難者の移動を

追跡できておらず、複数の避難所に同じ人の名前もあり、住民の居場所の特定は困難だっ

た。避難所には、双葉町、浪江町などの住民も含まれていた。市職員は、簡単に本人確認

                                                  
174 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
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できる方法が必要だと痛感した。発災 1 か月後にようやく住基システムと突き合わせる作

業を行った。避難者名簿の整理等は、職員 3 名で行った。内部の支援を受けようにも、ほ

かの職員は避難所運営などで忙しく、外部向けにボランティア等を募っても、原発事故の

影響で南相馬市には人が来ない状態だった。5 月に入り、東京都から応援職員 10 名の支援

があった。 

り災証明書は、4 月から受付を開始した。被災から 1 か月後に「被災者支援システム」

の提案を事業者から受けたが、①既にり災証明書発行は「アクセス」を用いて住基データ

を差し込みして行っていた、②その時点から同システムを稼働するには時間を要する、③

被災状況や避難者名簿についてはデータベース化が進んでいた、④（デモサイトを見ると）

避難所を移動した場合の入退所履歴が被災者台帳ではわからないなど使い勝手が悪い部分

があった、⑤同じ情報を再度入力する必要がある、などの理由で採用しなかった。 

「全国避難者情報システム」175は活用しているが、このシステムにより判明するのは「い

まどこにいるか」、「いまいなくなった」という情報だけで、それでは十分な情報でない（「次

の避難先はどこか」、「自宅に戻ったのか否か」の情報がない。）が、4 月下旬以降、システ

ムを稼働させた。その後、国や県から同システムを使っているか、との問い合わせに対し

ては、これらの問題点を伝えた。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 

 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

地震による揺れが収まった後、まずはサーバ機器等の状況確認を行ったが、不具合は見

つからなかった。その後、市災害対策本部からの指示で、避難者名簿等の集約、市外への

避難者の追跡作業（避難先市町村への問い合わせ）を行った。地震の翌日（3 月 12 日）か

ら約 1 週間、インターネット、電話、携帯電話、民間の光ファイバ網が使えなくなった。

市のホームページは、公開用の Web サーバを庁内に置き、民設の光ファイバ網を活用して

いたため、市ホームページは外部からの閲覧ができなくなり、住民から市への問い合わせ

手段がなくなった。幸い、本庁と区役所との間のネットワーク（自営網）が生きていたた

め、市職員同士はグループウェアで連絡を取り合うことが可能であった。 

インターネットが復旧した発災 1 週間以後は、避難者名簿等の集約作業と並行して、市

ホームページの管理運営業務にも力を入れた。原発事故、生活（物資等）関連情報を主に

発信することになったが、情報政策課でも詳しいことは分からなかったため、東京電力や

首相官邸にリンクを張るなどして「情報の入り口」を作成した。 

通信手段の回復以降、確認したい案件があったので情報システム委託事業者に対して連

絡したところ、すぐ駆け付ける中小事業者と、原発事故の影響を考慮しすぐには駆け付け

ることのできない大手事業者と、対応が二極に分かれた。 

                                                  
175 避難者から避難先の市町村へ任意に提出された避難者の所在地等の情報を避難元の県や市町村へ提

供し、避難元の県や市町村が避難者への情報提供等を行うため構築されたシステム。平成 23 年 4 月 12
日付けで総務省から各都道府県あての協力通知が発出された。 
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当初、情報政策課に対する人的な応援はなかった。外部への連絡手段が発災後 1 週間途

絶えていたため、応援要請することはできなかった。避難者名簿の整理等については、5

月から東京都職員の支援を受けた。 

また、ICT 支援応援隊176からパソコン 40 台、事業者から 10 台ほどの貸与を受けた。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

ラックが少し動いたものの、情報システム自体への影響はなかった。本庁内は停電しな

かったため、情報システムは稼働を続けた。 

 

【復旧プロセス】 

 特になし。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

津波で浸水した地域以外、市内の停電はなかった。庁内ネットワーク（業務系と情報系

は分離）も問題なく稼働した。本庁－区役所間は、自営の光ファイバ網でつないでいたが、

この線は生きていた。電話（固定・携帯ともに）、ファクシミリ、インターネット（民設の

光ファイバ網を利用）は、3 月 11 日中の利用はできたが、翌 12 日から約 1 週間利用不能

となった。これは、NTT の通信ビル等が停電し、発電装置やバッテリにより 24 時間は稼

働していたが、その後、発電装置の燃料不足やバッテリ切れの発生により、通信設備に対

して給電が不可能となったため、使えなくなったものであった。 

 

【復旧プロセス】 

電話・ファクシミリ・インターネットは、発災後 1 週間で復旧となった。この間、外部

との連絡手段として庁内に数台あった衛星携帯電話はつながらない状況が続き、事実上の

孤立状態となった。LGWAN（総合行政ネットワーク）177は 3 月中旬から稼働した。 

                                                  
176 平成 23 年 4 月に設立された、経団連及び ICT 関連企業による「東日本大震災 ICT 支援応援隊」。

ネットワーク、ハードウェア、ソフトウェアという ICT の各業態の力を結集して、被災者・被災地の救

援、復旧の支援を行った。 
177 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
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３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

  

被害はなかった。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

被害はなかった。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

東京電力福島第一原子力発電所・原発事故の影響を受けた 13 市町村の総人口の約半数

が居住していたのが、南相馬市であった。市内は、警戒区域、緊急時避難準備区域（現在

は解除）、計画的避難区域、それ以外の地域に分かれた。 

発災後は、すべての窓口業務を一時中断していたが、3 月中に本庁舎の窓口に来る住民

に対しては、職員 2～3 人で対応をしていた。この間、残りのすべての職員は、避難所の

運営にあたっていた。窓口の本格的な再開は 4 月からであった。外部との連絡手段を絶た

れていたのは発災後 1 週間であったが、物資等の支援を含め、発災から 2 週間ほどは完全

な孤立状態となった。 

南相馬市には、原発事故による避難指示等について、国、県、東京電力から全く連絡が

なかった。テレビ報道のみを頼りに、避難を決定した。自衛隊も支援に来たが、東京電力

福島第一原子力発電所 1 号機の爆発時（3 月 12 日）は市内に留まったものの、3 月 14 日

に起きた同発電所 3 号機の爆発後は一時撤収した。警察も同様である。 

震災後、原発事故からの避難と原発事故の影響により、外部から生活物資が入らなくな

った（物資の補給が相馬市、郡山市、川俣町までしか来ない状態だった）ことが原因で、

市内から人口が流出した。緊急時避難準備区域（原町区全域と鹿島区の一部を含み、市域

全体の概ね 3 分の 1 を占めている）の人口は、一時 1 万人以下にまで落ち込んだものと推

測している。設定解除後、住民が徐々に戻ったが、平成 23 年 12 月現在では 2 万 3,000 人、

9,600 世帯の人々が全国 600 市町村（46 都道府県）に避難している状態（所在確認調査を

継続中、99.3%は特定済み）であり、住民にいかに戻ってきてもらうかが最大の課題とな

っている。 

情報政策課では、発災以降、避難者名簿等の整理と市ホームページの管理運営業務に注

力したが、特に携帯電話サイトのコンテンツづくりに力を入れた。市民の多くは携帯電話

を持って避難している。「携帯で見られる情報が少ない」という意見を受けて、携帯電話サ

イトに放射線量の情報などを増やした。その結果、3 月 11 日以前は月 3,000 ほどのアクセ

ス数だったが、震災後は 60 万アクセスと 200 倍に増えた。震災 2 か月後にはパソコン版

ホームページの 2 倍のアクセスを記録した。 

また、防災行政無線放送は、小高区と鹿島区では戸別受信機を各戸に配布していたが、

原町区では屋外拡声器から流していた。防災行政無線では、支援物資やガソリンを何時か
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らどこの場所で配布または販売するといった情報を流していたが、拡声器による放送地域

では、毎日のように放送内容に関する問い合わせや「聞こえない」といった苦情があるた

め、その解消策を検討し、一時中断していたコミュニティ放送（FM ラジオ放送局）を、

平成 23 年 4 月から災害臨時放送局として運用することにした。 

市では、震災前から「緊急情報等メールサービス」を運用していたが、利用者登録が必

要であり、希望する住民にしか送ることができず、情報伝達手段としては、必ずしも有効

ではなかった。 

南相馬市では、公開用 Web サーバを庁内に置いて運用していたが、一連の対応をする中

で、担当者は「住民がいつでも（災害時でも継続して）ホームページを閲覧できるように、

Web サーバを庁外に持つべきではないか」との意見を強く持った。また、全国初のフルハ

イビジョンでデータ放送もできる「南相馬チャネル」は、国の第三次補正予算を活用して

①サービスエリアを南相馬市全域に拡大する、②全国に避難している（南相馬市の）世帯

にインターネットを使って「アクトビラ」で視聴できるようにする――などを要求してい

る。コンテンツづくりとその費用捻出が課題である。運営は外部の会社に依頼している。

また、市内に Web カメラを設置して、（ホームページ、テレビなどを通じ）住民に目で見

てもらうことも検討していきたいと考えている。 

 

＜必要であった支援策＞ 

 国、県からの正確、迅速な情報が最も重要である。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

本庁内の非常用発電装置は防災行政無線などの災害用であり、情報システムは UPS 装

置（無停電電源装置）のみとなっている。今後、電源が喪失した場合、情報システムや業

務が止まるのはやむを得ないと判断している。情報システム用の非常用発電装置を設置す

るのは、費用面などで現実的ではないと考えている。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

ネットワーク環境の重層化は重要であると認識している。遠隔で庁内のサーバにアクセ

スできる回線があれば、原発事故の影響で市役所から職員が避難する場合でも、情報シス

テムが動いていれば、業務への支障を最小限に抑えることができると考えている。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 
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今後は遠隔バックアップを実施する必要がある。データセンターは、大都市に置いた方

が、安全性が高いのではないかと考えている。ただ、外部のデータセンターを利用する場

合、回線費用が課題となる。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

3 月 11 日の時点では BCP 策定を検討し始めたところだった。今後、市地域防災計画の

見直しを行う際は、情報政策課は ICT 関連業務に専念できるよう、市地域防災計画に明記

する必要がある。同時に、インターネット時代をふまえた市地域防災計画を策定する必要

がある。非常時に即した実践的な訓練の必要性を強く感じている。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

 民間のデータセンターにサーバを置く案もあるが、費用の面で課題がある。場所などを

検討する必要があるが、市町村間でデータの持ち合いをすることも検討したい。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

 国、県は、正確な情報を迅速に知らせてほしい。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基・税・福祉・戸籍シス

テム 

被害なし 無 なし ― 
 
 

―データ喪失 喪失なし 無 なし ― 
 

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

週 1 度テープで本庁舎内保

管 

被害なし、利

用せず 
無 なし ― 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電せず 無 なし ―  
庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

被害なし 無 なし ― 

地域イントラ 

（本庁舎―区役所間） 

被害なし 無 なし ― 

電話（固定） 被害なし (12
日から 1 週間

不通) 

無 なし 3月 19日ころ

電話（携帯） 被害なし (12
日から 1 週間

不通) 

無 なし 同上 

電話（衛星） 利用可能（つ

ながりにくい

状態続く） 

無 なし ― 

ファクシミリ 被害なし (12
日から 1 週間

不通) 

無 なし 3月 19日ころ

インターネット 被害なし (12
日から 1 週間

不通) 

無 なし 同上 
 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア

コピー機・パソコン端末 被害なし 無 なし ― 
 
 

ホストマシン・サーバ 被害なし 無 なし ― 
 
 

設
備
・
人
員

空調設備 被害なし 無 なし ― 

作業部屋 被害なし 無 なし ― 
ICT 担当職員 被災なし 無 なし― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、市職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 
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【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

震災後情報システム委託事業者から情

報入手するも導入せず 
― 

その他システム り災台帳システムを独自開発 4 月 
 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

り災証明書発行窓口は地域自治区ごと

に設置、鹿島区 4 月 25 日から、原町区

5 月 2 日から、小高区 5 月 9 日から 
安否確認は各避難所で必要に応じて対

応 
通常窓口業務 本庁舎内の窓口は、3 月中は職員 2～3

名体制で対応、4 月以降に平常復旧 
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【現地調査報告書⑫――福島県双葉町】 
訪問日時：平成 24 年 1 月 12 日（木） 

訪問先：総務課（埼玉支所） 

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災で、双葉町では震度 6 強を観測した。死亡者 53 名・行方

不明者 1 名の人的被害178があった（町人口の 0.8%）。役場庁舎は、建物自体に大きな被害

はなかった。 

3 月 11 日夜、避難指示及び屋内退避指示が発令され、住民及び役場職員は、双葉町北西

部の川俣町に避難した。3 月 19 日には、さいたま市にあるさいたまスーパーアリーナへ移

動、3 月末には埼玉県加須市内にある旧埼玉県立騎西高校へ移動した 4 月 22 日には、町内

全域が警戒区域となった。9 月 16 日に原発避難者特例法に基づく指定市町村179となった。

平成 24 年 1 月現在、旧埼玉県立騎西高校で役場業務を行っている。 

 ICT 部門概要 

総務課における情報システム担当者は 1 名で、住民情報システム（住民情報、税関連、

福祉及び利用料）と、それらのサーバの管理運用を行っていた。 

住民情報システムのデータは、毎日テープにバックアップをとり、テープはサーバ室内

で保管していた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

3 月 11 日は、役場庁舎内の停電はなく、一部の機器類が地震の影響で倒れる等の被害は

あったが、住民情報システムは稼働を続けていた。サーバ室に設置してあった町内の学校

や公共施設を結ぶネットワークの光コンバータランプが一部消えていた。インターネット

は、発災から約 2 時間にわたり不通となった。 

住民は、3 月 11 日夜から川俣町へ避難しており、12 日には全住民が避難を余儀なくさ

れた。情報システム担当職員は、3 月 12 日の早朝にその日のバックアップ用のテープをセ

ットしてから、川俣町への避難を開始した。3 月 12 日から 19 日の間、役場職員は、川俣

町の避難所（11 か所に開設）で、避難者名簿の作成、食料・毛布等の物資の配布を行った。 

3 月 19 日にさいたま市のさいたまスーパーアリーナへ移動した。さいたまスーパーアリ

ーナには、新潟県刈羽村からプリンタ及びパソコン各 10 台が届いており、役場職員は、

避難者情報の入力を行った。また、埼玉県が固定電話を手配した。20 日以降、NTT 埼玉

の支援を受け、町ホームページ（災害版）の立ち上げも行った。 

3 月 31 日に加須市内の旧埼玉県立騎西高校（平成 20 年に閉校）へ行政機能を移転した。

3 月末及び 4 月初旬に自衛隊とともに双葉町へ一時立ち入りを行い、業務に必要な機器や

バックアップデータを持ち出し、埼玉支所での業務に利用している。情報システムは、ま

ず、仮サーバを立ち上げて 4 月 18 日に仮復旧させ、9 月に埼玉支所といわき市内にある情

                                                  
178 平成 24 年 1 月 24 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 6,932 名。 
179 総務省「原発避難者特例法に基づく指定市町村の指定

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei01_01000025.html）」、平成 24 年 3 月閲覧 
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報システム委託事業者のデータセンターとの間をネットワークで結んだ。これらの業務環

境整備に関しては、情報システム委託事業者の支援を受けた。 

 窓口業務再開時期等 

窓口業務は、埼玉支所（旧埼玉県立騎西高校）で 4 月 18 日から開始した。また、10 月

28 日、郡山市内に福島支所を開設した。 

罹災証明書の発行については、6 月 22 日から開始した。地震被害の程度に関しては、原

子力災害により警戒区域が設定されていることにより、現地確認ができない状況にある。 

旧埼玉県立騎西高校での業務がいつまで続くのか、他の場所への再移転を行うのかどう

か、見通しがつかない状況である。 

 

 

１．調査団体の基本データ 
 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map より） 

 

（google map より） 

 

福島県浜通り地方の中央に位置し、北は浪江町、南は大熊町、東は太平洋に面する。県

庁所在地の福島市福島駅から車で 2 時間程度。 

 

面積180 51.4 ㎢ 

                                                  
180 「平成 22 年全国都道府県市区町村別面積調

(http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/201010/opening.htm)」（国土地理院）、平成 24 年 1 月

閲覧 



225 
 

人口181 6,932 人（2,393 世帯） ※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数182 105 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況183 平成 21 年度決算（一般会計）：歳入 59 億円、歳出 56 億円 

組織体制184 8 課 1 室からなる。 

 

内訳：秘書広報課、総務課、企画課、税務課、産業振興課、建設課、

住民生活課、健康福祉課、出納室  ※平成 24 年 1 月現在 

 

平成 23 年 4 月、埼玉県加須市内に「双葉町埼玉支所」を、猪苗代町

内に「双葉町猪苗代出張所」を開設。7 月中旬、「双葉町猪苗代出張所」

を閉鎖。10 月下旬、郡山市内に「双葉町福島支所」を開設。平成 24

年 1 月中旬、茨城県つくば市内に「双葉町つくば連絡所」を開設。 

 

 

（参考）福島県内の市町村 

（福島県ホームページから） 

                                                  
181 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省）、平成 23
年 10 月 
182 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
183 「平成 21 年度市町村別決算状況調（http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/h21_shichouson.html）」（総

務省）、平成 23 年 12 月閲覧 
184 福島県市町村要覧 2011（http://www.fksm.jp/youran/075469.html）、平成 24 年 1 月閲覧 
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１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）185 

 

震度 震度 6 強（M9） 

死亡者数 53 名 ※平成 24 年 1 月 24 日現在 

行方不明者数 1 名 ※平成 24 年 1 月 24 日現在 

倒壊建物数 詳細不明 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

役場庁舎は、昭和 57 年築の鉄筋コンクリート造り 4 階建であった。3 月 11 日の地震で

は、建物自体に大きな被害はなかった。耐震補強工事は行っていなかった。 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

3 月 11 日 

地震発生後、住民の大半は町内の小中学校に避難した。役場職員は庁内に待機、夕方過

ぎから東京電力広報部の職員 2 名が役場に詰め、衛星回線や東電本社とのホットラインを

用いて、夜通し福島第一原子力発電所関連情報のやりとりを行った。双葉町の南、大熊町

にある福島県原子力災害対策センター（オフサイトセンター）186は、被災により機能しな

かったものの、町へは、福島県及び東京電力から福島第一原子力発電所の状況連絡があっ

た。20 時 50 分、福島県対策本部は福島第一原子力発電所 1 号機の半径 2 ㎞圏内の住民に

避難指示を出した。21 時 23 分、内閣総理大臣から、福島県知事、双葉町長及び大熊町長

へ、福島第一原子力発電所 1 号機の半径 3 ㎞以内の住民に対する避難指示及び半径 3 ㎞～

10 ㎞の地域の住民に対する屋内退避指示を出した。 

役場職員は、住民が避難を開始した後、2～3 時間遅れて避難を開始した。すぐに庁舎に

戻るつもりであったため、着の身着のままの状態であった。 

 

3 月 12 日（双葉町から川俣町へ避難） 

早朝、国から福島第一原子力発電所 1 号機の半径 10 ㎞圏内の住民への避難指示が発令、

双葉町北西部に位置する「川俣町に避難」という指示が住民へ伝えられた。住民は、町内

の避難所から車や町のバスに乗り合い、国道 114 号線を西に進み避難を開始、道中は近隣

の町からの避難者で混雑し、通常ならば 1 時間 30 分程度で済むところ、5～6 時間かけて

川俣町へたどり着いた。川俣町役場には、福島県から避難者到着の旨連絡が入っており、

川俣町役場職員により、到着した避難者は、各避難所へ振り分けられていた。地震により

道路や橋が寸断していれば、避難は困難な状況であった。 

 

                                                  
185 福島県ホームページ（http://wwwcms.pref.fukushima.jp）、平成 24 年 1 月閲覧 
186（株）JCO ウラン加工工場における臨界事故を教訓として、原子力災害時には、国、都道府県、市町

村等の関係者が一堂に会し、国の原子力災害現地対策本部、地方自治体の災害対策本部などが情報を共有

しながら連携のとれた応急措置などを講じ、原子力防災対策活動を調整し円滑に推進するために、設置さ

れた緊急事態応急対策拠点施設。 
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3 月 12 日（川俣町到着後）～19 日 

 川俣町には、双葉町のほか、福島第一原子力発電所近隣町村からの避難者が押し寄せて

おり、双葉町住民の避難所だけでも 11 か所にのぼった。川俣町への避難後、役場職員は、

避難した住民の名前と住所を記載した紙を集めることから始めた。避難所となったのは、

学校などの公共施設で、施設内の OA 機器は業務に十分な設備ではなかった。双葉町災害

対策本部は「川俣町合宿所（トレンピア）」（避難所の一つ）に設置された。本部では、川

俣町から借りたパソコンとプリンタを用いて、各避難所から集約した避難者名簿をエクセ

ルに入出力する作業が行われたが、借りたパソコンの調子が悪いうえ、避難者は避難所を

刻々と移動しており、住民の居場所の全容は把握できなかった。避難所間でネットワーク

を組み、情報が共有できることが望ましかったが、不可能であった。 

 川俣町へ避難している間、役場職員は避難者への食料及び毛布等の配給にあたった。各

避難所における避難者数が確定しない中、配給は困難を極める作業となった。 

 川俣町役場でも、独自に避難者情報のデータベースを作成しており、CD で双葉町住民

の避難者情報の提供を受けた。 

 また、通信事業者から携帯電話の充電器が支援された。 

 

3 月 19 日（さいたまスーパーアリーナへ移転） 

 バス 40 台で川俣町からさいたま市にあるさいたまスーパーアリーナへ移動した。移動

のバス（一部）内で、住民一人ひとりの名前を紙に記入してもらい、名簿を作成した。川

俣町の避難所で集計した避難者名簿は、双葉町社会福祉協議会から借りた USB メモリに

保存し、役場職員は出力した紙とともに移動した（その後 USB メモリは返却）。 

 さいたまスーパーアリーナには、双葉町から要請はしていなかったものの、新潟県刈羽

村の厚意・厚情でプリンタ及びパソコン各 10 台が寄贈され、到着していた。役場職員は、

すぐに避難者名簿の入力に取り掛かった。エクセルへの入力を 4～5 日間の徹夜作業で行

った。 

 3 月 20 日には、当初課税計算に必要な情報として 3 月 10 日に渡していたデータ（住民

情報）を情報システム委託事業者がさいたまスーパーアリーナまで持ってきてくれた。こ

の事業者の支援を受け、エクセルでのデータ閲覧を可能にし、突き合わせを行いながら、

同日から被災証明書の発行を開始した。3月11日からの異動処理は、各業務部門で行った。 

 さいたまスーパーアリーナではほかに、埼玉県が固定電話を手配しており、昼間は住民

からの電話応対にあたった。この応対履歴を残すため、民間事業者から支援のあったコー

ルセンターシステムをノートパソコン 2 台（うち 1 台はサーバ相当として利用）で稼働さ

せ、エクセル形式の避難者名簿をコンバートする形で、データ連携及び応対履歴情報の蓄

積を行った。 

また、NTT 埼玉の支援を受け、NTT 埼玉のサーバ経由で町ホームページの災害版187を

立ち上げた。 

 3 月末と 4 月初旬には、自衛隊の協力の下、各課 1 名ずつ役場庁舎へ最低限のものを取

                                                  
187 http://www.town.futaba.fukushima.jp/。3 月 11 日以前の町公式ホームページと同一ドメインでの開

設。 
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りに戻る機会があり、一部の機器とデータを持ち出した。サーバ室内のラックに入ってい

るサーバは、2 時間という制限時間内では取り外しができなかったため、ラック外に置い

てあった財務サーバを持ち出した。更に、住民情報システム、戸籍システム、ファイルサ

ーバ上の保存データに関しては、バックアップデータを持ち出した。業務に必要なデータ

はほぼ持ち出すことができたが、地震の影響で戸棚が開かず持ち出すことのできない書類

等もあった。 

 

3 月 31 日（旧埼玉県立騎西高校へ） 

 他校と統合のため平成 20年に閉校となった旧埼玉県立騎西高校へ行政機能を移転した。

埼玉支所として、平成 24 年 1 月現在も業務を行っている。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（旧埼玉県立騎西高校に移転した双葉町役場、訪問時撮影） 

 
２．ICT 部門の業務把握 
 
２－１．ICT 部門の業務範囲 

 

名称 総務課 

人数 情報システム担当は 1 名（3 月 11 日時点では主幹兼課長補佐兼係長が

担当していたが、5 月 1 日付で異動となり、主任主査が引き継いだ）

場所 役場庁舎 2 階 

管理システム 情報システム担当職員 1 名で、住民情報システム（税関連、福祉及び

利用料を含む）及びサーバの管理運用を担っていた。委託費削減のた

め、事業者への委託は最小限に抑えていた。 

戸籍システムは住民生活課がサーバ含め管理を担当していた。 

 

外国人住民に係る住民基本台帳制度への移行等に対応するため、近隣 4 町でクラウドを
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活用した新たなシステムを構築する計画があり、平成 23 年度中に導入する予定であった

が、震災の影響で計画自体が中止となった。 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

 町では、地震や津波を想定した地域防災計画を策定していたが、広域避難までは想定し

ていなかった。地域防災計画とは別に原子力発電所の非常時対応マニュアルが定められて

いたが、広域避難を想定したものではなかった。この点につき内容の見直しに関する指針

は出ていたものの、広域避難を想定した計画は町単独で作成できるものではなく、見直し

はなかなか進まなかった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

 ICT 部門の業務継続計画（BCP）は策定していなかったが、情報システム運用に係る内

規として、「非常時はその時点のバックアップを取る」と定めていた。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

 通常の運用保守契約であり、特に災害時を想定した条項（災害時の参集や復旧担当者の

確保等）は含んでいなかった。システムトラブルの際は、通常であれば 1～2 時間で、情

報システム委託事業者が役場庁舎に駆け付けることができていた。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

住民情報システムに関しては、毎日テープへバックアップをとっていた。情報システム

担当職員が毎朝テープの入れ替えを行い、テープはサーバラック内に保管していた。 

戸籍システムに関しては、住民生活課が担当となりバックアップを行っていた。 

 

２－６．「被災者支援システム」188等、類似システムの導入、活用状況 

 

被災した事実を証明する「被災証明書」は、平成 24 年 1 月現在で、2,600 件ほど発行し

ている。住家等の被災程度を証明する「罹災証明書」については、平成 23 年 6 月 22 日か

ら発行を始めた189。発行管理には情報システムを導入せず、紙により管理を行っている。

地震被害の程度に関しては、原子力災害により警戒区域が設定されていることにより、現

                                                  
188 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
189 地震被害の程度に関しては、原子力災害により警戒区域が設定されていることにより現地確認ができ

ないため、6 月 22 日の時点では長期間の居住不能・事業活動不能の状態であることの証明を発行してい

る。 
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地確認ができないため、長期間の居住不能・事業活動不能の状態であることの証明となっ

ている。 

 避難者名簿の管理は、さいたまスーパーアリーナへの移転時から、エクセルで行ってい

る。同時期に導入したコールセンターシステムは、平成 24 年 1 月現在も継続して利用し

ていた。コールセンターシステムの支援をしてくれた民間事業者には、カスタマイズの支

援もしてもらった。コールセンターシステムは、問い合わせ履歴が残るため大変便利であ

るが、役場職員にとっては日ごろ利用に馴染んでいるエクセルの方が使いやすいようで、

情報管理はエクセルで行っている。コールセンターシステムは、そのエクセルのデータを

取り込むことにより、情報の連携を図っている。 

災害対応業務については、情報システム間の情報連携が最も重要であり、情報システム

委託事業者は複数ではなく 1 社体制が望ましいと考えている。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 
 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

3 月 11 日、情報システム担当職員が町議会の告示を外し、庁舎内に入った瞬間に地震が

発生、大きな揺れに襲われた。揺れが収まってからサーバ室の状況を確認するため階段を

駆け上がった。サーバラックの無事を確認し、ファンの音にも異常がなかったため、シス

テムシャットダウン等の措置はとらなかった。サーバ室には、住民情報システム関連サー

バ、総合行政ネットワーク（LGWAN）190サーバ、学校、公民館、図書館等を結ぶ地域イ

ントラ（財務系、インターネット系、メール系、ふくしま教育総合ネットワーク（FKS）

とも接続）サーバが設置してあり、サーバを収納したラックは床にアンカーボルトを打っ

て固定してあった。目視により、地域イントラの光メディアコンバータのランプが 2～3

個消えていることを確認した。机の上にも財務系のサーバや機器類が置かれていたが、地

震の影響で 2～3m 動いていた。これらの機器を元の位置に戻し、電源の状態を確認、地域

イントラの異常については後日点検しようと考え、サーバ室を後にした。 

発災直後、いわき市にある情報システム委託事業者とは連絡がつかなかった。 

情報システム担当職員はその後、3 月 12 日の朝 4 時ころにサーバ室へ向かい、その日の

バックアップ用テープをセットしてから川俣町への避難を開始した。 

 

 埼玉県加須市の旧埼玉県立騎西高校への移転直後から、島根県と山口県からの応援職員

が常時 5～6 人詰めていたほか、東京都特別区や、加須市の近隣市町から人的支援を受け

た。他市町からは人的な支援を多く受けたが、ICT 関連の人的支援はない。役場機能の移

                                                  
190 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
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転に伴う情報システム及びネットワークの構築については、通信事業者を始めとする民間

事業者の支援が大きかった。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

 

【発災直後】 

地震の影響で倒れた機器が一部にあったものの、大きな被害はなく、システムも地震発

生後正常稼働していた。 

 

【復旧プロセス】 

3 月 20 日、さいたまスーパーアリーナでは、情報システム委託事業者が持参したデータ

を元に住民情報の閲覧が行えるようになった。3 月 31 日に埼玉県立旧騎西高校へ移転した

後は、この事業者に仮システムの構築を依頼した。3 月 12 日早朝に担当職員がセットした

住民情報のバックアップテープは、3 月末及び 4 月初旬に役場庁舎へ一時的に戻った際に

持ち出した。このデータを用いて、住民情報システムを仮サーバ（ノートパソコン）上に

構築し、住民票発行を行えるようにした。戸籍システムも、同時期に持ち出したデータを

基に、情報システム委託事業者の支援を受けて仮復旧させた。税証明、住民票、戸籍関係、

印鑑証明発行業務は、4 月 18 日から再開した。 

9 月には、埼玉支所といわき市内にある情報システム委託事業者のデータセンターとの

間で、ネットワーク（冗長化済み）がつながった。仮サーバから切り替えて業務に使用し

ている。サーバは事業者から提供されたもので、以後、バックアップデータもデータセン

ター内に保管する形をとっている。10 月 28 日に開設となった郡山市内の福島支所も、デ

ータセンターとつながっており、証明書発行等の窓口業務を行っている。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

役場庁舎内は停電しなかった。非常用発電装置は、防災用（照明等）として備えてあっ

た。町内には停電した地区もあった。 

発災直後に、インターネットが利用不可能となったが、地震発生から約 2 時間後の 16

時 30 分ごろに復旧となった。 

携帯電話は、発災直後はメールによる通信は途切れ途切れ可能であったが、通話は全く

機能しなかった。衛星携帯電話は、整備していなかった。町内の公共施設をつなぐ地域イ

ントラネットは、サーバ室内の光メディアコンバータのランプが消えている等目視による

異常は確認できたが、状況の把握はできなかった。 

庁内ネットワーク、固定電話、ファクシミリについては、問題なく利用することができ
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た。 

 

【復旧プロセス】 

携帯電話は、発災 1 週間後に順次つながり出した。川俣町への避難時、充電器の支援が

あった。 

3 月 31 日に旧埼玉県立騎西高校へ移転した後、埼玉支所内のネットワーク構築は、NTT

埼玉が行った。埼玉支所内ネットワークのインターネットへの接続は、4 月初旬だった。9

月には、埼玉支所といわき市内のデータセンターとの間にネットワークが敷設された。 

平成 24 年 1 月現在、LGWAN には未接続であった。旧埼玉県立騎西高校内には、LGWAN

のファシリティ要件を満たす適当な場所がないが、見通しがつかない中で設備工事をする

のもはばかられる状況であり、更には、福島県ノードへ接続する必要があり、アクセス回

線費が高くなるためであった。今後、福島県内に LGWAN 接続ルータを設置し、VPN 経

由で埼玉支所とつなぐことを計画している。 

固定電話については、旧埼玉県立騎西高校の事務室に備え付けの 3 台を使用していた。

後に、経済産業省の支援によりビジネスフォンの無償借用を受け、順次利用を開始した。 

衛星携帯電話は通信事業者から貸与の申し出があったが、行政機能を 3 度移転したため、

支援を受けることができなかった。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

 役場庁舎内のコピー機やプリンタ、パソコン端末等の機器については、利用上障害とな

る大きな被害はなかった。 

さいたまスーパーアリーナから旧埼玉県立騎西高校への移転時は、寄贈を受けたパソコ

ン及びプリンタ各 10 台を持ち運んだ。民間事業者からは、事務用として 40 台、避難者貸

し出し用として 40 台、計 80 台の寄贈があった。すべて OS がインストール済みの状態で

あった。そのほか一般の方からの支援もあった。セットアップは、役場職員とパソコン提

供元の事業者とで行った。役場庁舎へ一時的に戻った際は、業務に使っていたパソコンを

持ち出している。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

 いつまで旧埼玉県立騎西高校で業務を行うか決まっていないため、サーバ室の設置は難

しい。 

 発災当時の情報システム担当者（平成 12 年から担当していた）は、5 月 1 日付で異動と

なり、総務課の職員が後を引き継いだ。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 
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原子力災害により町域全体が警戒区域となり、地縁が無くなった。住民は全国に散らば

っており、この状態で町の存在意義があるのかと考えている。いずれ双葉町に戻ることを

考えるのなら、「バーチャル双葉町」なる環境を作る必要があるのではないかと考えている。 

現在、役場業務の中心は、被災者支援業務である。課によっては、従来からの業務はほ

とんどない。各種証明書発行業務は、3 月 11 日以前とほぼ同じように行える状況になって

いるが、それを利用する住民は全国に避難しており、郵送による交付請求がほとんどであ

る。情報システムが復旧したからといって、行政機能が復旧しているとは言える状況では

ない。 

 双葉町は 9 月 16 日に原発避難者特例法に基づく指定市町村となり、住民票を移さずに

避難している住民は、11 月 15 日に告示された特例事務191について、平成 24 年 1 月以降、

避難先団体から行政サービスを受けることになった。 

 役場機能は、現在のところ旧埼玉県立騎西高校内の埼玉支所にあるが、いつまでいるの

か、別の場所に移転するのか、今後のことは、まったく見通しがつかない状況である。 

 

４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 
 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

 

 埼玉支所内には非常用発電装置は備わっていない。業務で利用するパソコンはノートパ

ソコンであり、バッテリで UPS 装置（無停電電源装置）機能を代替している。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

 

埼玉支所といわき市内にあるデータセンターとの間のネットワークは、冗長化されてい

る。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

 

 データセンターが 1 か所である点には不安を持っているが、バックアップデータの遠隔

保管は、情報システム委託事業者との契約の中で検討する問題だと認識している。新たに

バックアップに関する契約を結ぶことは現実的ではない。可能であれば、更にもう 1 か所

のデータセンターとネットワークを組みたいと考えている。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

                                                  
191 医療・福祉関係及び教育関係の事務 総務省「原発避難者特例法に基づく指定市町村及び特例事務の

告示等について」（http://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/48479.html） 
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 双葉町が今後行政サービスをどのように提供していくかに左右される事項となる。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

 

 近隣 4 町で災害協定を結びクラウドを活用したシステムの共同利用の話を進めていたが、

広域災害（協定を結んだすべての町が被災する事態）を想定していなかった。遠隔地の市

町村と協定ないしシステムの共同利用に向けた検討を進めるべきだと考えている。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

 日本全国どこに行っても、双葉町からの避難者だと判断のできる IC カードを住民全員

に発行してほしい。それを使って、全国どこに居ても、医療・福祉関係等の行政サービス

受給資格の確認が容易となる体制が構築されることを望む。 

 今後 5 年 10 年双葉町に戻れないケースを想定すると、警戒区域内への立ち入りが複数

回発生することになり、健康管理の観点からも一時立ち入りの記録を蓄積し、経過観察を

続けることは重要となる。IC カードを活用し、検診情報を併せて記録することが望ましい。  

 震災後、国や県からのアンケートや質問意見、メールでの問い合わせが非常に多く、似

た内容が異なる部署からくることもしばしばあり、役場職員が一つひとつに対応する余裕

がないのが実情である。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 
復旧作業有

無※1 
必要だった

支援策 
平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住民情報システム（税・福

祉含む。）（戸籍システムは

別管理） 

被害なし 無  4 月 18 日（旧

埼玉県立騎西

高校移転後）

に仮復旧 
 

―データ喪失 喪失なし 無  ―※2 
 

 ―バックアップデータ 
【保管頻度・方法・場所】

毎日サーバ上及びテープで

庁舎内に保管 

使用可能  有（テープ

持ち出し）

 3 月末及び 4
月初旬に一時

的に役場庁舎

に戻った際に

持ち出し、仮

システム構築

時に使用 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電せず 無  ― 
庁内ネットワーク 
（情報系・業務系） 

利用可能 無  4 月初旬（旧

埼玉県立騎西

高校移転後）

に構築  
地域公共ネットワーク 
（庁舎―公共施設間） 

一部寸断 無  状況確認でき

ず 
 

電話（固定） 利用可能 無  
 

―  

電話（携帯） メールは利用

可能、通話は

利用不可 

無  3月 18日ころ

から順次 

電話（衛星） 整備なし 無  ― 
 

ファクシミリ 利用可能 無  ― 
 

インターネット 利用不可 
（3 月 11 日

16 時 30 分こ

ろ復旧） 

無  4 月初旬（旧

埼玉県立騎西

高校移転後）

に接続 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

コピー機・パソコン端末 被害なし 有（機器類

持ち出し）

 さいたまスー

パーアリーナ

移転時に新潟

県刈羽村から

プリンタ及び

パ ソ コ ン 各

10 台寄贈、旧

埼玉県立騎西

高校移転後、

民間事業者に

よる支援 
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ホストマシン・サーバ 被害なし 有（機器類

持ち出し）

 4 月に仮サー

バ立ち上げ、9
月にいわき市

内データセン

タ ー と 接 続

（サーバは情

報システム委

託事業者の提

供） 

設
備
・
人
員 

空調設備 被害なし 無  今後、福島県

内に LGWAN
接続ルータを

設置し、VPN
経由で埼玉支

所とつなぐこ

とを計画 
作業部屋 被害なし 無  3月 12日から

川俣町内避難

所、3 月 19 日

からさいたま

スーパーアリ

ーナ、31 日か

ら旧埼玉県立

騎西高校（加

須市内） 
ICT 担当職員 被災なし 無 ― 5 月 1 日付で

異動 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、役場職員及び情報システム委託事業者によ

る作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は

「無」となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 

 

【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 
被災者支援システム 
（西宮市開発） 

導入なし ― 

その他システム コールセンターシステムを導入 3 月 20 日ころ 
 窓口業務再開時期 
災害時窓口業務 
（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

安否確認は発災直後から避難所におい

て継続 
被災証明書発行は 3 月 20 日から、罹災

証明書発行は 6 月 22 日から 
通常窓口業務 埼玉支所では税証明、住民票、戸籍関係、

印鑑証明発行業務を 4 月 18 日から再

開、福島支所を 10 月 28 日開設 
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【現地調査報告書⑬――福島県浪江町】 

訪問日時：平成 23 年 12 月 9 日（金） 

訪問先：行政運営班（浪江町役場二本松事務所） 

 

＜要約＞ 

 

 被害概要（全体） 

3 月 11 日発生の東日本大震災で、浪江町では震度 6 強を観測した。死者 175 名・行方

不明者 7 名の人的被害192があった（町人口の 0.9%）。3 月 12 日、津島支所への町災害対

策本部移転を決定した。3 月 15 日、町独自の判断で、30km 圏を超える地域も含む全町避

難を決定し、二本松市へ避難した。4 月 22 日には、福島第一原子力発電所半径 20km 圏

内が警戒区域となった。9 月 16 日に原発避難者特例法に基づく指定市町村となった。193 

本庁舎は、地震の揺れによる一部損壊はあったが、津波による被害はなかった。原発事

故による避難に伴い、役場機能は、津島支所（浪江町内）、二本松市東和支所、福島県男女

共生センター（二本松市内）と、3 度も移転した。平成 24 年 1 月現在、福島県男女共生セ

ンター（二本松市内）内で、役場業務を継続している。 

 ICT 部門概要 

3 月 11 日時点では、企画調整課企画経営係。被災以降は、班体制の中で行政運営班とな

った。担当者は 2 名。 

震災前、住基・税・福祉システムのデータは、いわき市内にある情報システム委託事業

者のデータセンター内のサーバへ、毎日バックアップを行っていた。戸籍データについて

は、庁舎内で毎日バックアップを行っていた。 

 3 月 11 日からの状況（概要） 

地震発生直後、本庁舎内が停電となった。電話（固定・携帯）が利用できず、衛星携帯

電話も整備していなかったため、外部との連絡手段がなくなった。庁舎内は、翌 12 日の

早朝に復電した。5 時 44 分ごろの「10km 圏内避難指示」をテレビで見たことから、浪江

町内の 10km 圏外の地域（津島地区）への避難を決定した。浪江町内の 10km 圏内の住民

は、全人口約 22,000 人の 9 割に当たる。役場庁舎も 10km 圏内であったため、午後には、

町災害対策本部を津島支所へ移転した。避難の際、役場職員は、パソコン 3 台を庁舎から

持ち出した。津島支所では、電話（固定・携帯）が利用できなかった。福島県庁から持ち

込まれた衛星携帯電話 2 台を外部との連絡に利用した。15 日には、町独自の判断で、西に

隣接する二本松市への避難を決定、町災害対策本部も二本松市東和支所へ移転した。役場

から持ち出した 3 台と津島支所にあった端末とを合わせ、10 台のパソコンを持ち出した。

この間、情報源はテレビであった。 

いわき市内のデータセンターに保管してあった住基・税・福祉システムのバックアップ

データを用いて、4 月 4 日に簡易サーバを構築し、役場業務に使用した。4 月下旬からデ

ータセンターとのネットワークをつないだ。 

                                                  
192 平成 23 年 11 月 16 日現在、平成 22 年 10 月現在の人口は 20,905 名。 
193 総務省「原発避難者特例法に基づく指定市町村の指定

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei01_01000025.html）」、平成 24 年 3 月閲覧 



238 
 

5 月 23 日、二本松市東和支所から同市郭内にある福島県男女共生センターへ役場機能

（災害救援班の業務を除く。）を移転した。9 月 5 日、災害救援班も福島県男女共生センタ

ーへ移転した。 

 住民票等各種証明発行業務の開始時期等 

被災証明書（自然災害又は原子力災害により被災したことを証明するもの）は、3 月 22

日から発行した。手書きでは時間がかかるため、簡易なシステムを独自に開発し、翌 23

日から使用した。住民票・印鑑証明書・税証明書の発行は、二本松事務所（二本松市東和

支所内）で 4 月 4 日から開始した。災害収束の見通しが明確でなく、避難が長期間になる

ことが予想されるため、4 月中旬から「り災証明書」の発行を行うこととなった。 

現在の二本松事務所（福島県男女共生センター内）での業務は、平成 24 年 8 月までと

なっており、その後はどの場所で業務を行うのか、平成 23 年 12 月現在では確定していな

い状況である。 

 

 

１．調査団体の基本データ 

 

１－１．地理位置関係、人口、面積、職員数、財政状況、組織体制など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（google map から） 

 

福島県浜通りの中央に位置し、西は阿武隈山地、東は太平洋に接した同県最東端。 
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面積194 223.10 ㎢ 

人口195 20,905 人（7,176 世帯）※平成 22 年 10 月 1 日現在 

職員数196 180 人 ※平成 22 年 4 月現在 

財政状況197 平成 21 年度決算（一般会計）：歳入 81 億円、歳出 76 億円 

組織体制198 

 

平成 23 年 3 月 11 日以降、当面は、班制をとっている。更に同年 12

月に除染推進担当強化等を行った。 

 

内訳：災害救援班（除染推進、放射線管理含む）、一時立入計画班、総

務班、行政運営班、出納班、総合情報班（仮設住宅などの受付

を含む）、町民窓口班、健康保険班、福祉こども班（災害給付含

む）、産業振興・賠償対策班、避難生活支援班、生活支援物資班、

住宅支援班、議会事務局、教育委員会事務局、診療所運営（一

部業務は兼務で対応） 

 

役場機能の二本松市内への移転後、避難者の把握と総合相談業務を担

うため、猪苗代・土湯・岳温泉の各連絡所を開設（8 月 26 日に業務終

了）した。 

 

平成 23 年 12 月現在、二本松市内に浪江町役場二本松事務所、浪江町

役場二本松第二事務所の二つの事務所があるほか、福島市内、本宮市

内、桑折町内、いわき市内、南相馬市内の 5 か所に出張所がある。 

 

役場職員は、二本松事務所に 126 名、二本松第二事務所に 20 名、出

張所等に 22 名の計 168 名体制。 

 

 

  

                                                  
194「平成 22 年全国都道府県市区町村別面積調

(http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/201010/opening.htm)」（国土地理院）、平成 23 年 12
月閲覧 
195 「平成 22 年国勢調査（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）」（総務省、平成 23 年

10 月） 
196 「地方公共団体定員管理調査結果

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo.html）」（総務省、平成 22
年 12 月） 
197 「平成 21 年度市町村別決算状況調（http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/h21_shichouson.html）」（総

務省）、平成 23 年 12 月閲覧 
198 浪江町「職員体制・配置表」（インタビュー時入手）から 
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（参考）役場等の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （google map から） 

 

 

１－２．被害規模（震度、死亡者数、行方不明者数、倒壊建物数等）199 

 

震度 震度 6 強（M9） 

津波 3 月 11 日 15 時 33 分大津波第 1 波到達以降、数度の大津波 

町外避難者 県内 13,846 人、県外 7,199 人（発災時の総人口は 21,434 人） 

※平成 23 年 11 月 16 日現在 

死亡・行方不明者数 死亡 175 人、行方不明 7 人 ※平成 23 年 11 月 16 日現在 

家屋被害数 流出 604 戸、地震による全壊 29 戸（大規模半壊以下は未判定） 

※平成 23 年 11 月 16 日現在 

 

 

１－３．庁舎の構造、耐震状況  

 

 役場庁舎は、鉄筋コンクリート建て 4 階で、築 15 年が経過していた。地震の揺れによ

り、役場庁舎の一部が損壊した。役場庁舎は、大水など河川の氾濫など影響を受けにくい

ところに立地していた。 

 

                                                  
199 「浪江町復興ビジョン策定に当たって」（インタビュー時入手）から（ただし、「死亡、行方不明者数」

は、取材時の数であり、資料と異なる） 
 

 

 

 

浪江町役場 

浪江町津島支所 

二本松市東和支所 

浪江町二本松事務所 
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浪江町にある浪江町役場 

（左=玄関入口は多少損傷、右=同内部 棚などは倒れているが情報システムは異常なし、浪江町提供写真） 

 

 

 

（左：平成 23 年 5 月に役場機能が移転した福島県男女共生センター（二本松市内）外観、 

右：同センターのホールに浪江町役場二本松事務所がある。その入口、訪問時撮影） 

 

１－４．発災時の全体的な状況 

 

3 月 11 日 

地震発生により、町内各所で建物倒壊や道路損壊があった。15 時 33 分、大津波の第 1

波が浪江町沿岸に到達、以降数度の大津波が到達した。住民の多くは町内 12 か所の施設

に避難した。気象庁の津波警報（大津波）を受け、町が避難勧告を出した。役場庁舎の近

くの体育館、役場庁舎にも住民が避難してきた。役場職員全員が、避難する住民の誘導な

どの対応をした。 

 

3 月 12 日（午前） 

役場庁舎に設けた町災害対策本部は、情報が遮断されるなか、全体の情報を把握し切れ

ないまま、テレビ等の情報から、同発電所半径 10 ㎞圏外への避難誘導及び避難開始を決

定した。 

 

3 月 12 日（午後） 

13 時、町北西部にある津島支所への町災害対策本部移転を決定した。15 時 36 分、同発

電所 1 号機が水素爆発した。18 時 25 分、半径 20 ㎞圏内の住民に避難指示が出たにも関

わらず、役場には連絡がなかった。夕方から夜にかけて、半径 20 ㎞圏外への避難誘導及

び避難を開始した。津島支所に移った時、固定電話は使えず、携帯電話も 1 日のみ利用可

能で、テレビが唯一の情報源だった。津島支所に移ってから、固定電話の代わりに（県か
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ら持ち込まれた）2 台の衛星携帯電話を県などとの連絡に利用した。 

 

3 月 13 日〜15 日。 

13 日 15 時 41 分、同発電所 1 号機で水素爆発があった。 

14 日 11 時 1 分、同発電所 3 号機で水素爆発があった。 

同発電所の水素爆発が相次ぐ中、どこからも連絡のないまま、15 日 4 時 30 分、町独自

の判断で町外への避難を決定した。西に隣接する二本松市長へ受け入れの依頼を開始した。

15 日 10 時、町長が浪江町全域に避難指示を発令、二本松市への避難を決定した。11 時に

は半径 20 ㎞〜30 ㎞圏内住民への屋内待避指示が出ていたが、役場には連絡はなかった。 

15 日中に、二本松市東和地区に避難所を開設、4,000～5,000 人が避難した。町災害対

策本部を同地区（二本松市東和支所内）へ移転した。本部において、各避難所の避難者数

を把握し、必要な物資を搬送する作業を行った。 

 

4 月 22 日 

同発電所半径 20 ㎞圏内が警戒区域となった。 

 

5 月 23 日 

二本松市東和地区から同市郭内にある福島県男女共生センターに役場機能を移転（平成

24 年 8 月までの契約）した200。 

 

3 月 11 日 14 時 46 分の地震発生から①16 時 45 分の東京電力福島第一原子力発電所の

電源喪失の旨、東電から政府への通報、②同日 21 時 23 分、同発電所半径 3 ㎞圏内の住民

の避難指示、半径 3 ㎞〜10 ㎞圏内の住民に屋内待避指示、③翌 12 日 5 時 44 分の同 10 ㎞

圏内の住民に避難指示――に至るまで、役場に対し一切の連絡はなかった。 

情報がほぼ無い中で、地震・津波発生から 4 日後の 3 月 15 日に、独自の判断により町

から全住民が避難するという、極めて異例な事態に陥った。着の身着のままの避難であり、

役場庁舎には、資料はもちろん、機器類もそのまま残した状態だった。その間、役場職員

は、「住民の避難場所への誘導」「住民の避難先の確認」「どこの避難所に何人いるか」「そ

のための暖房、水、食料はどのくらい必要か」「それらの物資をどう調達するか」など住民

への対応を行った。時間が経つにつれ、「避難した住民の移動先の確認」や「生存者の確認」

は、困難を極めた。3 月 15 日に浪江町を出て二本松市東和支所に移るまで、通常の行政業

務を執行する環境も人員もなかったに等しい状態であった。 

 

２．ICT 部門の業務把握 
 

２－１．ICT 部門の業務範囲 

  

                                                  
200 二本松市東和支所では、男女共生センターへの移転後も、9 月 4 日までは災害救援班の業務を継続し

ていた。 
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名称 行政運営班（3 月 11 日時点では企画調整課企画経営係） 

人数 係長 1 名、主査 1 名 

場所 役場庁舎 2 階 

管理システム 住基・税・福祉システムを管理。戸籍サーバについては業務部門が管

理。 

 

 

２－２．組織体制及び緊急時の指揮命令系統（訓練実施状況含む） 

 

地域防災計画では、役場機能そのものが移転するという想定はなかった。行政機能の復

旧のための手順書は、存在しなかった。 

 

２－３．平常時業務と災害時業務のすみ分け、災害対策本部との業務調整（災害時情報発

信含む） 

 

非常時は、町長を本部長とする町災害対策本部が設置される。本部は、住民生活課（3

月 11 日時点）が中心となる。ICT 部門（企画経営係）は、企画調整課（3 月 11 日時点）

に属する。 

 

２－４．災害時対応における外部事業者との委託契約の有無、契約内容 

 

情報システム委託事業者との契約に、災害時の対応（災害時の参集や復旧担当者の確保

等）を定めた条項はなかった。 

 

２－５．住基／戸籍／税／福祉業務データのバックアップ（場所・頻度・方法） 

 

住基・税・福祉業務システムは、いわき市にある情報システム委託事業者のデータセン

ター内のサーバへ、毎日バックアップしていた。戸籍データは、役場庁舎内で毎日バック

アップしていた。 

 

２－６．「被災者支援システム」201等、類似システムの導入、活用状況 

 

最大の仕事は、避難者名簿の作成であった。数度の大津波が町沿岸地域に到達したため、

住民の最大のニーズは、行方不明者の安否確認だった。パソコンは、津島支所への避難の

際、役場庁舎から 3 台持ち出した。二本松市内へ移動した際は、その 3 台と津島支所にあ

ったパソコンを合わせて 10 台ほど持ち出した。二本松事務所（二本松市東和支所内）で

                                                  
201 阪神・淡路大震災を経験した兵庫県西宮市において開発された、地震や台風などの災害発生時におけ

る地方公共団体の業務をトータル的に支援するための業務システムの名称。平成 17 年度に LASDEC の

地方公共団体業務用プログラムライブラリに登録され全国の地方公共団体に無償で公開・提供されている。 
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は、プリンタを共有するために、簡単なネットワークを組んだ。 

避難所で住民が手書きした避難者名簿は、役場職員がエクセルへ入力した。名簿作成の

際は、「ひらがなの名前」と「生年月日」を書いてもらうべきであったと思う。この二つの

情報を住基台帳と突き合わせれば、もっと正確な避難者名簿の作成が可能だったであろう

と思う。避難所で作成した避難者名簿と、住基データを突き合わせても、一致しない場合

があった。避難所から親戚の家へ移動するなど、住民の避難先は常に変化していたため、

住民の所在を正確に把握することは、困難であった。 

被災証明書（自然災害又は原子力災害により被災したことを証明するもの）は、3 月 22

日から発行した。手書きでは時間がかかるため、簡易なシステムを独自に開発し、翌 23

日から使用した。住民票・印鑑証明書・税証明書の発行は、二本松事務所（二本松市東和

支所内）で 4 月 4 日から開始した。災害収束の見通しが明確でなく、避難が長期間になる

ことが予想されるため、4 月中旬から「り災証明書」の発行を行うこととなった。 

「被災者支援システム」は、4 月になって、情報システム委託事業者から紹介された。

希望する機能（住所の持ち方など）の有無を確認したところ、事業者側からは、「そのよう

な機能を求めるのであれば、『被災者支援システム』は使い勝手が良くないだろう。」との

返事があり、採用しなかった。 

 

３．被災時の ICT 部門の状況 
 

３－１．災害発生時の状況（情報部門における職員被災状況、参集状況、他団体（NPO

等含む。）からの応援状況等） 

 

地震発生直後、津波警報（大津波）による避難指示が発令され、町内全域（全 12 か所）

に避難所が開設された。混乱の最中、情報システム担当職員は、安否確認等で使用するこ

とを想定して、住基システムからデータを CSV 形式で出力した。津島支所への避難の際

は、そのデータを持ち出した。それ以外のデータについては、持ち出す余裕はなかった。 

津島支所への避難の際は、着の身着のままで逃げた。津島支所到着後は、避難者に対す

る暖房、水、食料の確保に奔走した。二本松市内へ移転後、情報システム委託事業者を含

む民間事業者からは、サーバ機器等の支援を、ICT 支援応援隊202からはパソコンの提供を

受けた。 

他の地方公共団体からの応援職員は 16 人（岡山県などから）。1～2 週間単位で、仮設住

宅関連窓口の対応や、11 月 20 日に行われた福島県議会選挙、浪江町長選挙などで支援を

いただいた。 

 

３－２．住基／戸籍／税／福祉システムの被災状況（サーバ室等被災状況、データ利用可

否、データ喪失率、災害時業務の IT システム依存度、復旧に当たった人員＜外部事業者

含む＞の参集方法等） 

                                                  
202 平成 23 年 4 月に設立された、経団連及び ICT 関連企業による「東日本大震災 ICT 支援応援隊」。

ネットワーク、ハードウェア、ソフトウェアという ICT の各業態の力を結集して、被災者・被災地の救

援、復旧の支援を行った。 
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【発災直後】 

サーバ室内は、システムへ重大な影響を与える被害はなかった。 

 

【復旧プロセス】 

住基・税・福祉システムに関しては、いわき市内のデータセンターで保管していたバッ

クアップデータを使って、二本松事務所（二本松市東和支所内）において、簡易サーバに

よる仮復旧（4 月 4 日から稼働）を行った。機器等は、情報システム委託事業者の支援を

受けた。4 月下旬からは、いわき市のデータセンター内のサーバとネットワークを結び、

役場業務に利用している。データセンターとの間の通信回線がダウンした場合でも、証明

書発行など最低限の業務が実施できるよう、仮復旧の際に使用していた簡易サーバは、引

き続き使用している。いわき市のデータセンター内のサーバは、情報システム委託事業者

の厚意により、使わせてもらっているものである。また、現行の住基システムでは、住民

一人につき一つの住所（住民票上の住所）しか登録できない。住民は、住民票を移さずに、

二本松市、郡山市、福島市などへ避難しているため、そのままでは、各種の通知を送るこ

ともできない状況である。そのため、平成 24 年 3 月までに、新たな情報システムの構築

について、検討することとしている。 

戸籍に関しては、3 月 20 日ころに役場庁舎に一時的に戻った際、サーバ室のラックから

サーバを取り外し、二本松事務所（二本松市東和支所内）へ持ってきた。 

 

３－３．電気・通信インフラの被災状況（電源、庁内ネットワーク、地域イントラネット、

電話、ファクシミリ、インターネット等の状況、県や他市町村とどのような手段で連絡を

とったか） 

 

【発災直後】 

役場庁舎内は、地震発生直後に停電したが、3 月 12 日 6 時 35 分に復電した。電話は、

固定・携帯ともに、使える状況ではなかった。衛星携帯電話は保有していなかった。イン

ターネットは、発災直後から使用不可となった。連絡手段がまったくなかったため、外部

と連絡を取ることはできなかった。 

 

【復旧プロセス】 

3 月 12 日から 15 日までの間、津島支所では、電気は使えたが、ネットワークは不通で

あった。外部との連絡は、福島県から提供された衛星携帯電話 2 台を使用した。津島地区

では、携帯電話の基地局は、大きな被害はなく稼働しており、基地局のバッテリがなくな

るまでの 1 日間だけ、携帯電話は使用できた。原発事故に関する重要情報の主な情報源は、

テレビであった。 

3 月 15 日、二本松事務所（二本松市役所東和支所内）に役場機能を移転した。複数のパ

ソコンで 1 台のプリンタを共有するため、簡易なネットワークを組んだ。本格的なネット

ワークは、住民基本台帳などの基幹業務系（いわき市にあるデータセンター内のサーバと

接続、冗長化せず）は 4 月下旬に、ファイルサーバの共有を含めた内部情報系（インター
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ネット未接続）は 5 月に入り、それぞれ構築した。5 月下旬には、台数限定でインターネ

ットへの接続が可能となった。総合行政ネットワーク（LGWAN）203は、未接続の状態で

ある。 

電話、ファクシミリについては、二本松事務所（二本松市役所東和支所内）への移転後

は、問題なく利用することができている。 

公式ホームページは、ホームページ作成に詳しい役場職員により、3 月下旬ころ運用を

開始した。4 月中旬からは、福島市内の事業者の協力により、ホームページやメールアカ

ウントを作成、運営を始めた。 

 

３－４．ハードウェアの被災状況（コピー機、パソコン端末、ホストマシン、サーバの状

況） 

 

役場には、約 300 台のパソコンがあった。地震・津波で損壊したものはなかった。役場

から津島支所への避難の際、パソコンを 3 台持ち出した。その後、二本松市東和支所へ移

動した際は、その 3 台と津島支所にあったものとを合わせて、10 台ほど持っていった。一

時的に庁舎に戻った際、120 台ほどを二本松事務所へ順次運び出した。 

ICT 支援応援隊からの支援（ノートパソコン 20 台）を含め、新たに 60～70 台のパソコ

ンを調達した。12 月 9 日現在、業務に必要なパソコンは、確保済みである。 

コピー機は、役場から持ち出していない。サーバについては３-２のとおり。 

 

３－５．ファシリティ（設備）の被災状況（空調設備、作業部屋の状況） 

 

役場庁舎には、大きな被害はなかった。 

 

３－６．調査団体固有事項（その他被災状況による個別事項） 

 

 震災により、役場機能は 3 度の移転を余儀なくされた。平成 23 年 12 月現在、次年度以

降の役場機能を置く場所は、確定していない。東京電力福島第一原子力発電所事故による、

度重なる移転に伴う行政機能の維持・継続に、役場全体が取り組んでいる状態であった。 

情報システム委託事業者の協力により、バックアップデータを使用した簡易サーバを構

築し、4 月 4 日から住民票・印鑑証明書・税証明書の発行窓口を再開した。3 月 11 日まで

に役場庁舎の窓口で受け付けた届出等の書類は、二本松市内に移転後に、順次持ち出し、

システムへ反映させている。 

4 月中旬までは、ICT 部門の職員も、避難者の対応に集中した。 

 

                                                  
203 地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。Local Government Wide Area Network を

略し LGWAN と呼ばれる。LGWAN は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共

有による情報の高度利用を図るための基盤として整備され、府省間ネットワークである霞が関 WAN との

相互接続により、国の機関との情報交換も行える。セキュリティレベルが高く、ASP を利用し様々な行

政用アプリケーションサービスも提供されている。 
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４．被災、復旧段階を経ての今後の課題に対する考え方 

 

４－１．電源、通信手段の確保など電気・通信インフラ等の緊急時の備えについてどう考

えるか 

  

役場機能の移転場所を検討する過程で考えていく。 

 

４－２．ネットワーク環境の重層化、各種システムの冗長化についてどう考えるか 

  

新たな出張所が開設され次第、二本松事務所との間にネットワークを構築している。役

場職員間では、紙でも情報をやりとりしている。職員数は約 180 人であるため、現状では

これで問題はないと判断しているが、新たな情報システムを構築する際は、二本松事務所

－出張所間のネットワークを利用する予定である。 

 

４－３．庁舎外に住民データ等を置くことについてどう考えるか（特に、バックアップサ

イト、バックアップ体制の考え方＜場所、保管方法等＞） 

  

システムのバックアップデータ（戸籍を除く。）は、震災前から役場庁舎外に置いていた。

新たな情報システムを構築する過程で改めて考えるが、データは自前で持たず、かつ 2 か

所以上で保管するべきだと考えている。データセンターやクラウドの活用等、多くの選択

肢の中から検討する。 

 

４－４．BCP（業務継続計画）策定の状況について（策定済みの場合は改善点、災害時の

運用について） 

 

考えられる状況ではない。まずは町の行政機能回復が先となる。 

 

４－５．複数の市町村によるシステムの共同利用又は自治体クラウドに期待する効果及び

課題 

  

新たな情報システムを構築する際に、検討する可能性はある。 

 

４－６．国や県に対する要望について 

 

町の予算は、行政機能の回復に向けた取組に優先的に充てたいので、予算を回せない部

分に、国の補助金で、活用できるものがあれば、活用したいと考えている。 
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【付属表－①：(ICT 部門管轄の)業務データ、インフラ等被災・復旧状況】 

 
  直後（発災後

24 時間） 

復旧作業有

無※1 

必要だった

支援策 

平常復帰の時

期 

情
報
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ 

住基・税・福祉システム 

(戸籍システムは別管理) 

停電後利用不

可 
無 なし 4 月 4 日簡易

サーバ設置、4
月下旬よりい

わき市内デー

タセンターサ

ーバと接続 
―データ喪失 なし 無 なし ―※2 

 ―バックアップデータ 

【保管頻度・方法・場所】

毎日バックアップ。戸籍は

庁舎内で。それ以外のシス

テムは庁舎とデータセンタ

ー（町外）にあるサーバそ

れぞれでバックアップ。  

3月11日分も

バックアップ

した  

無 なし 4 月 4 日設置

の簡易サーバ

上で使用 

電
気
・
通
信
イ
ン
フ
ラ 

電源 停電 無 なし 3 月 12 日 
庁内ネットワーク 

（情報系・業務系） 

不明 無 なし 業務系 4 月

末、情報系 5
月 

地域イントラ 

（町庁舎―支所間） 

不明 無 なし 出 張 所 開 設

後、順次接続

電話（固定） 利用不可 無 なし 詳細不明 
電話（携帯） 利用不可 無 なし 詳細不明 
電話（衛星） 所有していな

かった 
無 なし 3月 12日津島

支所に移動し

てから県提供

のものを使用

ファクシミリ 不明 無 なし ― 
インターネット 利用不可 有 なし 5 月下旬 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア

コピー機・パソコン端末 被害なし 無 なし ― 
 
 

ホストマシン・サーバ 被害なし 無 なし ― 
 
 

設
備
・
人
員

空調設備 被害なし 無 なし ― 

作業部屋 被害なし 無 なし ― 
ICT 担当職員 被災なし 無 ― ― 

 

※1 復旧作業の有無は、復旧プロセスの中で、町職員及び情報システム委託事業者による

作業が必要であったかどうかの有無となる。作業は発生せず、復旧を待っている状態は「無」

となる。 

※2「―」は、該当回答がない場合の記載。 
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【付属表－②：災害時業務に関するシステム導入状況、窓口業務再開時期】 

 
 導入状況 システム稼働日 

被災者支援システム 

（西宮市開発） 

導入せず ― 

その他システム 被災証明書発行のための簡易なシステ

ムを独自開発 
3 月 23 日 
 

 窓口業務再開時期 

災害時窓口業務 

（安否確認、死亡届受付、り

災証明書発行等） 

安否確認は 3 月 11 日から 
被災証明書発行は 3 月 22 日から 
り災証明書発行は 4 月中旬から 

通常窓口業務 二本松事務所（二本松市東和支所内）で

4 月 4 日から 
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